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はじめに 

 

1972年、カリフォルニア州で制定され、その後改定されたアルキストプリオロ(Alquist-Priolo)

地震断層帯法は、断層に沿った地域の科学的調査に基づき、断層を挟む帯状の地域の建設を合理的

に規制する法律で、カリフォルニア州ばかりでなく、海外における安全な地域環境構築にこの法律

が与えた影響は極めて大きいものがありました。しかし、我が国や台湾などプレートの沈み込み地

帯で卓越して認められる逆断層では、カリフォルニア州のような横ずれ断層と異なりその空間構造

が複雑で調査や判断が決して容易ではありません。2004年10月23日に新潟県中越地方の山間地

を襲った地震では低断層崖のわずかな変形としての小平尾（おびろお）断層が現れましたが、地殻

変動による大きな水平変位の帯は実はこれより6～7kmほど西に現れ、この帯に沿って甚大な被害

が集中しました。1999年の台湾集集（ChiChi）地震では、複雑に屈曲し、枝分かれして地表に現

れた地震断層の一つが石岡ダムを通過し、ダム堤体は10ｍにも及ぶ縦ずれによって大きく被災しま

した。これらの事例は逆断層に沿った地域で断層の影響を評価することの難しさを改めて印象付け

るものとなったように思います。おそらくこのような背景もあって、原子力施設については施設直

下の断層破砕帯に関する安全審査が増加するとともに、平成25年7月に施行された新規制基準で

は、将来活動する可能性のある断層等の直上への施設の設置を禁止することになりました。 

一方で原子力施設を除けば、断層の変位を受けながら持ちこたえた施設の事例をもとに、断層上

の既存の施設や、断層を避け得ない施設に対策を施した事例も少なからずあります。1999年のトル

コイズミット(Izmit)地震ではジョルジュク（Golcuk）という街の海軍基地内の堅牢な半地下倉庫群

を横切って断層が現れましたが、地盤の破壊面はこれらの倉庫を迂回するように現れ、倉庫は僅か

に剛体回転をしただけに留まりました。このような観測事例を積み上げ反映させる形で、アメリカ

カリフォルニア大学バークレー校でヘイワード（Hayward）断層直上にあるメモリアムスタジアム

の耐震改修工事が行われています。この工事は先に述べたアルキストプリオロ地震断層法に抵触す

るものでもあったため、法廷でその是非が争われましたが、カリフォルニアの裁判所はこれが入念

に計画されたものであるとし、計画は承認されることになります。もちろん改修されたスタジアム

はまだ断層変位の洗礼を受けていません。実際のところ、私たちの想像を超えたところでどのよう

なことがおこるのかわかりません。しかしこのような先進的な取り組みは私たちも可能な選択肢の

一つとして検討を深めていかなければならないと考えています。 

確かに重要構造物である原子力施設の場合、僅かでも動く疑念がある限り、これを避けなければ

ならないとするのは一つの見解です。しかし一方で、新潟県中越地震における山古志のように地上

に現れた断層から大きく外れて被害の集中する変形の帯が現われたり、台湾のように複雑に折れ曲

がりながら地上に現れた断層の事例を見ると、単に断層線上にあるのかないのかという議論だけで

は済まず、変形があった時にどうなるかという議論に踏み込んでおく必要が間違いなくあるように

思います。これは単に原子力施設に留まらず周辺地域全体も含めて考える問題でもあります。地震

断層や地盤の変形はその突然の変位の危険性という面ばかりではなく、これらの変形の帯に沿って
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豊饒な地盤を生み、その上で人がそれに適した農地を広げ、街を広げ、地域社会を発展させてきた

面もあるからです。 

このような議論があって、土木学会原子力土木委員会では、上記の問題意識を共有する研究者、

実務者に働きかけ「断層変位評価小委員会」を発足させることになりました。その活動の中で、現

状の科学技術の知識の中で断層についてどこまでが明らかにされ、どのような問題が未解決のまま

残っているのか整理して、科学技術者ができうること、その限界、そして限界を超える場合の対応

についてどのような可能性があるのか整理し、社会に提示することを目標に設定しました。そして

調査WG (WG1)、解析WG (WG2)、活用WG (WG3)の3のワーキンググループを組織し、多くの

文献を収集しその検討を進めてきました。 

WG1では断層変位評価のための調査に関わる文献レビューを行い、これらを第Ⅱ編にまとめま

した。地盤を構成する岩や土が破壊する時に、それが生じる前にどのような応力が潜在的に働いて

いたのかが必須の情報になるのですが、これは著しく困難な課題です。広域の応力を推定したり、

局所的な応力を計測したり様々な試みがなされて、それぞれに重要な進展があるのですが、全体を

概観すればジグソーパズルで欠損したピースも少なからずあって、経験則を踏まえた決定論的、あ

るいは確率論的な評価だけでは対応できない課題があることが認識されるのです。 

これらを補う意味で第Ⅲ編（WG2）では数値解析と実験による断層変位の想定法の最前線の研究

をまとめています。それぞれの数値解析手法や実験手法の特長と限界を示すとともに、実務の適用

に向けてこれらがどのように組み合わされ活用されているのかを明らかにするとともに今後の課題

を浮き彫りにしています。 

こうした検討結果は地盤上に載るシステムとしての施設に入力されることになります。構造物の

損傷評価、フラジリティ評価をどのように行うのか、その上で施設全体の安全性を評価し、さらに

残余のリスクへの対応をどうするかについて第Ⅳ編（WG3）でまとめています。 

解決しなければならない課題は山積みですが、この報告書はこの分野の専門家が現状で知り得る

知識と情報を網羅し、地震の際に地表に現れる断層変位と合理的に向き合う技術の進展への方向性

を示したものです。単に関連する分野の方々ばかりでなく、他分野の方々の広範な議論に資するの

であれば幸いです。 

 

 

平成27年 7月 

断層変位評価小委員会 委員長 

小長井一男 
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断層変位評価小委員会 委員構成 

会務 氏名 所属 WG※ 

委員長 小長井 一男 横浜国立大学  

副委員長 奥村 晃史 広島大学 1 

委員兼WG1主査 遠田 晋次 東北大学 1 

委員兼WG2主査 谷 和夫 国立研究開発法人 防災科学技術研究所 2 

委員兼WG3主査 中村 晋 日本大学 3 

委員 阿部 慶太 (公財)鉄道総合技術研究所 3 

委員 入谷 剛 日本原子力発電株式会社  

委員 蛯沢 勝三 (一財)電力中央研究所 1,2,3 

委員 木場 正信 ㈱エングローブコンサルタント 1,2 

委員 高尾 誠 東京電力株式会社 1,2 

委員 竹内 渉 東京大学  

委員 佃 榮吉  国立研究開発法人 産業技術総合研究所  

委員 東畑 郁生 東京大学  

委員 中瀬 仁 東電設計株式会社 2 

委員 秦 弘和 中部電力株式会社 1 

委員 堀江 正人 関西電力株式会社  

委員 平松 良浩 金沢大学 1 

委員兼幹事 菊本 統 横浜国立大学 1,2 

元委員 橋詰 正広 中部電力株式会社 1 

元委員 原口 和靖 関西電力株式会社  

幹事長 小早川 博亮 (一財)電力中央研究所  

幹事 青柳 恭平 (一財)電力中央研究所 1 

幹事 澤田 昌孝 (一財)電力中央研究所 2 

幹事 重光 泰宗 関西電力株式会社 2 

幹事 中野 修 日本原子力発電株式会社  

幹事 宮川 義範 （一財）電力中央研究所 3 

元幹事 中村 大史 関西電力株式会社  

オブザーバー 大島 貴充 東京電力株式会社  

オブザーバー 大鳥 靖樹 (一財)電力中央研究所  

オブザーバー 大野 裕記 四国電力株式会社 1,2 

オブザーバー 岡田 哲実 (一財)電力中央研究所  

オブザーバー 金子 岳夫 東京電力株式会社  

オブザーバー 蒲池 孝夫 日本原燃株式会社 1 
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オブザーバー 小林 正典 東北電力株式会社 1,2 

オブザーバー 五月女 敦 電源開発株式会社 2,3 

オブザーバー 櫻庭 孝一 日本原燃株式会社 1 

オブザーバー 清水 雄一 中国電力株式会社 1,2 

オブザーバー 鈴木 義和 (一財)原子力安全推進協会 1,2,3 

オブザーバー 辻 弘一 (一財)原子力安全推進協会 2,3 

オブザーバー 当麻 純一 株式会社電力計算センター  

オブザーバー 松村 和雄 北陸電力株式会社 1 

オブザーバー 持田 裕之 電源開発株式会社 1 

オブザーバー 森 俊朗 日本原子力発電株式会社 2 

オブザーバー 和仁 雅明 中部電力株式会社 3 

※ 1：調査WG, 2：解析WG，3：活用WG 
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I 委員会の活動の概要 

1. 活動の概要 

 委員会は，断層変位評価に関する技術の現状を取りまとめること，および断層変位評価に関する

メッセージ・提言の発信を主な活動内容とし，平成25年10月から平成27年5月までの2か年間

の間に合計 6 回の委員会を開催した．技術の現状の取りまめにあたっては，1)委員や外部識者から

の話題提供，2)調査，解析，活用の3つのWGに分かれた文献調査，3)現状技術を俯瞰できるよう

な断層変位の評価フローに対する小委員会内での議論 の 3 つを実施した．1)の話題提供は広く一

般の方も無料で聴講が可能な公開講演会の形式とした．各公開講演会の講演者と講演タイトル，お

よび講演者からの断層変位評価に対するメッセージを表 1-1 に示す．講演会で講演者が用いた資料

は講演会終了後，委員会のホームページ（http://committees.jsce.or.jp/ceofnp03/）に公開した． 

 

表1-1 公開講演会の概要 

第1回 

平成 25 年 10 月 15

日 

「断層変位評価に

かかわる調査と広

域応力の評価」 

断層変位評価に関する課題 

小長井一男 委員長（横浜国立大学） 

「個別の断層調査にとどまらず、地形変動データなどの面的な情報を活用・

分析し、地震発生が地域システムにどのような影響を与えるのか検討するこ

とが求められる。その際に応力場の解明が極めて重要である。」 

敷地内破砕帯調査の現実と課題 

奥村晃史 副委員長（広島大学） 

「破砕帯調査結果の評価は，知識と経験に基づく第三者の適切な判断に基づ

いてまとめる必要がある．有識者会合によって行われている破砕帯調査には

深い問題がある．正しい科学に基づき，間違ったものは排除していく必要が

ある．」 

誘発地震からみた広域応力場の安定性と均質・不均質性に関する議論 

遠田晋次 委員（東北大学） 

「断層変位の評価では，応力場の理解が不可欠である。特に，断層が小規模

な場合には，応力場の不均質性に影響を受けやすいため，広域応力場だけで

なく，評価対象周辺のローカルな応力場の解明に努めねばならない。」 

第2回 

平成 25 年 12 月 17

日 

「主断層・副断層の

変位評価」 

原子力発電所敷地内断層の変位に対する評価手法 -敷地内断層評価手法検

討委員会（原安進）報告の概要- 

鈴木義和 （（一社）原子力安全推進協会） 

「断層の活動性のみに着目した評価を行うのではなく、仮に活動性が否定で

きない場合においても、その断層変位が重要施設の安全機能に影響するかど

うかを科学的・合理的に評価すべきである。」 

確率論的断層変位ハザード解析手法について 
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高尾誠 委員（東京電力） 

「地震時に発生する可能性のある地表における断層変位量については、確

率論的なアプローチで評価することが世界の流れである。日本においても実

務への適用を目指して確率論的評価手法の研究・検討を進めていく必要があ

る。」 

第3回 

平成26年3月19日 

「断層性状の評価

に関する事例」 

断層性状の評価に関する事例 -大飯発電所の敷地内破砕帯調査について- 

原口和靖 委員（関西電力） 

「一般に規模が小さい破砕帯は、連続性・活動性ともにそもそも乏しいと考

えられ、これらを評価することは困難を伴う。特に、活動性の評価に関して

は、上載地層法が基本とされているが、規模の小さい破砕帯への適用性や上

載地層法に代わる断層性状などに基づく評価法等の確立が課題である。 

また、規模、活動性が小さい破砕帯については、調査手法の高度化だけで

なく、施設への影響評価の観点から、考慮対象要否の判断を行うことも合理

的であると考えられる。」 

山岳トンネルの地盤変形による被害 

野城一栄 （鉄道総研） 

「昨今のトンネルの建設技術の進歩により，地質が悪いところでもトンネル

を安全に建設できるようになった．また，線形に制約がある高速鉄道におい

ては構造物に占めるトンネルの割合は必然的に高くなる．このため，昨今，

山岳トンネルは重要性が増してきているといえる．耐震設計法，対策など，

山岳トンネルの耐震性について議論を深めていく必要があると思う．」 

第4回 

平成26年7月18日 

「構造物への影響

から見た断層変位

評価」 

断層変位による建物・構築物（原子炉建屋）の試解析について 

辻弘一 （（一社）原子力安全推進協会） 

「今後，いくつかのサイトで，断層変位が作用する重要構造物の解析・評価

が実施されるものと考えられる．そのためには，基礎スラブ，地下外壁等の

建屋応答評価ならびに面外せん断力の許容限界等の耐力評価についての知

見の蓄積だけでなく，断層変位に対する建屋フラジリティ評価手法の進展が

必要となる．」 

断層変位の構造物への影響評価手法開発及び評価基準整備の進め方の提案 

蛯澤勝三 委員（（一財）電力中央研究所） 

「断層変位の構造物への影響評価手法の開発及び同評価技術基準の整備は，

喫緊の課題であり，国内外の関連機関が積極的に取り組んでいる．講演者は，

各機関の取り組みを紹介すると共に，評価手法開発及び評価基準整備の進め

方の提案を行った．進行役が提案内容について，参加者にコメント等を求め

たところ，異議がなく了解された．」 
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第5回 

平成 26 年 10 月 21

日

「断層変位評価の

解析技術」

衛星リモートセンシングを用いた広域の地盤変動解析 

竹内渉 委員（東京大学）

「リモートセンシング技術の発展に伴い，マイクロ波を用いた干渉 SAR 衛

星画像を解析することによって，地盤変動を高精度に，経済的に，広域に把

握することが可能となっている．この技術を基軸に，GPS基準点測量を補完

的に用いることにより，断層運動による地表面変動を広域に面的に把握する

ことができる．」

エンジニアリングにおける地圧測定と二～三の例, 地圧のばらつきなど 

新孝一（(一財)電力中央研究所） 

「震源断層のずれに引きずられ、いわば境界条件に規制されて浅部地盤がず

れるとき、浅部の地圧の役割は小さいだろう。一方、震源断層がいつ・どれ

だけずれるか、さらには応力降下量、これらは地圧、物性、そして境界条件

で議論しうる事項のはず。境界条件によって、室内載荷実験の最大荷重後も

破壊をゆっくりと制御して進行させたり瞬時に破壊させたりできる。研究が

進みこのような観点から断層のずれを議論できる日の到来することを期待

したい。」

地震発生層より浅い部分から放出される地震動の定量的評価 

壇一男（(株)大崎総合研究所） 

「原子力発電所から数 km以内に活断層が存在する場合、従来、地震波の

励起が少ないため無視されてきた地震発生層よりも浅い地盤からの地震波

の定量的評価が課題となる。今後、摩擦構成則のパラメータスタディや地震

記録の再現なども行って、定量的評価法の確立をめざしたい。」

第6回 

平成27年2月17日 

断層変位に対する社会基盤施設の課題 

濱田政則（早稲田大学）

「断層変位小委員会での検討結果を是非とも土木学会として社会に広く発

信することを希望します。また他の関連学協会との連携を益々強化すること

を望みます。」

断層問題に対するHigh Performance Computingの応用 

堀宗朗（東京大学）

「断層変位は，事例が少ないとはいえ，甚大被害をもたらす可能性があるこ

とは否定しようもない．断層変位量の推定も一筋縄ではいかない．従来の方

法に限界があることは明確であり，大規模数値解析を利用するような，断層

変位に関するより合理的な評価・対応の方法を研究開発することが望まれ

る．」

※講演者からのメッセージは，委員会での審議結果を反映したものではありません．
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2. 断層変位評価のフロー 

本委員会では，断層変位評価のためのフローを図１に示すように整理した．評価対象地点での断

層変位はプレート運動によって生じる広域応力に影響を受ける．対象地点での初期応力に加え周辺

から運動による応力増分が断層変位を生じさせることになるが，その評価は決定論的に扱う方法と

確率論的に扱う方法がある．決定論的に扱う場合には，具体的な断層変位を与えることにより，構

造物に生じる損傷の程度を評価し，安全性評価を行う．一方，確率論的に扱う場合には，断層変位

量とその変位量を超過する確率との関係（断層変位ハザード曲線）を評価するとともに，断層変位

量に対する構造物の損傷確率を評価（フラジリティ評価）し，両者の関係に基づくリスク評価を実

施することになる．構造物の損傷評価には例えば入力地震動によっては構造物の一部に塑性化が生

じて応答特性が変化するなどの事象も生じることがあるため，入力地震動などの初期条件の評価も

必要となる． 

このフローに関連する技術や知見は多岐にわたるため，断層評価に対する調査，解析およびその

活用の 3 つの WG に分けて現状を調査することとした．調査 WG は断層変位に対する地質調査，

広域応力の評価とそれに対する調査を対象範囲とした．ただし，プレート運動の評価は対象外とし

た．解析WGは数値解析による断層変位評価を主な対象とした．この時，実験は，数値解析の検証

として重要であることから，断層変位評価に関る実験も調査対象とした．断層変位ハザード評価は，

調査の側から見た評価，数値解析や実験による評価の両側面があることから，調査WG，解析WG

のどちらも対象として，技術の漏れが無いように考慮した．また構造物の損傷評価およびフラジリ

ティ評価は活用WGの対象とし，入力地震動などの初期条件の評価は調査の対象からは外した． 

地震に対する地盤の評価については，地震動による基礎地盤・斜面の安定性に関する高度化され

たフローがある．この地震動による評価と断層変位評価との相違は，ひとえに地震で生じた断層変

位の例は少ないのに対し，地震動の観測データは数多く取得されていることによると考えられる．

これらの観測データに基づき，数多くの安定性評価事例が時間の経過とともにも増えることにより，

その評価体系は高度化されている． 
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図１ 断層変位評価のフロー 



 

Ⅱ. 断層変位評価のための調査 
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１．断層変位評価にかかわる応力場の評価 

 

1.1 日本列島の第四紀後期〜現在のひずみ場，応力場，断層運動 

 日本列島各地の地質構造をみると，東北日本弧中部や北陸地域など一部の地域では，現在の応力

場の片鱗が第三紀鮮新世以降（約500万年前以降）から既に始まっていた．しかし，現在と同様の

応力場として安定したのは第四紀後期の約50万年前以降と考えられる．西南日本では約50万年前

のいわゆる「六甲変動 1)」開始以降，東北日本では100 万年前以降の東西圧縮応力場による脊梁地

域の活断層の活動開始以降2),3)，関東周辺では100-50万年前の伊豆半島衝突以降，変動地形および

地質構造で確認される活断層の変位センスに変化はみられないことがわかっている．つまり，確認

される活断層の諸データをもとにして現在の応力場の推定が可能である．岡田・安藤（1979）4)は

活断層タイプを基本とし，代表的な地震のメカニズム解を援用することによって，地域別の応力場

推定の基礎となる活断層区分を提唱した．その後，複数の研究によって変位速度，走向・レイクな

どのより詳細な活断層データをもとに第四紀後期〜現在の水平 大圧縮応力軸や水平ひずみ速度を

求める試みがなされた 5),6),7)（図 1-1）．東北地方では，新第三系および第四系下部の地質断面解析

から，数％〜14％の東西短縮速度（平均10-7／年オーダー）が求められている8)（図1-1）．また，

Okada and Ikeda (2012)9)は反射法地震探査・重力・新第三系以降の地質データをコンパイルしバ

ランス断面法により，東北地方を横断する断面での新第三紀鮮新世-第四紀の短縮量を10-15 kmと

求めた．平均すると10-7／年のひずみ速度となる．  

   

図1-1 日本列島内陸の地殻ひずみ速度． 
a) 新第三系および第四系下部の地質断面解析による水平ひずみ率 8)．b）活断層データによって求めた水平ひずみ速

度分布 7)．黒線は水平主応力軸の方向を示す． c) GPS観測データに基づく水平ひずみ速度7)が10)を一部改変．黒線は 大

せん断方向を示す． 
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 一方，測地学的にも日本列島の水平ひずみ速度や面ひずみ速度が検討されてきた．橋本（1990）

11)および石川・橋本（1999）12)は明治以来の測量結果を用い三角点間の距離の変化率を求め，北海

道・本州・四国・九州の地殻水平ひずみ速度を求めた．また，鷺谷ほか（1999）10)，Sagiya et al. 

(2000)13)は1994年以降に整備されたGPS観測網によるデータを用いて水平ひずみ速度を求めた（図

1-1）．これらの測地学的水平ひずみ速度は，ひずみの主軸方向や 大せん断ひずみの向きなどは活

断層による推定にほぼ一致するが，ひずみ速度は１〜２オーダー大きい．また，神戸—新潟ひずみ集

中帯13)に代表されるように，ひずみ速度の速い地域は活断層による推定とは必ずしも一致しない． 

上記の地質学的ひずみ速度と測地学的ひずみ速度の矛盾は，前者が数10万〜数100万年間，後者

が数年〜100 年間という時間スケールの違いによる可能性が高い．後者には海溝型地震のインター

サイスミック（interseismic）な弾性変形を捉えているとの指摘があったが，東北地方では 1978

年の宮城県沖地震（M7.4）や1994年の三陸はるか沖地震（M7.6）など従来「固有地震」とされた海

溝型地震でインターサイスミックな弾性変形は解消されていなかった．結局，2011年東北地方太平

洋沖地震がこの矛盾を解消する超巨大地震であった可能性が高く，地質学的短縮速度は内陸活断層

変位に生じた超長期間の永久変位のみを考慮して推定されていたことになる． 

 一方，測地学的に推定されたひずみが弾性的に応力と線形関係にあるとは限らない．地殻が弾性

的または非弾性的挙動のどちらを示すかは時空間スケールで異なるが，下部地殻・マントルなどの

粘弾性的挙動や一部プレート境界でのスロースリップ，火山活動や大地震後の余効変動など，一時

的な非弾性的シグナルも含まれていることが考えられる． 

 

1.2 発震機構・断層面条線を用いた応力場推定 

 地殻内地震の震源の深さ（数km〜十数km）において応力を計測することは，技術・費用両面から

非現実的である．そのため，応力場を推定するために地震の発震機構解を用いるのが一般的である．

発震機構解を用いた応力推定方法には，１）発震機構解のP軸を直接に 大主圧縮応力軸（Shmax）

とする方法と，２）複数の発震機構解を用いてそれらの発生を同時に起震できる応力テンソルを求

める方法（応力テンソル逆解析）がある．前者は２つの節面から45°の方向を主応力の方向とする

が，断層面は 大圧縮応力軸から必ずしも45° とはならず，むしろ岩石実験からは30°程度が多

いことから，±15°程度の誤差を含んでいる．そのような問題があるとはいえ，信頼できる個々の

地震の解を図示することにより応力場の傾向を手軽に捉えることができる利点が大きく，1970年代

から応力場推定に使われてきた．一方で，応力テンソル逆解析は，地質学における小断層解析14)な

どをもとに Gephart and Forsyth (1984)15)や Michael (1984)16) ，Michael (1987)17)らによって確

立された手法である．３つの主応力軸の方向・プランジ，それらの応力比が求められる（図 1-2）．

応力テンソル逆解析は用いるデータ量が鍵となる．その点，年々向上する地震検知能力に加えて，P

波初動の押し引きだけではなくS波振幅やCMT解などを利用する手法の発展にともなって大量の発

震機構解が利用できるようになり，応力逆解析研究を促進した．例えば，防災科学技術研究所の

F-net発震機構解は1997年以降の日本列島のM≥3程度以上の解を網羅している． 
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図1-2 応力テンソル逆解析の仕組み 17)  
(a) ビーチボールは１つの地震の発震機構解を示し，二つの節面のいずれかが断層面に相当する．(b) あるエリアで発

生した多数の地震の節面を下半球投影で重複表示したもの．(c) これらの節面の分布を もよく説明しうる主応力軸

（楕円は95%信頼区間）が応力逆解析により求められる． 

 

 このような地震学的アプローチによって日本列島の地殻応力場例えば，18),19),20)(図 1-3）が推定され

ている．本州では伊豆半島・関東山地周辺を除いてShmax方位はほぼ西北西−東南東で，伊豆半島は

フィリピン海プレートの本州への衝突にともなってShmaxは南北となる．関東山地や関東南部，東

海地域では，このフィリピン海プレートの本州側への衝突や沈み込みの影響がみられる． 

 

 

図1-3 35km以浅の発震機構解を用いて求めた 大水平圧縮応力軸 20) 

正断層解は青，横ずれ断層解は緑，逆断層解は赤で示す．四角の枠は，元文献での検討範囲． 
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 一方で，応力テンソル逆解析による応力場推定には次の２つの問題点がある．   

 １つは，発震機構解のサンプル範囲内で応力場を均一とする仮定である．サンプリングは時空間

を区切って行われるが，この間に応力場が不変という仮定が必要となる．つまり，サンプリング時

空間内の短波長の変動や不均質は無視され，領域全体で平均化されたものを推定することになる． 

 もう１つの問題点は，応力テンソル逆解析の根幹となる仮定の妥当性である．これを

Wallace-Bott 仮説といい，「断層はせん断応力を 大とする向きに変位する」という前提に立って

いる．しかし，実際の断層変位は必ずしもせん断応力 大の向きに生じるわけではない．顕著な例

外事象として，slip partitioning現象が挙げられる（図1-4）．斜め滑りを起こす断層では，様々

なスケールでその先端部分が横ずれと純粋な逆断層に分岐して現れることがあり，多数の報告例が

ある例えば，21),22),23)． 

 

図1-4  Slip partitioningの模式図． 

地下深部の断層運動は斜めすべりでも，地表近傍で横ずれ断層と逆断層の組み合わせに変化する 21)． 

 

 応力場推定に関する 近の進展として，地震のモーメントテンソル解（CMT）を直接用いる方法が

提案されている．Terakawa and Matsu'ura (2010)24)は，赤池—ベイズ情報基準量（ABIC）を用いて

CMT データからテクトニック応力の３次元パターンを推定する方法を開発した．それによると，防

災科学技術研究所の 12,500 の小・中規模地震（M≤5）を用いて求められた応力場（図 1-5）は，こ

れまで示されてきた日本列島の広域からローカルスケールでの応力場とほぼ一致した．千島海溝—

日本海溝—南海トラフ沿いは基本的に東西圧縮，琉球・伊豆ボニン背弧域は海溝に垂直な向きの引張

軸が卓越する．千島前弧スリバー，伊豆弧の衝突，別府島原地溝帯に対応するローカルスケールの

構造も捉えられた． 
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図1-5 赤池—ベイズ情報基準量（ABIC）を用いてCMTデータから推定された 

日本列島とその周辺のテクトニック応力 24)． 

 

1.3 誘発地震活動から推定される活断層周辺の応力状態 

 1.2 節で示した手法以外に，活断層周辺の応力場を推定するために，大地震前後での発震機構解

の変化を利用する方法がある25)（図1-6）．大地震の余震活動による主応力軸の方位・プランジを応

力テンソル逆解析によって求め，大地震前の定常的な地震活動の主応力軸の方位・プランジと比較

し，応力軸の回転の程度を調べるものである．本震による応力変化は，震源断層でのすべり分布モ

デルによっておおよそ推定できるので，回転の大きさは地殻内の差応力に対する地震時応力降下の

比で決まる．すなわち，主応力軸の回転の程度を調べることで，大地震直前の活断層周辺の差応力

状態を推定できる．実際，東北地方太平洋沖地震後には震源域周辺26)だけではなく内陸日本海側の

地域27)まで主応力軸が有意に回転したとの報告がある（図1-7）．また，主応力軸が大地震時によっ

て有意に回転するのであれば，その震源断層の次の地震までの間に主軸の方向は再び元に戻る．つ

まり，地震履歴のわからない活断層周辺の常時地震活動の応力解析から地震サイクルの時間的位置

付けを推定できる，という指摘もある25)． 
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図1-6 大地震の震源過程と余震の発震機構解を用いて， 

震源断層沿いの初期応力状態を推定する手法の概念図 25)． 

 

 

図1-7 応力テンソル逆解析を用いて求めた2011年東北地方太平洋沖地震前後の主応力軸 

（赤： 大主応力軸，青： 小主応力軸）の変化 27)． 

本震後についての半透明表示は東北地方太平洋沖地震による応力変化を考慮して，主応力軸を計算によって求めたも

の． 
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 一方で，このような主応力軸の回転は見かけのものとする反論がある．例えば，東北地方太平洋

沖地震による東北地方内陸部や日本海側での差応力変化量は1MPa以下であり，主応力軸を有意に回

転させるほど大きくない．その程度の差応力のみによって断層変位が生じる程に内陸活断層の強度

が弱いのではなく，むしろ多様な断層群の一部が東北地方太平洋沖地震によって選択的に誘発され

たともいえる．応力場や構造は数 km オーダーの短波長で変化しているとの考えもある 28)．同様の

指摘は，東北地方太平洋沖地震の１ヵ月後に正断層型地震が誘発された福島県浜通りの地震（M7.0）

についてもなされている．浜通り地域では，東北地方太平洋沖地震によって東西圧縮場から東西引

張場に応力場が転換されたわけではなく，東北地方太平洋沖地震前にも地殻浅部で複数の正断層型

の地震が既に発生していた29)（図1-8）．このような議論を鑑みると，大地震前後での主応力軸の回

転から地殻応力状態を推定する手法には検討すべき課題が残されていると言えよう．  

 

図1-8 2011年東北地方太平洋沖地震前に発生していた 

福島県浜通地域の地震のメカニズム解の深さ別分布 29)． 

本震後の誘発地震（橙色の点）が多発したエリアで元々発生していた地震（図中のb）の大半が正断層型である． 
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1.4 浅部応力場と浅部断層摩擦特性，副断層の発生 

 

 地表地震断層（以下，地震断層）の位置と変位センス・量を決める主因は，地下の震源断層の形

態や規模，動きである．しかし，断層変位は震源から地表へ伝播することから， 終的に地震断層

は地下浅部の応力状態と断層の摩擦特性，地質構造，岩盤強度分布等にも左右される． 

 一般に地震発生層上限付近では，断層面沿いの性状（断層内物質）はカタクレーサイトから断層

ガウジに移り変わる30)．物性と封圧変化にともない，すべりとともに摩擦強度が低下して固着滑り

（地震のような高速滑り，stick-slip）を起こす状況から，すべりとともに摩擦強度が増加しクリ

ープや断層運動の停止を起こすような状況に変化するとみられている．必ずしも震源断層の変位量

が直接地表に出現するわけではない．状況に応じてオーバーシュート（過剰変位）やテーパリング

（変位減衰）が起こる 31),32),33)．武村（1998）34)は M=6.5 と 6.8 の間で地震断層出現率が急激に変

化することを明らかにし，その理由の１つとして，断層が地表面を突き抜けた場合に平均すべり量

が増加する可能性を指摘している．  

 一方で，震源断層上端が地表に達しない状態（伏在断層，blind fault）では，変形量は小さいと

はいえ，地表変位予測は簡単ではない．断層変位が地下で止まることで，断層上端から地表へ向か

ってせん断ひずみ増加域が帯状に拡がる（図1-9）．例えば，2000年鳥取県西部地震では地震後の調

査で１km前後のゾーン内に並走する２〜３条の短い地震断層が報告された35)（図1-10）．このよう

な地震断層は，伏在断層運動によって表層付近に拡がった高ひずみ域内にある弱線（地質断層）が

変位したとみることもできる36)．ただし，トレンチ調査の結果，これらの小断層には同地震に先行

する後期更新世の活動が認められ35)，全くでたらめに変位するわけでもないらしい．このような変

形の地表分散傾向は，基盤断層上に未固結被覆層が存在する場合に顕著に表れる．未固結被覆層の

変形に関しては上田（1993）37)等に詳細に示されている．  

 

 

図1-9 伏在横ずれ断層による地表近傍でのせん断応力増加域の拡がり． 
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図1-10 2000年鳥取県西部地震によって出現した地震断層 35)と余震分布 36)． 

  

活断層の分布形状による応力不均質も断層変位に影響を与える．活断層は数m〜数kmの様々なスケ

ールで不連続（step）や屈曲（bend）などの分布形態を示す．これによって，横ずれ断層であって

も，主断層の配置と変位センスの組み合わせによって局所的に逆断層を生成する圧縮場，正断層を

生成する引張場が付随する（図 1-11）．これらの局所応力場は広域応力場と異なる場合が多く，不

連続や屈曲の規模によっては広域応力に非調和なタイプの断層がキロメートルオーダーで拡がる．

また，地表下数ｍ程度，特に未固結被覆層内には，横ずれ断層運動にともなう花弁状構造（flower 

structure）が観察される．これは被覆層内に限らず，封圧の低い風化表層基盤でも希に見られるこ

ともある．花弁状構造は表層付近での主応力軸の回転と 適せん断面との関係で説明されている38)

（図1-12）． 

 

図1-11 横ずれ断層における屈曲（bend）と不連続（step）．主断層の配置と変位センスの組み合

わせによって引張場（extension）と圧縮場（contraction）が生じる 39)． 
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図1-12 基盤の横ずれ断層運動にともなって生じる断層面の捻れを説明する概念図 38)． 

 

 また，逆断層においても，末端部に横ずれ断層が付随する場合や，逆断層に直交する胴切り断層

などが見られる場合もある（例えば，2008年岩手・宮城内陸地震の地震断層40)）．  

 地形による表層応力場も断層形状や出現位置に影響を与える．逆断層の地表付近での低角化や，

それにともなう出現位置の堆積盆地側への移動（front-fault migration 例えば，41)）は断層直上の被

覆層層厚の増大や山地側の侵食など，地形効果による地表近傍での主応力軸の回転によるとみられ

る（図1-13）． 

 

図1-13 逆断層の断層傾斜の浅部低角化． 
a）逆断層にともなう典型的な活断層地形と地質断面 42)（a.低断層崖，b．撓曲崖，c.バルジ，d.逆向き低断層崖，e.
断層凹地，f.未変位の極新期扇状地，g-g’.断層崖，h.三角末端面，i.断層および断層破砕帯）．b) 平坦地形での逆断層

運動を励起する応力場と断層面（断面図）21)．破線は主応力軸の軌道を示す，c) 斜面における逆断層面．斜面平行に

σ１が，斜面に直交してσ３が回転し，断層面が地表に向かって低角化する 21)． 

 

 断層変位量も地形の影響を受ける．例えば， Toda and Tsutsumi (2013)43)やNissen et al. (2014)44) 

は2011年４月11日の福島県浜通りの地震で出現した井戸沢断層沿いの上下変位量を詳細にマッピ

ングし，尾根部では変位量が小さく，谷部で大きい傾向を報告している．わずか1 km区間の地震断

層沿いで，波長100m—200mの谷・尾根の繰り返しに合わせて変位量が30cm—160cmの範囲で変動する．
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その原因として，尾根部での重力作用による変位の分散，もしくは，地表付近への変位量の急激な

先細り（tapering）などが考えられている．地形変化の激しい山間部での変位量予測の難しさを示

唆する． 

 非地震性の地表断層変位も浅部応力場を検討する上で示唆に富む．非地震性の断層すべり

（aseismic slip）は日本列島周辺をはじめ沈み込み帯では「ゆっくり地震」として頻繁に観測され

ているが，陸上でも国外ではサンアンドレアス断層などでクリープ断層運動として認識されている．

これらのクリープ断層では周辺の大地震に反応して，誘発滑りが頻繁に観測されている例えば，45), 46)．

誘発された断層変位は 大で3 cmに達する．震源断層から100km以上も離れた断層沿いでも誘発さ

れた断層変位が観測され，大地震による静的応力が影響する範囲を大きく超えており，断層極浅部

のせん断ひずみを解消する断層すべりが地震動によって誘発されるメカニズムが提案されている．

我が国でも，2007年中越沖地震によって震央から約10km南東の西山丘陵（小木ノ城背斜）が数cm

隆起もしくは東に変位したことが干渉SAR 解析によって捉えられた 47)．長さ 9.9km，幅 1.8km，傾

斜41°の逆断層が10cm変位したことで説明される．西山丘陵直下に余震は認められないことから，

非地震性の誘発すべりが地表付近で生じたと考えられている． 

 

1.5 初期地圧測定手法 

 

地殻応力を測定する手法は，鉱山やトンネル・空洞掘削などに伴う土木の分野で発達してきた．

当該分野では，地球科学分野における「地殻応力」とほぼ同じ意味で「初期地圧」という用語が用

いられる．本節では，我が国における初期地圧測定についてレビューした横山（2013）48)，長ほか

（2009）49)に基づいて，主な手法の特徴と測定結果に基づく初期地圧の一般的な傾向について概説

する． 

 

1.5.1 主な測定手法とその特徴・留意点 

初期地圧測定法は，原位置測定法と室内試験法に大別される．ここでは横山（2013）48)に基づい

て，実績の豊富な原位置測定法である，岩盤の破砕を利用する方法と応力解放法について主に紹介

する．また，室内試験法である岩石コアを利用する方法についても，その特徴を簡単に述べる． 

 

(1) 岩盤の破砕を利用する方法（Borehole fracturing） 

Borehole fracturingで代表的な水圧破砕法は，ボアホールのある区間に水圧を加え，岩盤に引張

破壊を生じさせる技術を応用して，ボアホール壁面に発生した引張亀裂の方向から 大主応力の方

向を，亀裂の再開口時と閉口時の圧力から 大， 小主応力を求める方法である（図 1-14(a)）．こ

の方法の長所は，鉛直下向きの 1000m 以上のボアホールでも測定できることにある．また，地圧

を評価するとき岩盤の弾性定数を必要としないこともこの方法の特徴である． 

このほかにも，ウレタンチューブを介して油圧で孔壁を加圧するスリーブフラクチャリング法

（図1-14(b)），一対のボアホールジャッキで載荷する乾式破砕法（図1-14(c)）がある．これらの手
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法では，亀裂が発生しても亀裂に流体が注入しないので，水圧破砕法のように圧力が低下すること

はないという特徴がある． 

 

 

図1-14 岩盤の破砕を利用する方法の模式図 48)  

 

(2) 応力解放法 

この手法は，応力の作用している岩盤から岩石サンプルを切り離すときの応力解放過程で生じる

岩石のひずみや変位を計測し，弾性論に基づき地圧を測定するものである．応力を解放させる作業

にはボーリングを用い，このときの作業を「オーバーコアリング」と呼ぶことから，オーバーコア

リング法ともいう．応力解放法は，我が国の鉱山や土木分野における初期地圧測定法として も実

績の多い手法である．この手法の大きな特徴は，弾性論を基礎とする岩石の応力－ひずみ関係から

地圧を測定するところにあり，観測方程式が明快で３次元での初期地圧を求めることができる．し

かし一方では，弾性論を基礎にしていることから，割れ目や不均質性などにより岩盤が非弾性的挙

動を示すときには，応力の測定結果に少なからぬ誤差を生じる．また，測定できる深度は，ひずみ

計や変位系をボアホール内に確実に設置する作業上の制約から，通常ボアホールの孔口から50m程

度が限界である． 

現在よく用いられている応力解放法は，ひずみや変位の測定を行う位置の違いにより，円錐孔底

ひずみ法（図 1-15(a)），埋設ひずみ法（図 1-15(b)），孔壁ひずみ法（図 1-15(c)），孔径変化法（図

1-15(d)）の４つに分けられる． 
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図1-15 応力解放法の模式図 48)  

 

我が国において，これら二つの手法（水圧破砕法，応力解放法）は初期地圧測定法として適用さ

れる頻度が高く，特に測定結果に高い品質が求められるときには，いずれかの方法が適用される．

この二つの方法の使い分けは，地表から深い場所での初期地圧を知る必要があるとき，調査坑道な

どが建設されていない段階においては水圧破砕法が適用される．一方，初期地圧を知りたい箇所の

近くまで調査坑道や空洞がすでに建設されているときには，応力解放法が適用される． 

 

a. 岩石コアを利用する方法 

1970年代から，室内で岩石供試体を用いて原位置の地圧を測定する方法が提案されている．これ

らの方法は，原位置での方法に比べ測定作業が容易であり，定方位の供試体さえ採取できれば適用

深度に限界のない点が大きな特徴である．現在，実用的に用いられている主な測定法には，

AE(Acoustic Emission)法，DRA(Deformation Rate Analysis)法，DSCA(Differential Strain Curve 

Analysis)法，ASR(Anelastic Strain Recovery)法の４つがある． 

 

(3) 孔壁や岩石コアの破壊現象を利用する方法  

岩盤にボアホールを削孔したとき，ボアホールの孔壁やボーリングコアに破壊現象が現れること

がある．この破壊現象を観察することにより地圧を推定する方法があり，現在「ボアホールブレイ

クアウト」，「ドリリングインデュースドフラクチャリング」,「コアディスキング」から推定する方

法が提案されている（図1-16）． 
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図1-16 孔壁や岩石コアの破壊現象を利用する方法の概念図 48) 

 

1.5.2 測定された初期地圧の一般的な傾向 

長ほか（2009）49)は，応力解放法による実測データが示された計75編の論文から初期地圧測定

に関する情報を収集し，我が国における地下岩盤内の初期地圧状態を整理した．ここでは，その概

要を紹介する． 

 

(1) 応力と被り深さとの関係 

岩盤中の点は，岩盤の密度に応じた被り圧を受けるため，一般に鉛直応力は被り深さに比例して

増加する．また，水平 大主応力も深さとともに増大する場合が多い．ここでは長ほか（2009）49)

が整理したデータの中から，鉛直応力σV，水平 大主応力σHmax，および 大側圧比σHmax/σVと

被り深さhとの関係を紹介する（図1-17）．図中の実線は，岩盤の単位体積重量を26kN/m3とした

場合の被り圧に相当する．この被り圧の0.5倍，1.5倍，2倍，3倍の値が，それぞれ破線，一点鎖

線，二点鎖線，点線で示されている． 

鉛直応力σVは岩石区分による大きな相違は認められず，被り圧程度（被り圧の約 0.5～1.5 倍）

の値となっている．一方，水平 大主応力σHmaxは岩石による相違が見られ，火成岩では被り圧の

約1～3倍，堆積岩では同約1～1.5倍，変成岩では同約0.5～1.5倍の値となっている． 大側圧比

σHmax/σVは，火成岩では0.7～6.3の範囲になっており，ばらつきが大きい． 大側圧比が2以上

と大きい測定地点は，ほとんどが火成岩であり，被り深さの増加に伴い側圧比の 大値が低下する

傾向が認められる．堆積岩，変成岩での 大側圧比はそれぞれ 0.7～2.3，0.6～1.8 の範囲であり，

被り深さ依存性は認められない． 
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図1-17 応力σと被り深さhとの関係 49)  

 

(2) 地形の影響 

初期地圧の発生要因の一つは，被り深さに対応した岩盤の自重である．自重荷重のみを与えた場

合の応力場の数値計算結果では，上層部での 大主応力の方向が地形斜面の傾斜方向に傾くと報告

されている．図1-18図は，Kanagawa et al.(1986)50)に示されている地形効果が大きかった測定例

である．図には，３次元 大主応力方向の地形断面と測定結果が示されている．３次元 大主応力

は，地形斜面に沿った方向に生じている． 

 

図1-18 地形効果を受けた測定事例 50)  

 

(3) 岩盤の不均質性の影響 

岩盤の地質的な不均質性が岩盤内の初期地圧に影響するとの報告がいくつか見られる．図 1-19

は不均質な岩盤で測定された初期地圧の例である 51)．表中のE’はひずみ感度係数と呼ばれるもので，

測定箇所の岩盤の剛性が反映されている．これらの表と図から，岩盤の剛性が大きくなるほど初期

地圧も大きくなっていることが分かる．不均質な岩盤内の応力分布は一様ではなく，軟らかい岩盤

部よりも堅硬な岩盤部でより大きな圧縮応力が生じていると報告されている． 
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図1-19 岩盤の不均質性の影響事例 51)  

 

1.5.3 断層変位評価上の留意点 

初期地圧の水平 大主応力の方向と地殻水平ひずみの圧縮軸の方向を比較すると，両者は必ずし

も一致しない 49)．評価対象の空間的・時間的スケールが異なるために議論は単純ではないが，断層

変位を評価する上では，局所応力場が広域応力場と異なる可能性についても検討しておくことが望

ましい． 

初期地圧測定手法は応力場の方向や大きさを直接計測できる唯一の方法であり，評価対象となる

断層や構造物が地表付近（～地下数100m以浅）にある場合には，その周辺の応力状態を把握する

上で も確実な手法である．ただし，初期地圧は上述のように地形，岩盤の不均質性などの影響を

受けて局所的にも変化しているため，その点に留意した測定箇所の選定と，測定結果の評価が重要

である． 

一方，初期地圧測定手法は，基本的にボーリング孔を利用するために，現時点では地下 3km 以

深の測定実績がほとんどない．そのため，地震発生層の応力評価を目的とする場合には，前節で述

べたような他のアプローチが必要になる． 
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２． 断層評価のための地質調査 

 

2.1 断層の分布・性状に関わる調査52),53) 

 耐震設計における活断層評価の目的は，活断層の位置，長さ，形状，活動性等を把握し，基準地

震動の策定に必要な震源断層モデルを評価することである． 

 断層調査の基本的な流れは次の通りである（図2-1）．敷地周辺において，①敷地からの距離に応

じて活断層が存在する可能性のある調査対象地点を網羅的に抽出し，②震源として考慮する「活断

層」か否かを判定した上で，③活断層の位置・規模・活動性等を評価する．各段階で，文献調査，

変動地形学的調査，地表地質調査，地球物理学的調査等が適宜実施される． 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2-1 断層調査の流れ 54)を一部改訂 

 

2.1.1 文献調査 

文献調査は，敷地周辺及び敷地近傍の地形，地質・地質構造及び地震活動の状況又はテクトニク

・文献調査（重力異常，微小地震活動等含む） 
・変動地形学的調査 

 
文献調査（重力異常，微小地震活動等含む），

変動地形学的調査により，活断層の可能性がある

ものを網羅的に抽出する．空中写真や地形の判読

による調査の場合は地殻変動との関連の可能性

が非常に低いものまで抽出する． 
調査範囲は少なくとも30km以上の範囲とし，

それを超える範囲であっても，敷地に与える影響

が大きい断層・リニアメント・変動地形は調査対

象とする． 

・地表地質調査等 
 
現地調査に基づき断層の有無について検討し，

活断層であることを否定する根拠がない場合に

は，断層の性状（活動特性）を評価する． 
また，活断層ではないと判断される場合はリニ

アメント・変動地形の成因について検討する．

断層存在の可能性がある調査対

象地点・地域を網羅的に抽出 

活断層を 
否定する根拠 活断層ではない 

活断層の 
存在の範囲 

不明瞭な区間を

一連として評価 

位置，規模，活動性等の評価

地質構造の検討 
地質構造発達史の検討 
活動履歴の検討 

・ボーリング調査 
・トレンチ調査 
・地球物理学的調査（反射法地震探査，重力探査

等） 
・海域調査（音波探査等） 

 
活断層の連続性や活動性が地表地質調査のみ

で判断できない場合は，ボーリング調査，トレン

チ調査，地球物理学的調査等により地質構造を明

らかにする． 

（調査内容） （解明事項） 

有 

不明瞭 

無 

明瞭 

活動性の評価では，断層と断層周辺の地層年代

との相対比較等により，後期更新世以降の活動の

有無を明らかにする． 
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ス的背景を明らかにし，引き続き実施される変動地形学的調査，地表地質調査，地球物理学的調査

及び海域調査において検討対象とする活構造（活断層，活褶曲，活撓曲）の存在，活動履歴，地震

発生様式等を抽出することを目的とする． 

調査範囲は，敷地中心から概ね100km以内を対象とするが，遠方の長大活断層又は規模の大きな

地震等による敷地への影響が考えられる場合には，それらを含む地域についても文献調査の対象と

する． 

収集対象とする文献は，地形（特に，変動地形），地質・地質構造（特に，活断層等），過去の地

震（歴史地震及び微小地震活動の状況），津波，ＧＰＳ等の測地資料，地球物理学的調査研究（重力，

磁気等）に関する資料とし，個々の内容に応じて整理する． 

 

2.1.2 変動地形学的調査 

変動地形学的調査は，変動地形学的視点により，断層の変位・変形によって形成された可能性が

ある地形を抽出することと，抽出した断層の活動性等について検討することを主な目的とする． 

調査範囲は，敷地周辺30km 程度， 敷地近傍5km程度を目安として設定する．調査手法について

は，断層の活動時期の検討に用いる段丘等の地形を抽出・分類するとともに，断層の変位・変形に

よって形成された可能性がある地形を抽出するために空中写真や地形図等を用いて判読を行うのが

一般的である．また，空中写真判読等だけでは認定の難しい微地形については，必要に応じて，現

地測量や航空レーザー測量等の 新技術を用いることが望まれる． 

 

2.1.3 地表地質調査 

地表地質調査は，概査により調査範囲内の地質・地質構造を把握し，精査により文献調査や変動

地形学的調査による活断層の疑いのある地形・地質構造について，断層・撓曲の存否，位置，性状

及び活動性を明らかにすることを目的とする． 

地表地質調査においては，特に断層露頭や地層が変形している露頭の発見と，その露頭観察によ

る断層活動時期の特定が重要であり，露頭と活断層の疑いのある地形・地質構造との位置関係，断

層破砕帯の性状，地層の変位・変形構造を詳細に把握する．地表地質調査により断層の分布が確認

できない場合，あるいは，断層の活動履歴が明確でない場合には，より詳細な情報を得るために，

ボーリング調査，トレンチ調査等を追加実施し，断層の存否及び活動性の解明に努める． 

 

2.1.4 ボーリング調査 

ボーリング調査は，周辺の変動地形学的調査・地表地質調査や地球物理学的調査等によって推定

される断層位置付近で実施するものであり，第四紀層下に伏在している断層の位置と断層近傍の地

質構造を把握することを主な目的とする．ボーリング調査は本来一次元的な地質情報であるため，

三次元的な断層運動を解明するには相当数のボーリング調査（群列ボーリング，グリッドボーリン

グなど）を実施するか，後述する地球物理学的調査により孔間の情報を補完する必要がある． 

ボーリング調査により断層活動を解読する方法は基本的に2つある．1つは，従来より実施されて
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いるように，直接断層近傍で断層を挟んで両側の地層の対比や基盤岩の落差・破砕構造等により活

動履歴を解読する方法であり，もう１つは，間接的ではあるが，近傍の断層運動により生じた大地

震からもたらされた堆積物の記録を解読する方法である．後者は，近年その試みが盛んに行われて

きているが，洪水等の突発的な堆積物との区別が難しい上に，実際に動いた活断層の特定が困難で

あるといった問題点を有している． 

ボーリング掘削箇所は，想定された断層通過位置の両側にそれぞれ1箇所以上配置する．数m程

度のトレンチ掘削では基盤岩の断層を確認することができないような第四紀層の厚い地域では，地

球物理学的調査結果を特に重視する．この際，トレンチ調査で基盤岩を確認することが不可能であ

るため，掘削孔において，できるだけ基盤岩を確認する必要がある．また，両孔における基盤岩の

破砕の程度も詳細に観察し，破砕帯の幅を推定するうえでの重要なデータとする．この際に，ボア

ホールカメラを利用して地層の走向傾斜等を計測することも有効である． 

 

2.1.5 トレンチ調査 

トレンチ調査は，対象とする断層を横切るように調査溝（トレンチ）を人工的に掘削して，そこ

での壁面や底面の観察を通して，断層周辺の地層の変形や堆積状態等から過去の断層運動を解読す

る方法である．断層の分布規模，性状，活動時期を明らかにすることが目的であり，断層変位・変

形がある地層，断層変位・変形がない地層の年代が詳しくわかれば，複数の活動履歴・活動間隔が

明らかにできる．ただし，自然露頭と同様にトレンチ地点の特性に左右され，必ずしもその断層の

活動全てが保存されているとは限らず，活動時期も狭い年代範囲を特定できない場合が多いことに

注意が必要である． 

トレンチ掘削位置は，地形判読，地表地質調査，ボーリング調査，地球物理学的調査等によって

確認された断層直上を基本とし，そのなかでもなるべく断層活動履歴記録の保存の良いサイトを選

択するのが望ましい．つまり，年代測定試料が得やすい新しい時代の細粒堆積物が連続して堆積し

ており，侵食や人工擾乱を受けてない場所を掘削することが望ましい．一般的には，トレンチは予

想される断層の走向にほぼ直角に掘削するのが効果的である．トレンチ個数，掘削形状，掘削長等

は，用地事情にもよるが，ボーリング調査，地球物理学的調査結果等による既往情報からの断層の

形態，変位量等に留意し，それらに見合ったトレンチを掘削する必要がある． 

また，掘削すべきトレンチの深さは，原則的には基盤岩中の断層まで確認することが望ましいが，

第四紀層が10m程度以上に厚い場合，数万年前の地層が確認できるように設定するのが適切である． 

 

2.1.6  地球物理学的調査 

地球物理学的調査は，断層の地下構造及び褶曲等の広域的な地下構造を明らかにすることを目的

とする．前述の通り，基盤岩の断層を確認することができないような第四紀層の厚い地域では，地

球物理学的調査結果が特に重視される． 

調査範囲は，基本的に敷地中心から半径30km の範囲とし，敷地への影響が大きい活断層が想定

される場合は，半径 30km 以遠も対象とする． 
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平野等において，新しい時代の堆積物の変形を明らかにして活断層の存否を確認する必要がある

場合には，主に浅部構造探査を行い，深部の断層形状や褶曲構造を解明する必要がある場合には，

主に深部構造探査を行う． 

地球物理学的調査には，反射法地震探査，屈折法地震探査，重力探査，電気探査，電磁探査等の

手法があり，調査対象とする地域の地質・地質構造，調査目的，現地状況等を踏まえて，適切な手

法を選択して実施する． 

なお，他機関のデータが利用可能な場合は，必要に応じてデータの入手，再解析を行い，その上

で，調査者独自の地球物理学的調査の必要性を検討する． 

地球物理学的調査の結果については，変動地形学的調査，地表地質調査等によって想定される地

表の活断層や地表付近の地質構造の特徴と，相互に矛盾なく合理的に説明できることを確認するこ

とが重要である． 

 

2.1.7 海域調査 

海域調査は，敷地周辺海域の海底地形，地質層序，地層分布，地質構造等を解明し，活断層の位

置，形状，活動性等を明らかにすることを目的とする． 

海域調査は，既往の文献や音波探査記録等を参照し，調査対象海域の地形，地質・地質構造等を

踏まえ，音源及び測定方法の仕様，測線の配置等を適切に策定し，海底地形調査，海上音波探査等

を実施する．また，必要に応じて，海上ボーリング等によって試料採取を行い，海底の地層を直接

確認するとともに，堆積年代を把握する． 

 

2.2 活動性評価のための調査 

 

2.2.1 活動履歴の解明 

 一般的に，ある地域での将来考えられる断層活動を評価するには，過去の活動履歴を解読し，そ

の傾向から今後を予測しなければならない．つまり，対象とする断層の 近数万年の活動時期，規

模，広がり（分布）を精度良く解読することが重要である． 

 現在までの多くの調査・研究実績から，断層の過去の活動履歴の解明には，ボーリング調査，ト

レンチ調査，地球物理学的調査が有効な手法とされている．しかし，それぞれの手法には調査・検

討できることとできないことがあり，かつ，個々に誤差や手法の原理に起因する不確実性を有して

いる．そのため，これらの手法を有機的に結び付け，補完しながら，系統的・総合的評価を行うこ

とが望ましい．例えば，ボーリング調査結果は一次元的な地質情報であるが，それらを地球物理学

的調査により二次元的に補完することにより断層近傍の地質構造を把握するとともに，層厚やその

落差等に注目して断層運動を推定することができる． 

また，複数のセグメントからなる断層系では，個々のセグメントの評価に加え，断層系全体とし

ての評価が求められる場合もある． 
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2.2.2 活動年代の評価  

震源として考慮する「活断層」であるか否かを判断する基準は，後期更新世以降の活動の有無で

あり，これを明らかにするためには，調査の対象となった断層の活動年代あるいは活動履歴を明ら

かにすることが必要である．断層の活動年代を明らかにする手法は，一般の年代測定同様，その原

理から，相対年代測定手法と絶対(数値)年代測定手法に大別される（表2-1）．一方，年代測定の対

象から見ると，断層周辺の地層を使う方法と断層沿いに分布する断層内物質を使う手法とに分けら

れる．ただし，前者については相対年代測定手法しかない．また，後者の場合は，結果として断層

内物質ではない（節理に沿って形成された変質帯等）という結論が得られることもある． 

 断層の活動年代を明らかにする手法として，相対年代測定手法が一般的に用いられている．絶対

年代測定については，様々な問題点があり，今後の進展が期待される． 

 

表2-1 新活動年代評価法一覧 

  種 別 評価法 評価対象 内 容 主な手法 備 考 

① 

地形・地層と断層

の形成順序から相

対的な活動年代を

決める手法 

断層上載地層法 上載地層 

断層の最新活動後の基盤岩を覆

う地層や段丘における変位・変形

の有無（切り切られ関係）及び形

成年代で評価 

C14年代 

テフラ層序等 

上載層が分布する

場合に適用 

（信頼性高い） 

② 

断層内物質の構造

と断層の形成順序

から相対的な活動

年代を決める手法 

岩石・断層内物質の変形構造

による温度・圧力場の推定 

岩石 

断層内物質

形成深度と隆起・沈降史を組み合

わせて形成年代を推定 

研磨片・薄片

鑑定 

X線CT 等 

上載層が分布しな

い場合に有効 

 

（複数の評価法の組

合せによる信頼性

向上が重要） 

断層内物質中の生成鉱物によ

る化学的環境や温度条件の推

定 

断層内物質

岩石 

隆起速度と地温勾配の関係によ

り続成作用の年代を大まかに指

定，絶対年代測定や地史により熱

水変質作用の年代を推定 

薄片鑑定 

X 線回折 

絶対年代測定 

等 

断層の変位センスと広域応力

場の変遷による推定 

断層内物質

断層面 

条線や複合面構造による変位セ

ンスで復元した断層運動が生じう

る応力状態と，地史（応力場変遷）

により推定 

研磨片・薄片

鑑定 

X線CT 等 

最新活動面の鉱物の形状や成

長程度による推定 

断層内物質

（粘土鉱物

等） 

断層の最新活動面上の鉱物の形

状や成長度合い，変形・破壊の有

無により推定 

走査型電子顕

微鏡等 

石英粒子表面構造解析法 
断層内物質

（石英粒子）

断層内物質中の石英粒子表面の

構造が溶食により形態変化する

ことを利用して推定 

走査型電子顕

微鏡等 

約90 万年前以前に

活動した断層が対

象（精度・信頼性向

上の課題あり） 

③ 
断層内物質を用い

た絶対(数値)年代

測定手法 

電子スピン共鳴（ESR）法 

熱ルミネッセンス（TL）法 

光ルミネッセンス（OSL）法 

断層内物質

（石英粒子）

断層内物質中の石英粒子に蓄積された格子欠陥量

から見積もられる被爆線量により，最新活動年代を

推定 

ESR と TL は実断層

でのゼロセットの問

題あり，OSL は今後

の進展に期待 

フィッショントラック（FT）法 

カリウム－アルゴン（Ｋ－Ａｒ）

法 

ウラン系列（U-Pb）法 

断層内物質
断層内物質中の黒雲母，角閃石，イライト，ジルコン

等を用いて，絶対年代を測定 
今後の進展に期待

 

① 地形・地層と断層の形成順序から相対的な活動年代を決める手法（断層上載地層法） 

  断層の 新活動の後に，断層を含む基盤岩を新しい地層が覆ったり，基盤岩を土台として段丘が
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形成されれば，覆っている地層あるいは段丘の形成年代をもって，断層の活動年代は相対的に絞り

込まれる．逆に，基盤岩を覆う新しい地層や段丘が断層によって変位・変形を被っていれば， 新

活動は，基盤岩を覆う地層あるいは段丘の形成年代以降と評価される．もちろん，断層に切られた

地層と断層を覆う地層が同時にわかる場合には，活動年代がより絞り込まれる．また，一つの露頭

で複数の活動履歴を読み取ることができることもある．断層の活動履歴の調査では，このような基

本原理に沿った手法が も広く使われており，信頼性も高い．なお，この手法は一般的に「断層上

載地層法」と呼ばれている． 

ここで，震源として考慮する「活断層」の認定にあたっては，後期更新世以降の活動の有無とい

う基準に準拠し，地形・地層と断層の形成順序に相対的ながらも具体的な数値を与える必要がある

ため，地形面・地層の年代測定が必要である．細かな年代手法の解説は他書 53),55)に譲るとして，活

断層調査では，C14 年代測定法とテフラ層序が も多く使われるが，後期更新世という時代の議論

をする場合には， 終間氷期のテフラ層序に頼るところが大きい． 

例えば，洞爺（Toya），三瓶木次（SK），阿多（Ata），御岳第１（On-Pm1），鬼界葛原（K-Tz），阿

蘇４（Aso-4）等の 終間氷期に降下した広域火山灰や，南関東に分布する下末吉，小原台，三崎等

の中位段丘面に対比される段丘面やその構成層は， 終間氷期を示す基準面や地層として利用する

ことができる．広域テフラと第四紀海成層の層序・編年図の例を図2-2に示す． 

 

 なお，断層の活動性をこの手法によって評価する場合には，下記の点に留意する必要がある． 

・断層直上の変動地形の有無だけではなく，段丘面等に現れている傾動等の広域的な変形について

も確認し，当該断層の活動性評価を行う必要がある． 

・断層直上の段丘面等の地形に変位・変形が確認されない場合であっても，断層と上載地層の関係

を直接的に確認し，当該断層の活動性評価を行うことが望ましい． 

・断層評価の上載地層の認定に当たっては，火山灰の再堆積（rework）に注意する必要がある． 
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図2-2 広域テフラと第四紀海成層の層序・編年図の例（新編火山灰アトラス 56)） 

 

②  断層内物質の構造と断層の形成順序から相対的な活動年代を決める手法 

  この手法は，基本的には，断層内物質から読み取った構造(変形・変質)を地史に位置づけること
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により断層の形成年代を推定するものである．①の手法と比較すると，検討する対象（構造）が異

なることや， 対象(構造)の形成年代を地史に求めるといった違いはあるが，形成順序の検討という

基本原理は同じである．以下にいくつか例を挙げる． 

岩石あるいは断層の変形構造には，延性的なものから脆性的なものまで様々なものがある．一般

に，封圧が小さい地表付近では岩石の破壊様式は脆性的であるが，温度と封圧が高い地下深部での

変形は延性的になる．また，地表付近であっても，固結した地層・岩石の破壊は脆性的であるが，

未固結の地層には延性的な変形が生じる．このように，変形様式は断層が形成された深度・断層の

活動様式・岩石物性等の条件に支配されるため，断層付近の岩石や断層内物質の組織からその場を

推定できることがある．このような温度・圧力場が見積もれれば，例えば，形成深度と隆起・沈降

史を組合せることで，断層の形成年代を推定できる． 

  断層活動後の続成作用さらには熱水変質作用等により，断層が活動した後に断層内物質中に鉱物

が生成・成長することがあり，これらの種類により，その破砕帯が形成された場の化学的環境や温

度条件を推定することが出来る．続成作用については，隆起速度や地温勾配等の情報を用いること

によって，大まかな年代に読み替えることができる．熱水変質作用については，絶対年代測定によ

り熱水活動の年代を推定するか，地史にその形成時期を求める． 

 断層内物質の中に発達した条線・複合面構造等を読み取ることにより，断層の変位センスが分か

ることがある．調査地域を含む広域的な応力場の変遷が既知であれば，復元された断層運動が生じ

うる応力状態がどの時期にあったかを検討することにより，活動時期を推定できる． 

 さらには，活断層と 新活動時期が古い断層の 新活動面を電子顕微鏡等で観察・比較すると，

粘土鉱物の形状や成長程度等の観点から差別化が行える可能性がある．例えば，活断層の鏡肌や条

線上は平滑で団子様物質の報告が多数認められる例えば，57)のに対し， 新活動時期が古い断層面には

粘土鉱物が晶出し，その形状が壊れていないといった報告があり，鉱物生成後に断層活動が無いこ

とが示唆される．そのため，これら鉱物を生成した変質作用等の年代が分かれば， 新活動時期が

十分に古い断層か活断層かといった判断には有効である． 

 このように，一つ一つの手法で推定された活動時期は，誤差あるいは不確実性を含むことは否め

ないものの，大まかな活動時期の推定には有効である．①の手法との も大きな違いは，対象(構造)

の形成年代決定の精度・信頼性であり，複数の手法を組み合わせる等により，年代決定に係わる精

度・信頼性向上を図ることができる． 

なお，これらの手法により断層の 新活動年代を評価する場合には，地表付近に存在する活断層

に関する詳細な調査はもとより，周辺の地質構造発達史等を踏まえた総合的な評価を行うことが重

要である． 

一方，上記とはやや異なる原理を持つ手法として，石英粒子の表面構造の解析がある．これは断

層活動による破砕によって新たに生じた断層内物質中の石英粒子表面の構造が，溶食によって，時

間を経るに従い形態が変化することを利用して，約９０万年以前に活動した断層について， 新活

動年代を大まかに推定する手法である58)，59)．石英粒子表面の構造の客観化，石英粒子の採取範囲，

得られた結果の評価，といった問題，あるいは，環境による溶食作用の仕方の違いの影響評価等，
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精度・信頼性向上の課題は残されている． 

 

③  断層内物質を用いた絶対(数値)年代測定手法53),60) 

 地層中の放射性物質や宇宙線により，鉱物中には格子欠陥が蓄積する．これらは，電子スピン共

鳴(ESR)，熱ルミネッセンス(TL)，光ルミネッセンス(OSL)等によって定量化することができ，それ

から求められる被曝線量と，化学分析等により別途求められる単位時間当たりの線量から地質年代

を求める研究が進められてきた．そして，断層活動時に断層面付近での破壊作用や摩擦熱により，

断層内物質に含まれる鉱物中の格子欠陥がいったん解消（ゼロセット）され，新たに蓄積が始まる

と考え，蓄積された格子欠陥量から見積もられる被曝線量から断層の 新活動年代を求める試みが

なされてきた．しかし，地表付近で活動したと考えられる断層については，断層面近傍において，

実験的に求められたゼロセットの条件が満たされる可能性が低く，ESRやTLについては適用が難し

いと考えられる．OSLについては近年検討が始まったものであり，今後の進展が期待される． 

その他にも，フィッショントラック(FT)法，カリウム－アルゴン(K-Ar)法，ウラン系列法等の年

代測定手法を応用した断層内物質の絶対年代検討事例があるが，これらも今後の進展が期待される． 

 

表2-2 主な断層内物質を用いた断層活動年代評価法・測定法 53) 
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３．地表地震断層の断層変位調査 

断層変位に対する設計や評価を行うためには，まず，過去の地震において発生した地表地震断層

の変位量について詳しく調査し，その調査結果に基づき，将来発生する可能性がある変位量を予測

することが必要となる． 

以下に，地表地震断層の断層変位を調査する方法および結果について述べる． 

 

3.1 断層変位地形調査に基づく事例 

断層変位地形調査は，断層を挟んで本来連続していたはずの地形要素が，断層運動によって現在

までに被った累積変位量を評価するのに有効である．このような地形要素は変位基準と呼ばれ，同

一の断層沿いでは，古い変位基準ほど累積変位量が大きくなる． 近の活動を示す上下変位の基準

となるものとしては，段丘面・沖積面がある．横ずれ変位の基準となるものとしては，段丘崖があ

る．また，歴史地震については古墳や田んぼの畝が用いられている例がある． 

断層変位地形調査のみから単位変位量を求めることは難しいが，露頭観察やトレンチ調査を併用

して断層の活動年代が確認された場合には，そのイベント年代に対応する変位基準から単位変位量

を推定することが可能である．また，地震時に観察される断層沿いの変位量分布が，累積変位量の

分布と似た傾向を示すことがしばしば報告されている． 

図 3-1 は，我が国で も有名な断層変位地形の一つである阿寺断層の例である．この地域では，

木曽川沿いに数段の河成段丘面が発達しており，それらを北西－南東方向に断層が横断している．

河成段丘面は断層を挟んだ北東側が相対的に上昇しながら左横ずれしている．上位の段丘面ほど累

積変位量が大きくなっており，たとえば，西方寺上位面では鉛直4.7m，水平14m強，その上位の

坂下下位面では鉛直約 10ｍ，水平 56.6m と評価されている 61)．また，段丘面の形成年代から得ら

れる平均変位速度は，左ずれ成分が3～5m／千年，相対的隆起成分が0.6～1m／千年と見積もられ

ている 62)． 

 

図3-1 阿寺断層による河成段丘面の変位 61), 63)  
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東郷(2000)42)は，琵琶湖西岸活断層系の饗庭
あ い ば

野
の

断層による低位段丘面（上位よりL2-1，L2-2，L2-3，

L2-4面）の変位量を詳細に調べた．この結果，L2-3面と L2-4面の変位量が約 0.8ｍ，L2-2面の変位量

が約 1.4ｍ，L2-1 面の変位量は L2-2 面の変位量よりも大きいことを明らかにした．このことから，

L2-1面形成後L2-2面形成前，L2-2面形成後L2-3面形成前，L2-4面形成後に，少なくともそれぞれ1回

活動した経歴をもつと推定し，L2-4面の形成年代から 新活動を7世紀中葉以降としている（図3-2）．

この場合，断層運動が概ね同規模の変位が生じることを前提としている． 

 

 

図3-2 饗庭野断層地形断面図 42)  

 

寒川(1986)64)は，大阪平野南東部の

誉田山
こんだやま

古墳と周辺の段丘面を変位させてい

る誉田断層について詳細に調べた．誉田山

古墳は断層によって西下がりの変位を受け，

約1.8mの高度差が認められる（図3-3）．

古墳の築造時期は4世紀末葉から5世紀初

頭で，現在まで約1500年が経過している．

段丘面の形成年代から断層の平均変位速度

は0.25～0.4m／千年と見積もられ，この活

動度で再来周期が1600年以内になるとは

考えづらいことから，1回の地震による変

位と推定している． 

 

図3-3 誉田山古墳地形断面図 64)  
上図：誉田山古墳と断層崖のステレオ写真． 
下図：上図のA，B地点を横断する地形断面． 
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3.2 ボーリング調査に基づく事例 

ボーリング調査は，対象となる断層の鉛直変位量を評価するために有効である．断層を挟む両側

で２箇所以上のボーリング掘削を行うことにより，その両側に見られる地層境界やテフラなど鍵層

の高度差をその地層が形成されて以降の累積的な鉛直変位量として推定できる．その高度差が断層

変位によるものであることを確認するためには，高密度のラインボーリングにより地質断面図を推

定し，地層の連続性を丹念に追うことが重要である．また，より面的なグリッドボーリング調査に

より，段丘堆積物基底面や段丘崖の横ずれを含めた変位を確認できる場合もある．その断層が繰り

返し変位している場合には，深部の古い地層ほど大きな変位量が認められる．各地層の年代を特定

できれば，断層の活動履歴を評価することも可能である． 

 

図 3-4 は，2011 年福島県浜通りの地震で井戸沢断層沿いに生じた地震断層を挟むボーリング掘

削の事例である 65)．この地点では，近接する二条の正断層を挟んで，階段状に西側が低下したこと

が確認されている．f-1 断層より西側の 上位層であるF2 層は 2011 年の地震後に沈降域を埋める

ように堆積した地層で，地震前の地表面はF1層の上面である．地震に伴って，F1層上面深度は西

側が約1.7m低下している．また，より深部のB層上面では2.5m，A層上面では3.4mの落差が認

められ，過去にも同様の断層活動が生じていると推定されている．   

 

 

 

図3-4 井戸沢断層を横断するボーリング調査により推定された地質断面図 65)（一部加筆） 
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須貝ほか(1998)66)は，桑名断層を横断して群列ボーリングを実施し，対比される地層の高低差か

ら， 近の活動に伴う鉛直変位量を明らかにした． 新の活動が 上部泥層TM堆積後でその変位

量が約 3.5m とされ，その一つ前の活動はUS2a 層をUS2b 層が不整合に覆うことから，US2a 層

堆積後，US2b層堆積前でその変位量も約3.5ｍと推定されている（図3-5）． 

 
図3-5 ボーリング調査による鉛直変位量の検討例 66)  

上段：群列ボーリングと層序ピットの位置図．下段：A—Bを横断する地質断面図． 

 

福島県（1999）67)は，双葉断層北部の活動性と変位量について，トレンチ調査とグリッドボー

リング調査を合わせて評価している．調査地点は，丘陵と河成段丘L2面との境界部付近であり，ト

レンチ調査から段丘礫層に相当する I層に変位が認められている（図3-6左）．段丘崖の基部付近で

断層を挟んだグリッドボーリングを実施した結果，I 層の南限（山側の分布限界）が断層を挟んで

2.8m 左横ずれし，鉛直方向に約 1.1m 変位していることが確認されている（図 3-6 右）．トレンチ

調査の結果から，この変位は２回の活動の累積変位と見られ，横ずれ量を含めた単位変位量は，

新及びその一回前の２回の活動の平均で，約1.5mと算出されている． 
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図3-6 ボーリング調査による横ずれ変位量の検討例 67)  

左図：グリッド・ボーリング調査位置．右図：グリッド・ボーリング調査結果による横ずれ量の検討． 

 

3.3 トレンチ調査・露頭調査に基づく事例 

トレンチ調査は，対象となる断層の変位量を直接的に評価するのに有効である．断層両側に見ら

れる地層境界やテフラなど鍵層の高度差をその地層が形成されて以降の累積的な鉛直変位量として

推定できる．対象深度はボーリング調査よりも浅くなるが，地層の連続性を目視で確認できるため

に，比較的 近の断層変位をより高い空間分解能で認識できることが特長である．さらに，複数の

トレンチを隣接して掘り拡げることによって，地層の鉛直方向の分布だけでなく，水平方向の分布

も確認することができる．このような三次元トレンチでは，旧流路等を復元することができるため，

断層の水平変位量を評価することも可能になる． 

 

福島県（1998）67)は，双葉断層の前述したボーリング調査地点の数 100m 北方でもトレンチ調

査を行い， 新活動における鉛直方向の単位変位量が約0.6mであることを確認している（図3-7a）．

さらに，拡張したトレンチの底盤において，基盤上面を削り込む旧流路が認められ，この流路が断

層により左横ずれ変位を受けていることを示した（図 3-7b）．底盤をスライスして旧流路の形状を

詳細に観察した結果（図3-7c左）， 新活動における鉛直変位量を0.6m，左横ずれの水平変位量を

1.5m として復元すると，断層の隆起側及び低下側で旧流路が連続することが明らかにされている

（図3-7c右）．これらの観察事実から， 新活動における鉛直変位量は約0.6m，左横ずれの水平変

位量は約1.5mと判断され，実変位量は約1.6mと算出されるとした． 

同様に，旧流路に着目した三次元的なトレンチ調査に基づき，横ずれ変位量まで求めたものとし

て，次に述べる丹那断層の事例 68)のほか，牛伏寺断層の事例 69)などがある． 
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図3-7 トレンチ調査による変位量検討例 67)（一部加筆） 

 

図3-8は，丹那断層を対象として田代盆地西縁で行われた3Dトレンチの例である 68)．1930年

の北伊豆地震では，田代盆地南西縁の火雷神社において鳥居と石段の左ずれ変位約1.5mがあった

ほか，調査地点付近の水田で左横ずれ60cmの変位が記録されている．予想される断層通過位置に

断層の走向に直交する４つのトレンチのほか，横ずれ変位基準の有無を確認するため，走向に平行

なトレンチが複数掘削された．見出された断層には変位の累積性が認められ，下位の地層ほど大き

く変位している（図3-8(a)）．上部に位置する第2b層は特徴的な層相を示すチャネル堆積物で，

近１回の変位だけを受けている．その平面分布からかつてのチャネルはE3壁面北端付近から南西

に流下したと考えられる（図3-8(b)）．第2b層の右岸側の端は，A-A’区間で明瞭に食い違っており，

その変位量は左横ずれ50cm，西側低下の縦ずれ変位量が15～20cmであることが確認された．こ
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の値は1930年の地震当時に地表で確認された変位量とよく対応している．また，より下位のチャ

ネル堆積物である第2d層の分布縁の変位量を計測し，先行イベントからの2回分の累積横ずれ変

位量が60～80cmであることを示している． 

 

 

図3-8 丹那断層における3Dトレンチ 68) （一部加筆） 

 

図3-9は，2004年新潟県中越地震の際に生じた地表地震断層のトレンチ結果 70)である．この地

震は西傾斜の逆断層によるもので，新第三紀層が厚く堆積している地域であるために，震源断層は

基本的に伏在している．しかし，六日町盆地西縁断層帯の北方延長にあたる小平尾地区において，

大約 20cm の地表地震断層が 1km 以上にわたって生じた．トレンチ箇所には，この地表地震断

層につながる低角な逆断層が明瞭に見出された．断層を挟んだ地層の食い違いから，2004年の地震

に先行して２回のイベントが推定されている．これらの変位量は第 7 層下面の食い違い，第 11 層

上面の食い違いから，いずれも 低 1.5m 程度と見積もられた．これらの変位量は 2004 年の地震

時の変位量よりも明らかに大きいため，2004年の地震はこの断層の固有変位とは異なっていた可能

性が指摘されている． 
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図3-9 新潟県中越地震の地震断層を対象にしたトレンチ調査 70)  

 

トレンチ調査を実施しなくても，適切な露頭が見つかれば，断層変位を評価できる場合がある．

狩野ほか(1984)71)は，丹沢南部に見られる平山断層の露頭を調査し，その活動履歴と鉛直変位量を

明らかにした（図 3-10）．この露頭では，地層の年代指標となる示準テフラが多数認められ，その

切断関係などから，活動時期が高い分解能で評価されている．平山断層は 2.15 万年前から 1 万年

までの間に少なくとも6回の活動があり，それらの累積鉛直変位量は7mあまりになるとされる（図

3-10右）．一方で，約2400年前頃に小変位があったのを除けば，１万年前以降の活動はほとんど静

止しているとされた．ただし，平山断層は地層のずれと断層条線の観察から，左横すべり成分をも

つ逆断層（縦：横＝1：1）とされ，ネットスリップはより大きい可能性がある． 

 

 

図3-10 露頭調査による鉛直変位量の検討例 71)  
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3.4 特定地点の調査結果から変位量を評価する上での留意点 

断層変位地形は時間経過に伴って，侵食・堆積などの作用を受けるため，徐々に失われていく．

そのため，過去に活動した断層を調査する場合でも，その全長が確認できるとは限らず，原地形を

とどめた特定地点で調査せざるを得ない．このような制約の中において，取得された変位データか

ら将来的な変位量を評価する上では，そのサンプルの代表性や変位分布の固有性などを検討してお

くことも重要である． 

Hemphill-Haley and Weldon(1999)72)は，地表地震断層の全長のうち10%程度の区間で，5～10

サンプル位の変位量データが取得できれば，変位分布のばらつきによる不確実性が低減され，見積

もられた平均変位量から過去の地震規模を正しく評価できることを統計的に示した．これはあくま

でも地震規模評価を前提とした条件ではあるが，変位分布が局所的に変化する可能性を考慮すれば，

平均変位量を正しく見積もることは重要であり，データ取得の上で留意しておくことが望ましい． 

また，Manighetti et al.(2005)32)は，多くの地表地震断層で実測された変位分布，震源インバージ

ョンなどで推定された震源断層面上のすべり分布を多数の地震について検討した．一見，複雑に見

える変位プロファイルでも， 大変位量と地震断層の全長で正規化して多くの地震について重ね合

わせた場合，また，単一の断層でも長期間にわたる重ね合わせ（累積変位）で見た場合には，いず

れもある１つの大きなピークを持った非対称な三角形になる場合が多いことを示した．そのような

分布は，個別事象で生じる偶発的な変化が排除された，断層の本質的な物理特性を示しているとさ

れる．このような変位分布の固有性が本質的に成り立っているとすれば，特定地点の変位量の評価

において，必ずしも平均変位量を求める必要はないのかもしれない．ただし，その場合でも，長期

的な累積変位の傾向を把握した上で，4.2 節で後述するようなスケーリング則の観点も加えて，個

別データの妥当性を検討することが重要である． 
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４．断層変位量の整理 

前節では地表地震断層の調査から直接断層変位量を把握できることを示した．本章では前章で示

した地表地震断層を主断層と副断層に区分する考えを示す（4.1 節）．前章で示した調査結果は全て

主断層に関する結果である．次に，断層変位を別の観点から推定する手法を紹介する．即ち，地震

の規模（各種マグニチュード）を推定するために断層のパラメータ（長さLや変位量Dなど）との

関係（M－L関係式，M－D 関係式，スケーリング則と言う場合がある）を検討した研究成果から

断層変位量を推定する方法を示す． 

 

4.1 主断層と副断層の区分 

断層に関連する用語は，原子力安全推進協会がまとめた報告書「原子力発電所敷地内断層の変位

に対する評価手法に関する調査・検討報告書」73)に詳しく述べられているので，ここでは断層変位

問題を扱う上で必要と考えられるものを紹介する． 

震源断層とは，地震を発生させた地下の断層を指し，地表に現れたか否かは問わない．主断層と

は，一般的には震源断層と同じ意味で使われることが多く，分岐断層も含まれる．一方，副断層と

は，震源断層と地質構造上の関連性が認められないが地震に伴って副次的に形成された断層を指す

（図4-1参照）． 

 

図4-1 主断層と副断層の区分 73)  

 

主断層及び副断層の認定にあたっては，①ある１回の地震に限定して，その地震の震源断層と地

表地震断層との関係性の有無に基づいて区分するという方法 74)と，②①の分析を行った後，変動地

形が判読される場所で発生した副断層，すなわち繰り返し活動している断層を①の副断層から除外
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するという方法 73)がある．①は一般論構築にあたって重要であり，②は詳細な変動地形調査を実施

する場合に重要と言える． 

断層変位の調査は，地表または浅部で実施されることがほとんどであり，現実的には主断層と副

断層を明確に区分することは難しい場合が多い．そのような場合は，Vermilye and Scholz (1998)75)

によって提案されたプロセスゾーンという考え方を導入し，震源断層の地表延長部に分布する地表

地震断層だけを主断層とするのではなく，地表延長部を含めて，断層長のおよそ1%の幅に入ってい

る断層は震源断層と関係する主断層とみなして，それ以外の地表地震断層を副断層とみなす考え方

があり，高尾ほか(2013)74)もこれに倣っている．なお，プロセスゾーンという考え方は，ある地震

で発生した地表地震断層を主断層と副断層に区分するひとつの方法であり，プロセスゾーン内に存

在する断層が将来活動する可能性のある断層と言っているのではないことに注意が必要である． 

 

4.2 スケーリング則に基づく主断層の断層変位量 

断層長と 1 回当たりの変位量との関係を整理した代表的な例として松田(1975)76)，Wells and 

Coppersmith(1994)77)及び武村(1998) 34)の関係式を以下に示す．また，産総研の活断層データベー

スにおける断層変位量の整理結果について紹介する． 

ここで，松田(1975)76)の断層長Lには地震の際に地表に表れた地表地震断層の長さと地震学的・

測地学的データから推定された断層の長さが含まれている．Wells and Coppersmith(1994)77)及び

武村(1998)34)の関係式のL は現地調査だけでなく，震源断層モデルに基づく震源断層面の長さとし

ている．以下では断層変位量を推定するためにM－L関係式，M－D関係式からD－L関係式で表

現して，断層長から断層変位量を算出する関係式として示す．なお，断層変位量には平均値と 大

値の両者があり，原著論文で明確な場合には極力その表記を採用した．松田（1975）76)に関しては

武村(1998)34)の考察に基づき平均変位量の記載とした． 

 

① 松田(1975)76) ：日本の14地震  

9.26.0log  ML  

0.46.0log  MD  

から， 

1.1loglog  LD  

ここで，L : 断層の長さ（km), D : 平均変位量（m), M : 気象庁マグニチュード 

 

② Wells and Coppersmith(1994)77)：世界の内陸地震244地震 

38.1log02.1log  LDmax  

43.1log88.0log  LDave  

ここで，L : 断層長（Surface Rupture Length, km）Dmax : 大変位量（Maximum 

Displacement, m）, Dave : 平均変位量（Average Displacement, m） 
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③ 武村(1998)34)：日本の27地震 

82.11log2/1log  oML   (Mo≧Mot) 

77.10log2/1log  oave MD   (Mo≧Mot) 

 

98.5log3/1log  oML   (Mo＜Mot) 

74.6log3/1log  oave MD    (Mo＜Mot) 

から， 

05.1loglog  LDave     (Mo≧Mot) 

54.0loglog  LDave  (Mo<Mot) 

ここで，L : 断層長（km），Mo : 地震モーメント(dyne・cm)，Dave : 震源断層の平均変位量

（cm）．Mot ＝ 7.5×1025  (dyne・cm) であり，スケーリングが不連続になる地震モーメント

を表す 78)． 

武村(1998)34)はWells and Coppersmith(1994)77)が求めた断層パラメータ間の関係は日本列

島の地殻内地震には適用できないようであるとしている．また，気象庁マグニチュード M が 6

ないし6.5以上の比較的大きい地震で松田(1975)76)と 武村(1998)34)はL―M式，L―D式共に良

く整合しているとしている． 

 

④ 産総研の活断層データベース：  

このデータベースでは，トレンチ等で確認された変位量を採用するほか，平均変位速度／平

均活動間隔で単位変位量を算出したり，活動セグメント長を基に粟田(1999)79)の経験式を用いて

単位変位量を算出している． 

粟田(1999)79)は，日本の内陸地震 15 例に伴う地震断層について地震セグメントの長さ Le-seg 

(km)及び活動セグメントの長さLb-seg (km)と 大変位量Dmax (m)との関係を以下のように示し

ている．ここで，地震セグメントとは一つの地震に伴って活動した断層のことをいう．活動セグ

メントとは活断層を，過去の活動時期，平均変位速度，平均活動間隔，変位の向きなどに基づい

て区分した断層区間のことをいう． 

max sege DL 0.9  

max segb DL 9.4  

 segb sege LL 8.1  

また，粟田(1999)79)はセグメントの 大変位量Dmax (m)と 頻値Dmode (m)の比は 

modemax DD  )2~2/3(  

としている． 

さらに，Wells and Coppersmith(1994)77)が求めている世界の地震断層のDmaxとLe-segとの

関係と比較し，日本の地震断層に比べて世界の地震断層の方が2～3倍長いことがわかるとして

いる． 
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上述したように日本国内の地震に関する断層変位量として，震源断層の平均変位量を推定するた

めには松田(1975)76), 武村(1998)34)の関係式が活用できる．地表に断層変位が生じるような比較的大

きな地震では両者は整合することが分かっている． 

また，地表地震断層の変位量に関しては，産総研のデータベースで採用している粟田(1999)79)の

関係式がある．なお，地震調査研究推進本部における活断層の長期評価において将来の地表地震断

層の変位量の推定に当たり，松田（1975）76)を長く使ってきたが，平成 25 年からは下記の松田ほ

か(1980)80)の関係式を採用している． 

 LD 110   

 ここで，L : 断層長 (km) D : 大変位量(m) 

粟田(1999)79)の 大変位量を与える関係式と松田(1980)80)の関係式は係数に大きな差は無く，整合

的であると言える． 

 

4.3 地震に伴って生じた副断層の変位量 

地表地震断層の調査結果に基づき断層長と断層変位が整理されているのは主断層に関するもので

あり，副断層に関する変位量は従来着目されてこなかったこともあり，主断層の断層長と副断層の

変位量との関係式は提案されていない．ただし，次項で述べる確率論的断層変位ハザード解析

(PFDHA)74)では副断層の変位を抽出し，主断層変位量（ 大値または平均値）で基準化して解析に

用いている．従って，主断層の変位量を介して副断層の変位量を算出することが可能である． 

副断層の変位を変動地形に対応する断層変位と定義して，日本国内，約120年間の地表地震断層

の調査記録から副断層の変位量を抽出した結果が原子力安全推進協会（2013）73)に示されている

（4.1項②の方法）．ここでは特に岩盤上の変位に着目している（図4-2）．これによれば岩盤におけ

る副断層の変位量は概ね30cm以下であるとしている． 

 

 

図4-2 主断層からの距離と副断層の変位量 73) 
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4.4 基準化した断層変位量 

第５章で説明する確率論的断層変位ハザード解析（Probabilistic Fault Displacement Hazard 

Analysis，PFDHA）では，主断層，副断層ともに，断層変位量を基準化して取り扱うのが一般的

である．すなわち，主断層の変位量については「主断層の変位量÷主断層の変位量の 大値（また

は平均値）」によって，副断層の変位量については「副断層の変位量÷主断層の変位量の 大値（ま

たは平均値）」によって表現する（図4-3，図4-4参照）． 

 

 
図4-3 基準化した断層変位量（主断層）74)  

長さ10km以上の場合．図中の折れ線は，変位観測点の非超過百分率を表す． 

 

 

図4-4 基準化した断層変位量（副断層）74)  

縦軸は，主断層の 大変位量PMDで基準化した副断層による断層変位量DD． 

 

地表地震断層が出現した地震が豊富に存在する場合は，このように基準化せずに，地震のマグニ

チュードに応じて断層変位量を直接整理することも可能であろう．しかし，実際には限られた数の

データしか存在しないので，異なるマグニチュードのデータを同一の枠組みで整理できるように，

基準化（無次元化）して定式化する場合が多く，PFDHAの分野ではYoungs et al.(2003)81)や高尾他

(2013)74)も基準化して定式化している． 

基準化する際，主断層の変位量の 大値または平均値を用いることになるため，地震のマグニチ

ュードと主断層の変位量の 大値または平均値との関係式が必要になる．その関係式として，
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Youngs et al.(2003)81) は Wells and Coppersmith(1994)77) を ， 高尾 他 (2013)74) は Wells and 

Coppersmith(1994)77)を基に切片を補正した式を適用しているが，松田(1975)76)などの他の関係式を用

いることも可能である． 

上述した図 4-4 からも分かるとおり，副断層の変位量に関するデータは，主断層から離れるにし

たがって減少する．震源断層の影響が距離に応じて小さくなることが主な理由であろうが，主断層

から離れているために地表地震断層の現地調査が実施されなかったこともその理由として考えられ

る．次節では，副断層の変位量データを拡充するための方法および取り組みの例を紹介する． 

 

4.5 副断層の変位量データを拡充するための方法 

4.5.1 模型実験・数値計算 

高尾ほか(2014)82)は，副断層の変位量データを拡充するための試みとして，乾燥砂を用いた模型

実験や，個別要素法（ＤＥＭ）を用いた数値計算を実施している．図 4-5 はその実施結果を示して

いるが，図中の赤色の印は模型実験結果，青色は数値計算結果，点線は現地調査結果に基づいて策

定した距離減衰式，実線は模型実験および数値計算結果を加えて策定した距離減衰式である．模型

実験で用いた材料および数値計算で採用した要素が均一であり実現象を再現できていない可能性が

あることなど，今後さらなる議論が必要ではあるものの，ここでは一つの試みとして紹介する． 

 

 

図4-5 模型実験及び数値計算を用いた副断層データ補充の試み 82)  

解析結果と実験結果・現地調査結果を比較したもの． 

 

 

   

0.0 

0.5 

1.0 

1.5 

2.0 

2.5 

3.0 

3.5 

4.0 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 

副
断

層
の

変
位

量
／

主
断

層
の

変
位

量

主断層からの距離 r (km)

現地調査結果

ケース1（相馬、30度）

ケース2（相馬、45度）

ケース3（相馬、60度）

ケース4（豊浦、45度）

case1（粒径2mm、45度）

case2（粒径2mm、45度、転がり摩擦係数小）

case3（粒径1mm、45度）

case4（粒径2mm、60度）

case5（粒径1mm、60度）

y=1.9exp(-0.17r)

y=1.6exp(-0.20r)



Ⅱ-41 
 

4.5.2 リモートセンシング技術を活用した調査 

前述したとおり，主断層から離れるほど副断層のデータが少なくなるのは，地表地震断層に関す

る現地調査が実施されなかったことがその理由の一つとして挙げられる．ここでは，主断層から離

れた場所において副断層変位に関する調査を実施するかどうかの判断材料として，以下に示すリモ

ートセンシング技術が活用できるのではないかとの観点で，同技術を紹介する． 

 

(1) 航空レーザー計測（Airborne LiDAR） 

航空レーザー計測は，航空機から下方にパルス状にレーザーを照射しながら飛行することで，地

表面の詳細な三次元座標を計測する手法である．複数の反射パルスを識別することにより，樹木等

の高さと地面の高さを区別できる．樹木の隙間を通過して地表面に達した 終反射パルスを使用し，

さらに人工構造物などの除去処理を加えて作成された地形モデルを DEM（Digital Elevation 

Model：数値標高モデル）と呼ぶ．このように作成されるDEMは，0.5～2m程度のグリッド間隔

の場合が多く，樹木に覆われた山間部での詳細な断層変位地形の抽出に有効である．また，傾斜量，

起伏量，開度等の地形量を解析的に求めることにより，対象地域の地形的特徴を定量的に評価でき

ることも特長である． 

我が国では近年，航空レーザー計測によるDEMが精力的に作成され，2013年までに国土の60%

以上をカバーするまでに至っている 83)．それに伴い，DEM が存在する地域で地殻内地震が発生す

るケースも増加している．このような場合には，地震後に航空レーザー計測を改めて実施すること

により，地震前後のDEMを比較することで，地殻変動や断層変位を詳細に評価することが可能に

なる．ただし，地表地震断層の鉛直変位量分布を把握するためには，単純に地震前後の数値標高モ

デルの差分を得るだけでは不十分であり，水平移動量を考慮する必要がある．こうした水平移動量

の影響を避けるために，野原ほか（2007）84)は，平坦な道路の中央部でのみ差分量をとるという工

夫を施して，2007 年能登半島地震の鉛直変位量を求めた．また， Mukoyama(2011）85)は，単位

領域のピクセルマッチング技法により地震前後の三次元的な移動量を求め，2008年岩手宮城内陸地

震の断層変位量を三次元的に求めている．同様の手法により品川ほか（2013）86)は， 2011年福島

県浜通りの地震に伴う地表地震断層沿いの詳細な鉛直変位量，および水平変位ベクトルを明らかに

した（図4-6）． 

 



Ⅱ-42 
 

 
図4-6．地震前後のLiDAR-DEM解析による断層変位の例 86)  

背景色は鉛直変位を，矢印は水平変位ベクトルを示す． 

 

(b) SAR干渉解析（InSAR） 

InSARとは，2つの合成開口レーダー（SAR）画像を用いて，干渉処理により地形の標高や変動

量を求める技術である．特に，ここでは，人工衛星に搭載されたSARが地震前後にほぼ同一の軌

道から震源域を観測した２つの画像を用いて，地震に伴う地殻変動を差分干渉処理により求める技

術を指す．欧米や日本では，1990年代からSARセンサを搭載した人工衛星が継続的に運用されて

いる．このため，それ以降に発生した世界中の多くの内陸地震について，それに伴う地殻変動が

InSARにより解明され，断層モデルの構築などに活用されている 87)． 

InSARの 大の特長は，数10km四方の地殻変動を面的に（連続的に）捉えられる点である．

空間分解能は，新しい衛星ほど向上しており，2014年から運用されているPALSAR-2では，スポ

ット観測をした場合の空間分解能が1～3mである．また，InSARで捉えられる差分量は，照射さ

れるマイクロ波の波長に応じて異なるが，条件が良ければ数 cmオーダーの地表変位を捉えうる．

こうした特長は，地表地質調査では見出しにくい微小な変位，あるいは主断層から離れた副断層の

変位を抽出するために有効と思われる． 

Fukushima et al.(2012)88)は， 2011年福島県浜通り地震（M7.0）に伴う詳細な地殻変動を InSAR

によって明らかにした（図4-7）．この地震では，井戸沢断層（西トレース；図4-7の Ia），湯ノ岳

断層（図4-7のYb）に沿って明瞭な地震断層が現地踏査によって確認されており 43)，この解析で
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得られた変位分布は現地踏査で得られたものと調和的とされている．また，それらと並走する Ib

やYa沿いに連続的な地表変位が認められる．さらに，これら主断層とは離れた複数の地点でも，

干渉縞の不連続に基づいて，副断層の出現を示唆するような地表変位が推定されている（たとえば

北緯37.05度，東経140.6度付近）． 

 

 

図4-7 InSAR解析による福島県浜通り地震の断層変位量分布 88) 
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５．断層変位の想定方法 

 

5.1 決定論的な方法 

対象地点に検討すべき断層が認められる場合には，前述のとおり地質調査によってその活動性及

び断層長などが調査・評価される．「活動性が認められる場合」の根拠として変位履歴を把握できれ

ば，その情報から将来の変位を想定することが可能である．また，当該断層の活動性が認められて

も，変位履歴が明らかでない場合には 4.2 節で紹介した断層長と変位量との関係から，震源断層の

平均変位量または地表地震断層の 大変位量を想定することが可能である． 

明確な活動性は認められないが，「活動性が否定できない断層」（将来変位する可能性のある断層）

について，このような断層が施設の設置位置に認められる場合の断層変位の想定方法を検討する．

この場合の断層は，活動性が明確な，震源として考慮する「活断層」ではないが，活動性を完全に

は否定できないといった断層が該当する． 

一般構造物の耐震設計では対象地点の周辺に関して詳細な地質調査を実施することは稀なため，

その耐震設計に用いる設計用地震力（動的解析の場合には地震動）の震源までを考慮することはな

いが，原子力施設の場合には計画時点から詳細な地質調査を実施して震源として考慮する「活断層」

を認定する．通常は原子力発電所の重要構造物の設置地盤に震源として考慮する「活断層」が存在

することはなく，設置地盤に認められる断層は副断層として区分され，その断層が震源として考慮

する「活断層」（主断層）が活動した影響で変位を生ずるか否かを数値シミュレーションによって検

討することができる．なお，主断層の変位量は 4.2 節で示した関係式以外にも地震動評価のための

断層モデルに採用される変位量などを参考とすることができる．一般構造物に関しても周辺の既往

調査結果に基づき同様の検討が可能である． 

主断層の活動に伴う副断層の活動を数値シミュレーションによって検討して，解析的に求まる変

位量によって施設の安全性を検討することが可能である．例えば，第Ⅳ編で後述するように震源断

層の平均変位量を食い違い弾性論の入力条件とすることによって，施設・地盤・副断層を模擬した

詳細モデルで副断層の変位による施設に対する影響を検討することができる． 

原子力安全推進協会(2013)73)では，副断層の変位による施設に対する影響を検討するために二種

類の検討用変位を提案している．一つは上記のように求めた変位量を「安全検討用変位δa」と称

して，他の外部自然事象（地震，津波など）の設計基準（Design basis）と同程度の年超過頻度（10-4

～10-5）であることを参照し，この変位量に対しては他の自然事象の設計基準（例えば基準地震動）

と同様に施設の安全機能に大きな影響がないことを確認することとし，影響が考えられる場合には

安全性向上策を講じることとしている．二つ目の検討用変位は設計基準を超える状況を想定して「限

界検討用変位δb」を提案し，それによる施設の安全性を検討する手順を提案している．限界検討

用変位δbの例として，30cmを試計算の入力条件の断層変位量としている．これは4.3節の地表地

震断層の整理結果に基づくもので，この数値以下でも以上でも良いが，具体的な検討を行う際の目

安の断層変位量と位置付けている．この変位量は設計基準超えの検討に用いる変位量であるので，

安全性評価にあたってはアクシデントマネジメントも考慮した検討を行うこととしている．なお，
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限界検討用変位に対する安全性を検討する概念は，土木学会特定テーマ委員会の提言 89)に述べられ

ている「危機耐性」の確保と同様の概念と言える． 

本節では複雑な地質現象を調査，整理して，主断層および副断層の変位量の決定論的な想定方法

を示した．想定した変位量には不確実性が含まれることを認識して検討を行う必要があることは言

うまでもない．具体的な不確実さの考慮方法は，今後の課題である． 

 

5.2 確率論的な方法 

5.2.1 地表地震断層の調査結果を用いた想定方法 

主断層及び副断層の変位量がある値を超える１年あたりの超過頻度は以下のとおり計算するこ

とができる． 

 

①主断層による断層変位の年超過頻度 

次に示す頻度または確率の積として評価される． 

主断層による断層変位の年超過頻度＝ν0×P1p×P2p×P3p 

ν0 ：活断層が活動する１年あたりの頻度 

P1p：活断層が活動したときに主断層の断層変位が地表で発生する確率 

P2p：主断層による断層変位が地表で発生した場合にその断層変位が評価地点で発生する確率 

P3p：主断層による断層変位が評価地点で発生した場合にその断層変位がある値を超過する確

率 

 

②副断層による断層変位の年超過頻度 

次に示す頻度または確率の積として評価される． 

副断層による断層変位の年超過頻度＝ν0×P1p×P2d×P3d 

ν0 ：活断層が活動する１年あたりの頻度 

P1p：活断層が活動したときに主断層の断層変位が地表で発生する確率 

P2d：主断層による断層変位が地表で発生した場合に活断層から離れた評価地点で副断層の断

層変位が地表で発生する確率 

P3d：副断層の断層変位が評価地点で発生した場合にその断層変位がある値を超過する確率 

 

上記評価式を用いて実施した副断層に関する PFDHA の解析例を図 5-1 に示す．このように，

PFDHAを適用すれば，副断層の断層変位量がある値を超過する１年あたりの頻度をハザード曲線

という形で示すことができる．解析条件等については，高尾他(2013)74)に詳しく説明されているの

で，参照されたい． 
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図5-1 PFDHAの試計算例 74)  

 

ここで，PFDHAを実施する上で非常に重要となる‘格子寸法依存性’について説明する．上述

した図 5-1 は，高尾ほか(2013)74)に示された評価式を用いて解析した結果である．格子寸法に依存

するのは，副断層の発生確率P2dであるが，高尾ほか(2013)74)は，Youngs et al.(2003)81)に倣って500m

×500mの格子を用い，主断層から副断層までの距離および地震のマグニチュード(Mw)を説明変数

として P2d 評価式を策定した．その後，高尾ほか(2014)82)は，格子寸法依存性に着目し，分析に用

いた格子寸法に応じて４種類の P2d評価式を再提案した．その際，Mw を説明変数から外している

が，Mwの違いがP2dに与える影響は，格子寸法がP2dに与える影響より小さいからである． 

格子寸法依存性が生じる理由などの詳細については高尾ほか(2014)82)に譲るが，図 5-2 から分か

るとおり，格子寸法を小さくすれば副断層の発生確率 P2dは小さくなるため，適切な格子寸法によ

るP2d評価式を用いてPFDHAを実施することが重要となる．すなわち，PFDHAの対象となる構

造物の大きさと，P2d評価式の基となっている格子寸法をできるだけ整合させることが必要である． 
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図5-2 格子寸法依存性の分析結果 82) 

 

次に，経験やデータ不足が原因で見解が複数存在する場合，すなわち，認識論的不確実性が存在

する場合の取り扱いについて述べる．認識論的不確実性は，地震動や津波のハザード解析と同様に，

ロジックツリー手法を用いて処理することが可能である． 

認識論的な不確実性を考慮したPFDHAの解析例は，高尾他(2014)82)で紹介されている．ロジッ

クツリーの例を図 5-3 に示す．このように，意見が複数存在する場合は，それらの意見全てを分岐

という形で採用し，それぞれの分岐に重みを付けることによって，各分岐の正しさの可能性を表現

することができる．解析結果は，図 5-4 のようにフラクタイルハザード曲線として表現されること

が一般的である．認識論的不確実性の考慮方法の詳細については，高尾ほか(2014)82)を参照された

い． 
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図5-3 ロジックツリーおよび重みの例 82)  
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図5-4 フラクタイルハザード曲線の例 82)  
図5-3における断層Cの重みが、非活断層0.9，活断層0.1の場合．凡例の0.95は0.95フラクタイルハザード曲線を

意味する．0.95とは，ロジックツリーの全組み合わせハザード曲線の集合に対して，各ハザード曲線が持つ重みの累

積が0.95となる年超過頻度を連ねた曲線のことをいう． 

 

４章で述べたとおり，①の P3p及び②の P3dの計算にあたって，PFDHA では基準化した断層変

位量を用いて定式化を行っている．データが豊富に存在するならば，マグニチュードの大きさに応

じて，断層変位量を長さの次元をもったまま定式化することは理論的には可能であるが，より多く

のデータに基づき確率密度分布を仮定して超過確率を計算するべきとの確率論における基本的考え

に従えば，基準化して定式化する方法は現時点ではベターな選択肢と言えよう．今後，確率密度分

布や，主断層から副断層までの距離に応じて副断層の断層変位量が減衰する様子（距離減衰）に関

して，地震のマグニチュードに依存することが分かってくれば，その時点で定式化の方法を見直す，

すなわち，基準化せずに定式化する必要があろう． 

 

5.2.2 個別地点の調査結果を用いた想定方法 

主断層及び副断層の変位量がある値を超える１年あたりの超過頻度は，5.2.1で示したとおり計算

することができるが，個別地点の調査結果が充実している場合，すなわち，ある特定の断層の再来

期間（活動間隔）がボーリング調査，トレンチ調査，トンネル調査などの詳細な地質調査で明らか

になっている場合は，①についてはν0×P1p×P2pの代わりに，②についてはν0×P1p×P2dの代わ

りに，ある特定の断層の再来期間の逆数を用いれば，5.2.1と同様に超過頻度を計算することができ

る．すなわち，次式のとおりである． 
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主断層による断層変位の年超過頻度＝λp×P3p 

副断層による断層変位の年超過頻度＝λd×P3d 

λp ：その断層が主断層である場合，その断層の再来期間の逆数 

λd ：その断層が副断層である場合，その断層の再来期間の逆数 

 

なお，再来期間が判明していない場合は，λpまたはλdを「平均変位速度÷１回あたりの平均変

位量」によって計算する方法もある．また，個別地点における断層変位データが豊富に存在する場

合は，P3pを個別地点で算出することも理論上可能である． 
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６．まとめ 

  

第Ⅱ編は，断層変位評価のための調査法と予測にあたっての評価方法をまとめたものである．ま

ず，第１章では，断層運動の駆動力となる日本列島の広域応力場について概説し，地殻応力の直接

計測法・推定法について紹介した．活断層周辺の応力状態は概ね広域スケールの応力場で内挿でき

るが，個々の活断層評価にあたってはローカルな構造・応力不均質の重要性も指摘されている．同

様に，断層形状や封圧，地形効果など，地震発生深度から地表付近への応力場へのダウンスケーリ

ング時の注意点も示した．第２章では，実施する段階的な断層評価の流れと一般的な調査手法を概

説し，第３章では断層の地表変位の検出と予測に特化した調査方法と国内の調査事例をとりまとめ

た．特に，地震時変位量の検出やその反復性評価のために，詳細な断層変位地形の解析と群列ボー

リング，三次元トレンチなどが有効であることを示した．第４章では，第２章・第３章の活断層調

査とは別に，過去に発生した地震のマグニチュードと地震断層長，断層変位量についての各種経験

則を取り上げた．これらは第３章で紹介した調査結果を評価するための基準となる．従来の変位量

予測との違いは，副断層を意識して評価した点にある．「明確な活動性は認められないが活動性が否

定できない断層」の評価も含まれる．第４章では，確率論的断層変位ハザード評価につなげるため，

主断層と副断層の変位量について過去の地震断層データをコンパイルし定式化した研究を紹介した．

また，今後，模型実験・数値解析やリモートセンシング技術によって副断層データの拡充が期待さ

れることにも触れた． 後に，第５章では，断層変位を想定するにあたり，決定論的評価法と確率

論的な評価法の２つを示した． 

以上のように，第Ⅱ編では対象構造物の敷地内および周辺域での地質調査，およびその評価基準

となる地震断層による変位データの経験則をとりまとめ，断層変位の予測に関する取り組みを紹介

した．しかし，内陸地殻内地震が発生しても既知の活断層や近傍の副断層で変位が確認されること

は多くはなく，予測と事実を比較・検証できる事例は限られる．また，活動性評価にあたって断層

上載地層法が適用できない場合は多い．活動性が曖昧なまま安全サイドの観点から断層変位を想定

せざるを得ない状況も考えられる．つまり，経験則を踏まえた決定論的・確率論的評価だけでは対

応できず，第Ⅲ編で示される数値解析と実験による断層変位の想定も重要となる．解析・実験にあ

たっては，これらの調査データ・経験則を踏まえて物理パラメータの抽出を行い，活動性が否定で

きない断層等にも適用して変位量想定を行うという流れが理想である．その過程で，調査データの

量や精度限界による認識論的不確実性，断層運動本来の不確実性を十分考慮した計算・実験が求め

られる．このような調査と解析の両面での比較・検討から断層変位ハザードの評価向上を図り，第

Ⅳ編で示される構造物の安全性評価・リスク評価へ繋げる必要がある． 
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III 数値解析・模型実験による断層変位評価 

 

1. まえがき 

 

原子力発電所の重要な建物・構築物及び機器・配管系に対する断層変位の影響を評価する上で，

数値解析を活用することが重要となっている。また，数値解析を検証する手法として模型実験との

比較が挙げられる。 

本章では原子力に限らず幅広く現状の断層変位及びその施設への影響を評価するための数値解析

及び模型実験に関する文献を調査して，現状の技術レベルが断層変位による原子力施設への影響を

評価すなわち実務へ適用できるレベルに至っているかどうか，また，実務への適用にあたっての課

題・留意事項を整理する。 

断層変位を評価するための数値解析手法には震源を含む深部までをモデル化するもの（断層全体

モデル）と表層のみをモデル化するもの（表層モデル）に分類・整理する。複雑な自然現象をモデ

ル化するのであるから，継続した研究開発が必要なことは言うまでもなく，数値解析手法には既に

実用的に利用されている手法から 先端の研究成果までそのレベルは様々である。模型実験に関し

ても断層全体と表層を対象としたものがあり，本章では重力場におけるものと遠心力場によるもの

とに分類・整理する。 

また，調査を行った個々の文献について，その文献で使われた解析手法・実験手法，得られた重

要な成果等を表として整理し，本章末尾に添付した。 

 

2. 数値解析 

 

2.1 解析手法の概要 

まず，断層全体モデルで用いられる数値解析手法，断層の構成式等について概観する。 

静的な解析である食い違いの弾性論では，等方媒質中における面Σ上の食い違いによる静的な変

位場を，Steketee（1958）1)による以下のVolterra型方程式で表すことを基本としている。 
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ここで， 

ij：Kroneckerのデルタ，F：断層のずれと等価な点力源 

，：ラメ定数，k：Σの法線の方向余弦 

j
iu ：(1,2,3)で j方向に働く大きさFの点力源により(x1,x2,x3)に生じる変位の i方向成分 

である。現在用いられる食い違いの弾性論の式は，この式を直接解析可能な形式まで展開したもの

である。断層変位に等価な力と変位場の関係を解くため，変位場とひずみを求める際に必要な地盤
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物性値はラメ定数間の関係から求まるポアソン比のみとなる。 

動的な解析では，断層上のすべり量や対象領域での地震動・地盤変形の計算を行う。断層周辺の

地盤については弾性体として解析を行う場合がほとんどである。弾性体の動的挙動は以下の運動方

程式（波動方程式）で表される。 

, , ,( )k kj ij i jj j ii iu u u u           (2) 

ここで，uは変位，は密度を表す。 

式(2)の解析解はある限定的な境界条件でしか得られないため，差分法（FDM），有限要素法（FEM）

等の数値解析手法が用いられる。例えば，有限要素法では，以下のようなマトリクス形式での運動

方程式が得られる。 

[ ]{ } [ ]{ } [ ]{ } { }M u C u K u f        (3) 

ここで，[M]は質量マトリクス，[C]は減衰マトリクス，[K]は剛性マトリクスである。 

食い違いの弾性論等では半無限体を仮定するが，差分法や有限要素法による動力学シミュレーシ

ョンではある有限の解析領域を設定することになり，境界条件を設定する必要がある。地表面は自

由表面とするが，底面や側面については地震波を吸収し反射させないようにする粘性境界等が用い

られる。断層のすべり挙動の表現には，断層上でのずれ変位が表現可能なように分離可能な二重節

点あるいはインターフェース要素が用いられる。 

境界積分方程式法（BIEM）も無限媒質中における弾性体の運動方程式に立脚するが，断層面上

の任意の位置の変形を，断層面上のすべりとグリーン関数の時空間での積分の形で表した積分方程

式を解くことにより求める 2)。 
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ここで， 

T(x,t)：位置 x，時間 t におけるせん断応力（トラクション），Γ：断層面，c：弾性定数， 

G：グリーン関数，n：断層面に垂直なベクトル，Δu：断層面上のすべり量， 

      00
kllk tnT xxx  ：初期応力に起因するトラクション 

である。 

積分方程式に対しグリーン関数の発散を回避する等の工夫を加えることにより 終的に，離散化

された積分核(カーネル関数)を用いて数値計算への適用を可能としている。断層面上の要素は，波

速と距離からみた影響範囲に存在する断層の活動履歴の影響を受ける。図 2-1 はそれを模式的に示

したもので，（ξ1,ξ2）面が断層面を，t軸が時間を表している。離散化した断層要素のうち，位置

(i, j)の要素に生じる応力は自分自身及び周囲の断層要素の過去の運動により規定されるが，より遠

方の断層要素による応力は到達するまでに時間がかかる。したがって，この断層要素に時刻 kに生
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じている応力を知るためには，円錐状に表現した時空間的影響範囲の断層要素の運動を考慮すれば

よいことになる。積分核は，断層の変位速度と断層上の任意の位置に生じる応力の関係を位置関係

と時間差ごとに表したものであり，時間発展の計算に先立って解くことができる。この結果，BIEM

では境界（断層）上のみで式を解けばよく，媒質中における波動の伝播過程を逐次解く必要がない

ため，他の動的な数値解析手法に比較して計算所要時間は短い。定式化は２次元のモードⅡ（面内

せん断），モードⅢ（面外せん断）及び３次元の断層に対して行われている。断層形状の自由度は高

く，直線(平面)だけでなく屈曲や曲線（局面）形状への拡張も行われている。積分方程式と摩擦構

成則を組み合わせることにより，数値的に解析可能となる。 

   
図 2-1 BIEMの時空間的離散化と影響範囲の概念 3) 

 

構成則として断層上の摩擦挙動を定義する必要があり， もよく用いられるのは図 2-2 に示すすべ

り弱化摩擦則である。すなわち，すべり変位 d の進行とともに摩擦係数が静止摩擦係数sから動摩

擦係数dまで低減する。図2-2中の d0は臨界すべり変位量と呼ばれる。Dieterich（1979）5)は，摩擦

係数がすべり速度の影響を強く受けることを見出し，速度状態依存摩擦則を提案した。近年では，

種々の速度状態依存摩擦則が提案され，それらを用いた解析も実施されている。例えば，Dunham et 

al.（2011）6)等が以下のようなあるすべり速度を超えると急激に摩擦が弱くなるモデルを提案してい

る。 

0

arcsinh exp
2

V
a

V a
 

  
      

    (3) 

ここで，aは正の定数，Vはすべり速度，V0は参照すべり速度，は状態変数である。状態変数は以

下のような発展則に従う。 

02
ln sinh ssVV

a
L V a

              
     (4) 

ここで，L は特徴的なすべりスケールである。安定時（ 0  ）の摩擦係数ssは以下の式で表され
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る。 
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1/ 88
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   (5) 

ここで，sは静止摩擦係数，0は参考摩擦係数，Vwは弱化速度スケール，wは弱化後の摩擦係数，

bは正の定数である。 

 

0 d



s

d

d0  

図 2-2 すべり弱化摩擦則 

 

表層の問題に対する解析手法としては，先述した有限要素法が も良く用いられてきた。表層で

の断層，破砕帯，あるいはそれらの発生・進展の表し方としては，ジョイント要素（インターフェ

ース要素）として表す場合とひずみの集中帯として表す場合がある。 

また，近年，粒子法（個別要素法も含む）がこの表層の断層問題に適用されるようになってきた。

SPH（Smoothed Particle Hydrodynamics），MPS（Moving Particle Semi-implicit），MPM（Material Point 

Method）等の粒子法は有限要素法と同様にラグランジュ型の解析手法である。有限要素法が，解析

領域をメッシュで区切り，メッシュの節点に物理量を持たせるのに対して，粒子法は，解析領域を

粒子で充填しこの粒子の中心に物理量を持たせる手法である。有限要素法は節点の位置関係を固定

するのに対して，粒子法は粒子の位置関係を固定しないので大変形の解析ができる。粒子法は，影

響半径と呼ばれる範囲にある周辺の粒子の位置関係の変化から，着目する粒子に作用する力を求め

て，時間積分により次の粒子の位置を計算する手法である。この影響半径に入る粒子が更新される

とその情報に基づいて応力ひずみ関係が計算されるので，この点で有限要素法において大変形を解

くためリメッシュ（節点の位置関係をゼロクリア）する解法に似ている。一般的な粒子法は，この

作用力を連続体理論に基づく支配方程式を解くことにより求める手法であるのに対して，個別要素

法は，粒子間の距離の増減，および相対速度に比例するデバイスすなわちばねとダッシュポッドを

介して粒子間力を直接求める手法である。 



III-5 
 

 

2.2 断層全体をモデル化した数値解析 

2.2.1 静的な解析 

(1) 食い違いの弾性論 

食い違いの弾性論（elasticity theory of dislocation）は，断層運動に対する地盤の変位，ひずみ・応

力変化量を求める手法として，現在 も広く用いられる手法である。適切な断層モデルのもとで，

地震に伴う広域的な地表の 終変位分布をかなりよく再現できることが知られており，津波の初期

波形の計算や，断層間の力学的相互作用の解析におけるクーロン破壊関数変化量（ΔCFF）の計算等

に適用されている。 

基本的な理論は，Steketee（1958）1)により展開された。地盤を弾性体と仮定し，力と食い違いの

等価性に基づき，断層のずれと等価な単位点力源と任意の位置での変位を関係づける。さらに点力

源を断層面上に与えることにより，変位場を求める積分方程式が得られる。食い違いの弾性論の解

析式を与える文献は複数存在するが，いずれも矩形断層を仮定することによりこの積分方程式を利

用可能な形式まで展開したものである。その代表的なものである Okada（1985，1992）7)8)の式は，

任意のポアソン比に対する横ずれ断層，縦ずれ断層に加え，割れ目噴火に対応する開口断層（図 2-3）

による変位，ひずみ，傾斜の式を与えている。このうちOkada（1985）7)は地表面に対する式である

が，Okada（1992）8)は地中まで拡張したものである。 

食い違いの弾性論により得られる変位等は解析解であるため，計算に要する時間が一般的な数値

解法に比較して短く，計算格子間隔に依存しない唯一の解が任意の位置で得られる。断層のすべり

量と地盤の変位等に線形の関係があるため，断層面上のすべり量の不均質性は，断層面をすべり量

の異なる複数の矩形に分割することにより容易に考慮できる。こうした理由から，断層形状や活動

様式の不確かさを想定した多数の計算を実施し，地盤変位やひずみの分布に与える影響を考慮する

必要がある場面では，実務上の利点がある。その一方で，半無限均質地盤を仮定しているため，地

盤物性の不均質性や地形は考慮されない。また，断層のすべり量と地盤変位の関係に非線形性が強

く働く条件では，誤差が大きくなる可能性がある。 

Wang et al.（2003）9)は，鉛直方向の地盤物性値の変化を考慮した半無限水平成層地盤における解

析式と，それを解くための数値解法を提示している。この手法では，まず点力源と地盤内に配置し

たグリッド点位置における変位の関係（グリーン関数）を数値的に求めておき，点力源を断層面上

に分布させたとき変位場を得るための積分を数値的に行う。グリーン関数を解く際には，変位場を

波数（波長）成分に変換している。半無限均質地盤では考慮されない地盤物性の成層構造を反映す

ることができるが，数値解法であるため，解析解を直接求める手法に比較すると多くの解析時間を

要する。また，グリーン関数を配置するグリッドの密度，変位場の波数分解能，断層面の分解能に

よって得られる解が変化する。さらに，断層面が地表に到達して断層両側にシャープな食い違いが

生じるような変位場は，波数分解能の限界により表現できない場合がある。利用にあたっては，こ

の点に留意が必要である。 
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図 2-3 横ずれ断層，縦ずれ断層，開口断層の概念（Okada，1992）8) 

 

(2) 有限要素法 

有限要素法は後述するように動的な断層破壊解析でも用いられるが，静的な解析としてプレート

テクトニクスに伴う地形生成過程の計算を実施した例がある。例えば，Albertzら 10)11)はプレートテ

クトニクスに伴う縦ずれの大規模な地形生成過程を対象に，リメッシュのアルゴリズムをもつFEM

プログラムを用いて再現計算を行っている。構成関係は修正カムクレイモデルである。彼らは，断

層の角度，拘束圧等の境界条件のパラメータにして 14の人工的な堆積モデルを設定した。図2-4に

解析モデルおよび解析条件を図 2-5 に代表的な解析結果を示す。脆性的な砂岩においては，明瞭な

すべり面が次々に現れては消えまた復活する，泥岩は主断層先端からすべり面が散乱する，互相で

は主断層の延長上で泥岩部が収縮し，砂岩層が膨張する特徴的な地層変形メカニズムが二次元解析

とは言えそれぞれ精緻に再現されている。 

 

図 2-4 解析モデルおよび解析条件 10) 
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図 2-5 代表的な解析結果，モデル 1：表層部砂岩，モデル 2：表層部泥岩，モデル 3：表層部砂岩

と泥岩の互相 10) 

 

2.2.2 動的な解析 

(1) 有限差分法（FDM） 

差分法（FDM）は微分演算に対しテイラー展開を適用することで差分に置き換えて，対象とする

偏微分方程式そのものを離散化近似する方法である。一般に計算時間は，同じ領域型の解法である

有限要素法と比べて短いとされており，大規模解析となる断層の動力学的破壊進展解析に適してい

る。地盤や断層の不均質性も考慮することが可能である。しかし，規則的あるいは等間隔の格子す

なわち構造格子の使用を前提としているため，複雑な形状には適用が難しいということが解析の制

限となる。断層の動力学的破壊進展解析では，境界要素法と並んで もよく用いられてきた解析手

法であり，ここでは 8件の文献について調査した結果を記す。 

Day（1982）12)は，一様な初期せん断応力を与えることが多かった動力学的シミュレーションに

おいて，非一様な初期せん断力（せん断応力の大きい領域と小さい領域を設ける）を与え，その影

響を調べた。非一様な初期せん断応力を導入することで平均破壊進展速度はS波速度を超えなくな

ったが，局所的にはS波速度を超える場合もあり，実際の大地震と一致することを示した。 

Harris and Day（1993）13)は，二次元差分法により，端部が近接する2つの横ずれ断層においてス

テップ（断層が途切れているが端部が近接している箇所）の離隔が5km以上の場合は破壊が起こり

にくいという観察結果と一致した結果を得た。また，動力学的な破壊進展では圧縮ステップ，引張

りステップともに破壊が乗り移る可能性があることを示した。 
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Kase and Kuge（2001）14)は2つの同一平面上にない断層（平行もしくは直交する極端なモデル）

間の破壊の乗り移りが生じる要因について検討を行った。また，加瀬（2002）15)は初期応力につい

て一様分布と深度依存の 2 条件を設定し，2 つの断層間の破壊の乗り移りの検討を行った。深度依

存条件では，一様分布で見られなかった比較的深い位置での破壊の乗り移りが発生することを示し

た。 

壇ら（2007）16)は断層の連動破壊が生じやすい条件について動力学的なシミュレーションによっ

て調べた。断層の長さ，断層間の離隔距離，断層間の走向差（屈曲），断層間のステップ等について

パラスタを実施した。図 2-6はその結果の一例である。 

 

 

図 2-6 走向差が連動破壊に与える影響 16) 

 

入江ら（2010）17)は，従来の強震動予測のための震源モデルを改良することを目的とし，地中震

源断層と地表地震断層を記述する断層パラメータ間の理論的関係式と経験的関係式を拘束条件とし

た動力学的断層破壊モデルの構築方法を提案した。地表の 大すべり量に対する松田式等を拘束条

件として付与している。 

断層上の不均一性に関する検討も行われており，例えばAndrews and Barall（2010）18)は応力降下

量が断層上で非一様に分布する条件で動的破壊進展解析を実施すると現実的な地表地震動の計算が

できるとし，解析結果として目標のマグニチュードが得られるように初期応力の設定する方法につ

いて示した。 

一方，Urata et al.（2012）19)は温度，地下水の移動を考慮した解析を行い，thermal pressurization（地

震の際に断層面に摩擦熱が発生し，地層中の水が加熱・膨張することによってさらにすべりを起こ

しやすくする現象）の影響により，断層上の非一様性（初期応力，摩擦特性）や深度依存初期応力

を考慮することなく，深部での断層間の破壊の乗り移りが起こることを示した。 

以上のように，差分法を用いた断層の動力学的破壊シミュレーションでは，断層間の破壊の乗り

移りに関して複数の研究グループが検討を行っており，初期応力の深度依存性や断層上の応力降下

量の非一様性の影響についての検討も実施されている。断層の破壊の乗り移りの有無や地表地震動

を対象とした解析がほとんどであるが，入江ら（2010）17)のように地表変位に着目した研究も開始
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されている。 

 

(2) 境界積分方程式法（BIEM），境界要素法（BEM） 

境界積分方程式法（Boundary Integral Equation Method；BIEM）または境界要素法（Boundary Element 

Method；BEM）と呼ばれる手法（以下，「BIEM」）は，断層面上の自発的破壊伝播や分岐断層にお

ける動的破壊選択問題等を対象とした数値解法として，1990 年代終盤以降に発展してきた。BIEM

は弾性体理論に立脚し，均質な無限媒質中の断層面上のある位置での変位と他の位置に生じる変位

の関係を，グリーン関数を含む時空間的な積分方程式で表現する 2)3)。 

分岐断層の経路選択問題への適用例としては，Kame et al.（2003）4)が実施した二次元の数値実験

がある。図 2-7 に示すように，初期応力の方向，破壊伝播速度，分岐断層の角度の条件と破壊経路

の関係を分析し，カリフォルニアや南海トラフで過去に発生した地震での破壊経路と調和的である

としている。三次元モデルについても，摩擦構成則による破壊伝播過程への影響を分析した例 20)，

Y 字型に分岐した断層の破壊範囲と初期応力の関係を分析した例 3)， 1891 年濃尾地震の破壊の再

現に適用した例 21)，1992年ランダース地震の際のすべり量分布や地震動の再現に適用した例 22)等が

ある。近年は自由表面を含めた半無限媒質への適用もなされている。Hok and Fukuyama（2010）23)

では模式化した問題における地震動や永久変位について離散化波数法や食い違いの弾性論と調和的

な結果が得られることを確認したうえで，2008年岩手・宮城内陸地震に適用し，応力降下量等に与

える自由表面の効果を評価している。このように，断層形状の設定に高い自由度をもつ動的破壊進

展の解析モデルとして，適用範囲を拡大している。 

BIEMを発展させて，亀裂先端の進展経路の形成自体を対象とした問題に拡張した例24)25)がある。

さらに，不均質媒質への拡張も試みられている。均質媒質とみなして解いたBIEMの解を媒質界面

で接続することにより成層媒質に拡張したExtended BIEM（XBIEM）26)や，媒質の不均質性に起因

する散乱項を解くための FEM と組合せることにより半無限成層地盤への適用を図った Goto et al.

（2011）の研究 27)等がその例である。 

  

図2-7 分岐断層の経路選択問題への適用例 4) 
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(3) 有限要素法（FEM） 

有限要素法（FEM）は地盤の数値解析において も汎用性があり，一般的に用いられる解析手法

である。FEMでは，構成式，材料物性を要素毎に与えることが可能であり，地形や地層境界等が複

雑な場合でもモデル化することができる。また，ジョイント要素を用いて不連続面の挙動を表現す

ることもできる。一方，有限差分法（FDM）と比較すると離散化の手続きが複雑であり，計算時間

が長い。そのため，大規模解析となる震源を含む動力学的シミュレーションでは不利になる。ここ

では 8件の文献について調査した結果を記す。 

Aagaard ら 28)29)30)31)は FEM による三次元断層破壊解析プログラムを開発し，多くの問題に適用し

ている。解析領域を四面体要素によって分割するため，複雑な形状や地層分布をモデル化すること

ができる。また，初期応力，弾性波速度，密度の深度分布等を考慮して解析を実施している。実際

の地震断層への適用事例としては図 2-8に示すSusitna氷河断層（逆断層）とDenali断層（横ずれ断

層）がほぼ同時に破壊したDenali断層地震（2002.11.3，Mw7.9）がある 28)。走向傾斜の異なる断層

間での破壊の乗り移りの検討や，地表部の断層変位の方向についも検討している。同様のシミュレ

ーションにより南カリフォルニアの横ずれ・逆断層系の相互作用について検討している 29)。その他

にも断層破壊の性状が震源近傍の地震動へ与える影響について検討している 30)31)。Barall（2009）32)

は断層の自発的な動的破壊進展解析を精度を落とすことなく，計算機資源を抑えて実施するための

有限要素法として二重グリッド法を提案した（有限要素法ソフト FaultMod）。この手法では，非適

合な要素を用いているため，小さい要素の薄層を大きい要素の領域に導入するための補間法が用い

られる。断層周辺の狭い層で小さい要素を設定し，モデル領域の残りの部分については大きな要素

で分割される。DeDontey et al.（2012）33)は主断層から第二断層が枝分かれしている場合の破壊挙動

を検討している。周辺の地盤には弾性体および弾塑性体を適用し，それによる結果への影響を議論

している。 

国内に目を向けると，水本ら（2005）34)が三次元FEMを用いて断層の破壊過程，食い違い量，地

表の残留変位の解析および断層近傍における地震動のシミュレーションをパラメトリックに行って

いる。和田・後藤（2010）35)は拡張有限要素法（XFEM）を平面状の断層での自発的な破壊進展の

問題に適用した。XFEMではメッシュ分割は断層面に一致させる必要がなく，変位の不連続は要素

内で解析される。この特徴は複数の断層・不連続面が複雑に配置する場合のメッシュ作成を容易に

する。 

 

 

(a) 断層面の形状・分布（DF：Denali断層，SGF：Susitna氷河断層） 
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(b) 破壊開始の時間        (c) すべり変位量とその方向（主応力調整後） 

図 2-8 2002年Denali断層地震の解析 28) 

 

(4) その他の手法 

FDM，BEM，FEM と異なる手法を用いたもの，包括的な内容のものについては，ここで調査

結果をまとめる（7件）。 

粘弾性層状半無限地盤において静的・動的グリーン関数から変位および応力を効率よく計算する

ための解析法が Hisada（1994）36)により提案されている。この方法では，静的変位（永久変位）に

加えて地震動による変位履歴を求めることができる。 

Dalguer et al.（2003）37)は，せん断すべりは既存の断層のみで発生し，その動的プロセスの結果と

して引張り応力により新たな内部き裂が周辺地盤に発生するという仮定のもとで，三次元動的断層

破壊シミュレーションを実施した。この問題を解くにあたり，内部引張りき裂を導入できることか

ら不連続要素法（Discrete Element Method，DEM）を用いた。Dalguer et al.（2008）38)は，すべり弱

化摩擦モデルと単純なアスペリティモデルの枠組みにおいて，過去の地震の統計的な観測データを

拘束条件として，動的破壊モデルのキャリブレーション（地表地震断層を伴う地震と伴わない地震）

を行った。キャリブレーションした動的モデルを用いてSGSN（Staggered-Grid Split-Nodes）法によ

り震源近傍の地盤の揺れをシミュレートし，地表地震断層を伴わない地震は伴う地震よりも高周波

の強震動を励起するという観測と一致した結果を得た。 

Pelties et al.（2012）39)40)は任意高次導関数（ADER：Arbitrarily high-order DERivatives）時間積分法

を用いた高次不連続ガラーキン法（DG：Discrete Galerkin）による三次元動的破壊問題の解析法を提

案した。ADER-DG 法は空間・時間における高精度計算，非構造メッシュによる離散化を可能とす

る。四面体要素を用いることで三次元の複雑な形状をモデル化することができ，メッシュサイズの

変化に伴う数値的な波の反射（偽反射）が少ないことにより断層に近い領域のメッシュを細かくす

ることを可能とする。これにより必要な箇所に計算機資源を集中できる。手法の検証解析に加えて，

1992年ランダース地震を対象とした地震シナリオ（曲がった断層，断層分岐，地表地形を伴う）の

シミュレーションを示した。 

Fälth et al.（2010）41)は放射性廃棄物の地層処分での断層変位の影響を検討するため，震源から等

速度で破壊フロントが断層面上を進行するという仮定のもと，断層周辺の地下 500m を中心に分布

する破砕帯の変位量予測を行っている（図 2-9）。使用した解析手法はブロック体の個別要素法

（DEM）である。ブロックについては剛体だけでなく内部を格子分割しFDMで解くこともできる。

地表と地下の違いはあるものの重要構造物の近傍に位置する破砕帯における変位を対象としている
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点で原子力発電所の敷地内断層の問題と類似している。 

南カリフォルニア地震センター（SCEC）と米国地質調査所（USGS）が中心になり，断層の動力

学的破壊進展解析のベンチマークテストが行われており，Harris et al.（2009）42)にその内容が紹介さ

れている。 

http://scecdata.usc.edu/cvws/benchmark_descriptions.html 

 

 

図 2-9 ブロック体DEMによる断層両側に位置する破砕帯での変位評価 41) 

 

2.3 表層をモデル化した数値解析 

ここで調査した文献は，表層モデルの「表層」としては第四紀層を示すものがほとんどであった。

地震応答解析を実施する際の「地震基盤面」あるいは「工学的基盤面」より上の層という意味も含

めて「表層」と言うことにする。 

 

2.3.1 FEMによる検討 

文献 43)44)45)は断層を予めジョイント要素でモデル化しておく手法であり，それ以外はジョイント

要素を用いずに断層の進展を再現している。文献 43)44)45)は逆断層，文献 46)は正断層，逆断層，横ず

れ断層，文献 47)48)49)は正断層上の構造物，文献 50)は正断層，逆断層，横ずれ断層上の構造物，文献

51)は正断層を対象としている。 

谷（1994）43)は，ジョイント要素を用いた二次元FEMと破壊までの変形を全く考慮しない剛完全

塑性理論を効果的に組み合わせることによって，逆断層の室内模型実験に現れる「せん断断層連続

帯」，地表面に見られる「断層崖」，上盤側の膨らみや下盤側の引きずりといった「撓曲地形」を再

現した。 

宮坂ら（2002）44)45)は，断層の傾斜角度の違いによる粒度の効果を検討しており，粒度の影響は，

発達するせん断層の厚さの影響に置き換えている。予めジョイントで断層をモデル化し，モデル境

界に強制変位を入力する手法である。 
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中川・堀（2011）46)は，分岐を伴う変形局所化現象，特にリーデル線の形成を再現した。幾何形

状のパラメータの誤差は 大 10％としている。さらに，実際の地表地震断層として，斜めずれの野

島断層と逆断層の車籠埔断層を対象とし，雁行状断層や逆断層の形成過程を再現した。 

欧州では QUAKER プロジェクトにおいて，地表地震断層による被害の現地調査，遠心力模型実

験とともに FEM を用いた断層変位による地盤の破壊・変形の数値解析の研究が実施されている。

Anastasopoulos and Gazetas（2007）47)は，まず，単純なフーチングをモデル化した遠心模型実験を対

象に計算プログラムの検証を行った後，様々なタイプの構造物が断層から受ける影響を解析的に調

べた。Anastasopoulos et al.（2008）48)では，同様にフーチングの荷重によってどのような変化がある

かを調べた。また，Anastasopoulos et al.（2013）49)では，杭基礎とべた基礎の得失について解析的検

討が行われた。 

Faccioli et al.（2008）50)も，実験との比較によるプログラムの検証を行った後，基礎と地盤条件に

よる被害程度の差異について解析的な検討を行った。 

Loukidis et al.（2009）51)は，野外観測事実に対する数値計算法の検証を行った後，砂の密度や粘土

等の材料，断層傾斜角，表層の厚さについて，パラメトリックスタディを行った。 

 

2.3.2 粒子法（DEMを含む）による検討 

流体解析で萌芽した粒子法を，地盤の大変形問題に適用する検討が近年盛んに行われている。地

盤材料を，円や球または多角形の集合体で表す個別要素法（DEM）も粒子法の一種とする考え方も

ある。DEM は，通常，接触する要素間のみ相互作用を考慮する二体間の物理を基本とし，イメー

ジ的には実際に岩塊や砂粒子そのものをモデル化する手法であるが，SPH，MPS，MPM 等の粒子

法はある影響範囲にある要素すべてに対して相互作用を考慮することにより，基本的には連続体を

モデル化する手法である。 

DEMは，もともと離散モデルであり，粒子間で任意の方向に滑り，剥離を自由に生じうるので，

連続体では表現しにくい現象を簡単に再現できることから，古くから断層の形成を再現する検討が

行われている。文献 52)53)は，縦ずれ断層を再現した。当時は計算時間の関係から二次元解析しかで

きないので，縦ずれを対象とせざるをえない事情もあった。文献 53)は，厳密には AEM（Applied 

Element Method）と言う手法で，要素間の相互作用を表すため 10本のばねを用いる手法である。文

献 54)55)も，縦ずれ断層を対象としている。砂箱実験と共に数値実験結果として確率論的断層変位ハ

ザード解析の副断層出現位置のデータベースを補完するため実施された。主断層の進展，副断層の

形成が再現されている。文献 56)57)は，三次元 DEM による横ずれ断層解析である。リーデルせん断

帯の形成が再現された。 

文献 58)59)のLPFDM（Lagrangian Particle Finite Difference Method）はMPMと同様，マテリアルポイ

ントと呼ばれる物質の情報の運ぶ粒子を用いる。解析領域に固定されたオイラー格子上にマッピン

グされ，格子の計算点で運動方程式を逐次解いて，その情報は再び粒子に運ばれて行く。LPFDM

はこの格子を差分格子として利用する手法である。文献 59)は，震源を含む深部までの動力学的モデ

ルである。変形が大きくFEM やFDM では誤差が大きくなってしまう断層近傍をLPFDM，その周
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辺を通常のFDMでモデル化し，集集地震を対象に通常のFDMのみの解析に比べて，再現性が改善

されたとしている。 

文献 60)は，MPSを扱っている。本研究は，基本的なモデルの理論との比較と，2次元斜面の地震

応答解析におけるFEM結果との比較で，MPSの検証であると言える。 

 

2.4 実務への適用に向けて 

断層が動いた時の周辺地盤の応答をシミュレーションする解析は静的に行われる場合と動的に行

われる場合がある。実務的には，静的解析として食い違いの弾性論が用いられ，断層上の変位を与

えることにより周辺地盤（半無限弾性体）の変位分布が求められてきた。 

食い違いの弾性論については，地震の発生に伴う地殻変動が弾性理論でもある程度説明できるこ

とが観測変位によって確認されている 61)。原子炉建屋基礎地盤の詳細 FEM モデルの境界に食い違

いの弾性論によって得られる変位を境界条件として与え，モデル内の岩盤・断層（副断層）の破壊

について評価する方法が発電用原子炉施設の耐震安全性に関する審査やバックチェックの評価にお

いて用いられてきた 62)63)。このような静力学的な解析を用いる場合の課題として，地殻変動と地震

動の重畳の影響および断層の破壊進展過程での周辺への影響の評価が挙げられる 62)。 

この課題解決に向けて動的解析である断層の動力学的破壊シミュレーションの適用が考えられる。

本手法は主に強震動の予測・評価などの地震動シミュレーション手法として開発・発展してきた方

法である。地震動に加えて，近接する断層間での破壊の乗り移りの検討にも用いられている。深度

依存の初期応力，不均一な周辺岩盤，縦ずれ・横ずれ断層が共存する断層配置での破壊の乗り移り

等の複雑な解析条件にも適用されている例えば15)。 

一方，地表断層変位に着目した解析は少ないが，マグニチュードと地表断層変位（主断層）の関

係をデータにより求めた松田式を制約条件として解析パラメータを設定することで，これまでの観

測データと整合的な地表断層変位を得る方法が提案されている 17)。 

ここで，図 2-10 に示すような主断層に一回地震が発生したときの既存の敷地内断層のずれ量を，

三次元モデルを用いて動的に評価するための手順や方法について考えてみる。 

検討の大きな流れとしては，現在，基礎地盤安定解析で実施されているように，建屋近傍に至る

地震波を求め，建屋を含む表層モデルに入射して応答を数値解析するという二段階のステップを踏

む手順が現実的である。主断層が敷地に近い場合，断層の破壊進展過程の影響評価のため，境界の

入射は多点入力とする必要がある。この地震波を求めるためには，断層の動力学破壊シミュレーシ

ョンで用いられる手法等を用いることができる。 

表層モデルについては，砂箱の模型実験のせん断帯の発生・進展を再現する解析ができることが

示されている 43-50)。敷地内断層の所在がはっきりしていて，有限個の亀裂として表現できるという

条件であれば，図 2-11に示すようにFEMのジョイント要素を用いて，地表における食い違い量を，

現状の技術レベルで計算することはできると考えられる。 

地震波を求めかつ対象構造物近傍の応答を求める先進的な手法としては，Quinay. et al.（2013）64)

がある。彼らは，東大・地震研の堀らが開発したマクロ－ミクロ解析コードを用い，京スーパーコ
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ンピュータ上で実施した震源から原子炉建屋までの一体解析について報告している。 

表層モデルの応答を求める数値解析手法としては，このように従来基礎地盤安定解析で用いてき

た FEM 解析手法を利用することができる。計算時間や作業の手間，あるいは用いるプログラムに

よっては新たに付加しなければならない機能がある等の労力がかかり，実際にはこれを実施するこ

とが困難である場合がある。この様な時，FEMの代替手法として，粒子法，個別要素法，差分法等

の解析手法を用いることもできる。 

 

 
図 2-10 主断層に地震が発生した際の敷地内断層の変位を求める解析 

 

           地震（ゆれ，変位） 
解析領域を弾性体とし，敷地内断層を表す亀裂をジョイント要素で表す 

図 2-11 単純な敷地内断層のモデル化 

敷地内断層 

ジョイント要素 

食い違い量 

敷地内断層 

解析領域 

主断層 

地震波 地震波 地震波 想定する地震 

建屋 
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粒子法によれば，地盤モデルの作成等の作業は FEM に比べて容易であり，並列計算に向いてい

ることから計算時間の節約も可能である。MPS 等の粒子法は連続体解析であり，弾性体の挙動は，

精度が若干落ちるものの理論解や FEM と同程度の解を得ることができる 60)。また，種々の力学構

成モデルを取り込むことが可能である。しかし，粒子法は現在のところ一般にはなじみがないので，

単純なモデルの動的計算や FEM 解析との比較や，実験結果との比較等の妥当性の検証が求められ

る。特に，敷地内断層のモデル化（FEMにおけるジョイント要素に対応する部分）を検討する必要

がある。 

個別要素法を利用する場合も，作業の手間と計算時間を節約できるが，粒子は基本的に剛体であ

り，粒子間のばね定数により弾性挙動を表現するなど近似的な計算になる。単純なモデルの動的計

算や FEM 解析との比較，実験結果との比較等の妥当性の検証が必要である。また，敷地内断層の

モデル化（FEMにおけるジョイント要素に対応する部分）を検討する必要がある。 

 

3. 模型実験 

 

3.1 重力場での模型実験 

調査対象の文献 23件の全てが表層モデルを対象としており，断層全体モデルを対象としたものは

なかった。その中でも，地殻上部（厚さ3kmの新第三紀層）を対象としたものは上田（2011）65)の

1件のみで，他の 22件 66-87)は未固結被覆層（土質地盤）と呼ばれる表層地盤を対象としている。岩

盤のモデル化が困難であることと，重力場の模型実験では応力レベルが低く特に粘着性の地盤材料

では相似性が低くなることが原因である。 

しかし，対象を層厚が薄い表層地盤に限定したとしても，模型地盤の 大厚さは2.0mであり（上

田・谷，1999a66)；Tani et al.，199667)），厚さが数メートル以上の実地盤と比較すれば応力レベルは相

当に小さい。そのため，模型地盤には非粘着性の地盤材料として乾燥砂を用いた研究が多い。低拘

束圧下の力学特性に基づいて実験結果を解釈すれば定量的な評価が可能だからである。例外は，軟

弱な粘性土を用いたBray et al.（199368)，1994b70)），間隙水圧の影響を調べるために湿潤砂を用いた

Johansson & Konagai（200671)，200772)），二次元DEM解析の検証のためにアルミ棒を用いた鬼塚ら

（199973)，200074)，200275)，200376)，200477)）である。相似性の観点から実地盤との対応は不明瞭と

なり，実験結果の解釈は定性的なものに限定される。 

検討の対象は，ほとんどが基盤上の表層地盤の変形性状（主にせん断帯の発達）であり，断層変

位対策を対象としたものはMoosavi et al.（2010）78)のみである。基盤（土槽の底面）も地表面も水

平で，模型地盤は均質・一様な一層モデルである。基盤の断層変位の増加に伴い表層地盤の中を地

表面に向かって発達するせん断帯の形状と地表面への到達位置や，その周囲の撓曲の性状等を調べ

ている。 

断層の種類としては，多くの文献（18件）が二次元の平面ひずみ条件となる縦ずれ断層（正断層・

逆断層）を対象としている。この縦ずれ断層については，基盤の断層の角度と表層地盤内部に発達

するせん断帯の形状・位置や発達過程の関係が詳細に調べられている。ほとんどの実験では，矩形
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の土槽の二分割した底盤の片方を準静的に断層面に沿ってスライドさせ，アクリルないしガラスで

製作した側面を通して地盤内部に発達するせん断帯の性状や地盤内部のひずみ分布を観察・計測し

ている。やや特殊な土槽の構造や制御として，Johansson & Konagai（200671)，200772)）は，漏水防止

と側壁面の摩擦除去のために円盤引抜き方式（曲面の鉛直断層）を採用し，太田・アイダン（2004）
79)は，落し戸方式（鉛直断層）を採用して動的な（加速度の）影響を調べた。また，鬼塚ら（199973)，

200074)，200275)，200376)，200477)）は，土槽の底面に設置した土圧計で基盤面上の応力分布を比較し

た。 

一方，横ずれ・斜めずれ断層を対象とする実験に関する文献は 6件と少ない。表層地盤の内部に

発達する三次元の変形性状が複雑で，観察も困難だからである。上田・谷（1994b）80)と谷・小山（2004）
81)は，X 線 CT を用いて表層地盤内部のせん断帯の発達過程を調べているが，観測装置の制約から

小規模な実験（層厚 0.2m まで）に限定される。また小山・谷（2003）82)は，層厚 0.4m までの実験

を行って地表面に発達する網目状のせん断帯を検討している。 

主な知見を以下に述べる。 

砂質土を用いた模型実験では，せん断帯の発達が支配的な現象であり，粒径効果が大きいことが

特徴である（Tani et al.，199667)；Lee & Hamada，200583)）。せん断帯の幅が地盤材料の粒度に依存す

るためである。せん断帯の大局的な形状については，模型地盤の層厚と地盤材料の平均粒径の比の

影響を余り受けないことが示されている。しかし，その詳細な形状（分岐等の複雑さの程度）や地

表にせん断帯が到達するのに必要な基盤の断層変位と層厚の比については，小規模な模型実験では

粒径効果が大きく実地盤との対応がつかない。そのため，大規模な実験を行った電中研の結果（上

田・谷，1999ab66)80)）が も精度と信頼性が高い。一方，拘束圧の影響もダイレイタンシー特性の

観点から重要であり，重力場と遠心場の実験を比較した研究も行われている（Stone & Wood，

199284)；Lee & Hamada，200583)）。 

粘性土を用いた模型実験では，上述したように，相似性が低いので知見は定性的なものに限定さ

れる。Bray et al.（199368)，1994b70)）は，粘性土の破壊ひずみが表層地盤の変形性状に及ぼす影響が

大きいことが指摘している。 

今後の課題を以下に論じる。 

堆積軟岩を対象とした上田（2011）65)を除いて，既往の研究は均質・一様な土質地盤を対象とし

ていたが，原子力施設は原則として岩盤に設置されている。しかし，岩盤では，有効な粘着力（固

結力）を有するので重力場の実験では相似性が問題となることと，力学挙動にとって支配的な不連

続面のモデル化が困難であることに留意する必要がある。岩盤の不連続性を考慮すると，縦ずれ断

層であっても表層の変形性状は三次元となるので境界条件の設定や計測・観測も容易ではない。模

型地盤の作製，載荷装置，計測等を考慮すると，相似性を満足する模型実験を重力場で実施するこ

とは極めて困難であろう。代替となる検討方法としては，遠心載荷実験も考えられるが，重力場で

は部分実験を工夫することも考えられる。岩盤内部の一定の応力場ないし変形場にあるマスとして

の領域を想定した試験体に対して，せん断変位を与える大規模な載荷実験である。この実験を対象

に検証された数値モデルを用いて，表層モデルの数値実験を行うという方針である。 
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構造物の影響や対策に関する検討も少なく，基礎の影響を調べた 1 件（Moosavi et al.，2010）78)

しかない。原子力施設は大規模かつ剛な構造物が多く，不連続面の密度や分布によっては表層の岩

盤の変形性が相対的に高くなり，構造物の影響が無視できない場合もあると推測される。重力場の

模型実験は，相似則の観点からは遠心場の模型実験に劣るが，容易に実施可能であることから，定

性的な傾向を調べるためには有利であろう。特に，構造物の特性，地盤への設置の状況，構造物と

断層の位置関係等によって構造物への影響（損傷の程度等）は非常に多様となると想定されるので，

これらの特性を適切に工夫してモデル化した実験は対策工法の技術開発に重要である。免変位や制

変位等の多様な対策技術について，その効果やメカニズムの検討が進むことを期待したい。 

 

3.2 遠心力場での模型実験 

遠心力模型実験を行う意義の一つは，実物と等価な自重応力状態を再現できることである。重力

場（1G場）で小型断層模型実験を行う場合，実スケールでの自重応力を再現できないことが問題と

なる。地盤材料のせん断強度特性（粘着力とせん断抵抗角）の観点から見ると，同じサイズの模型

実験において，1G 場では粘着力が支配的になり，100G の遠心力場ではせん断抵抗角が支配的にな

る傾向がある。以上のような観点から，遠心力場での断層模型実験が行われてきた。ここでは，合

計 10件の関連する論文を調査した。 

Roth et al.（1998）88)は遠心力場での断層模型実験に関する先駆的な研究を行った。逆断層上の沖

積層の破壊形態に対して，断層変位速度と表層地盤の力学特性の影響について検討している。Lee 

and Hamada（2005）83)は 1G 場および遠心力場において縦ずれ断層上の砂地盤の破壊形態を検討し

ている。Anastasopoulos et al.（2007）47)は，欧州QUAKERプロジェクトにおいて，地表地震断層に

よる被害の現地調査，遠心力模型実験，FEMによる数値解析により，地盤の断層による破壊と構造

物の相互作用に関する研究を実施した。模型実験において，地盤のみのモデルと基礎を配置したモ

デルを共に実施し，その影響を調べた。模型実験は英国Dundee 大学の遠心力載荷装置を用い，正・

逆断層の二次元平面ひずみ実験を実施している。実験結果は数値解析手法の検証に用いられた。一

連の検討により，地表地震断層の破壊経路はその上に存在する構造物の影響を強く受けることが示

された。連続した剛な基礎を持つ重い構造物の場合，破壊は方向転換し，その構造物の直下を避け

る。その結果，基礎の回転が発生するが，多くの場合構造は健全である。一方で，フーチングや杭

基礎の場合は，破壊の方向転換はあまり起こらず，フーチングや杭頭基礎に地表断層が現れる可能

性が高い。Bransby et al.（2008a，2008b）89)90)は，図2-12に示す上記のQUAKERプロジェクトで実

施された正断層および逆断層の模型実験（浅部基礎との相互作用を含む）の詳細について報告して

いる。Loli et al.（2012）91)は正断層と剛なケーソン基礎の相互作用メカニズムについて，実験と数

値解析両方を用いた総合的な検討を実施した。Ng et al.（2012）92)は，地盤の固結と断層変位以前か

らの不連続面の存在に着目した。未固結粘土および固結粘土地盤（既存破壊面の有・無）での正断

層の破壊進展について検討した。遠心力断層模型実験では地表面の変形を測定しており，数値解析

手法の検証のためにも用いられている。地表面変位量についても検証された数値解析手法であれば

実際の問題にも適用できると考えられる。ただし，原子力施設の場合は基本的に岩盤上に建設され
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ており，既存の不連続面の影響が大きいが，実験条件は比較的未固結な地盤に限定されている。地

盤の固結度や既存不連続面に着目した事例 92)もあったがまだ少数である。また，調べた範囲では基

盤の断層は縦ずれ断層に限定されている。 

地表部の断層変位とは異なりより大きなスケールとなるが，褶曲構造，衝上断層の形成について

遠心力模型実験で検討されている 93) 94) 95)。 

 

 

図2-12 遠心模型実験（左：正断層 89)，右：逆断層 90)） 

 

4. まとめ 

 

現状の技術レベルが断層変位による原子力施設への影響を評価，すなわち実務へ適用できるレベ

ルに至っているかどうかという視点で，原子力に限らず幅広く現状の断層変位及びその施設への影

響を評価するための数値解析及び模型実験に関する文献を調査した。 

既設発電所の重要施設の直下にある断層に関しては，新規制基準の施行前から問題となっている

敷地内断層に関して，断層自らが活動して地震を起こす「活断層」である可能性は限りなく低いと

判断されるが，周辺の活断層が活動し地震動や地殻変動を引き起こすことによって，着目する断層

が受動的に変位する可能性については，従来実施されている地震動によって断層等の弱面を含む地

盤の支持機能に影響が生じるかどうかの検討・評価技術をベースとして，変位を大きめに見積もる

ように保守的にモデル化し，有効な解析手法を用いることで，断層の変位量を評価することや，断
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層の変位による施設への影響を評価することが可能となる場合が十分ありうると考えられる。 

また，一般施設に関しては断層の分布・性状などが十分な精度では把握されていないこともある

が，原子力施設では計画段階から綿密な地質・地質構造調査が実施され重要な施設の直下及び敷地

内外の断層等を含めた地盤の状況が一般施設に比べて高精度で把握されている特徴がある。さらに，

旧耐震設計審査指針に基づいて設計された耐震重要施設は岩盤に設置されていることも大きな特

徴である。このように，境界条件や地盤条件が明確になっているという点も解析結果の信頼性を高

める上で，重要なポイントであると言えよう。 

地震動によって断層等の弱面を含む地盤の評価検討においても，弱面の強度は周辺岩盤に比して

低いことから大きな地震動によって容易に破壊する可能性がある。このような観点からすれば，例

えば文献 62)のような方法で，断層変位量と重要施設に及ぼす影響の関係を調べておくことは重要で

あると考えられる。 

断層変位を模擬した模型実験は，明確な境界条件と材料特性のもとで断層挙動をシミュレートで

きる利点があり，重力場および遠心場で幾つもの実施例があった。重力場の実験はすべて縮小模型

を用いて実施されており，実地盤に比べて応力レベルがかなり低く，せん断帯の発達過程の監察や

構造物への影響の把握など定性的な検討に用いられることがほとんどで，数値解析との比較はほと

んど行われていなかった。一方，遠心模型実験は実地盤の拘束応力を再現できるため，数値解析の

妥当性の検証に用いられた事例が幾つか示された。しかし，模型実験では，岩盤の不連続性や強度

特性，実地盤の不均一性を精緻にモデル化した検討は難しい。一方，実地震による地表断層や地盤

変形は，実地盤の不均質性や岩盤・断層の力学特性，境界条件を反映した結果である。現地調査で

得られる情報は限られるが，数値解析を実施し比較することができる。 

調査した数値解析手法の中には，従来法より格段に前進しているものも多い。このような手法を

用いればより高度な検討が可能であろう。こういった解析手法を実務に適用するにあたっては，数

値解析結果と理論解の比較による検証（Verification），模型実験及び実地震における地表地震断層等

の観測結果との比較による妥当性検討（Validation）が重要である。地震時の断層および周辺地盤の

挙動に対する数値解析技術の信頼性を高めるには，模型実験や実地盤（地表地震断層）のいずれか

を対象とした単発的な比較検証では必ずしも十分でなく，数値解析と模型実験，現地計測が三位一

体となった総合的な比較検証が肝要である。地表地震断層はいつ発生するか分からないので，予め

詳細に調査した岩盤においてせん断破壊現象を大規模な現場載荷実験により人工的に発生させて，

数値解析の妥当性を検証することも考えられる。どのような境界条件や載荷の形態とするか，コス

トの問題も含めて課題は多いが，一考に値する。小寸法の供試体を用いた岩石あるいは大寸法の供

試体を用いた岩の変形・破壊挙動を詳細に観察できる三軸試験や平面ひずみ試験等の室内試験と構

成関係の比較することで検証を行うことも考えられる。 
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、

断
層

の
不

連
続

を
超

え
て

破
壊

の
進

展
は

２
つ

の
異

な
っ

た
モ

デ
ル

で
劇

的
に

異
な

る
こ

と
を

示
す

。
断

層
不

連
続

を
越

え
て

破
壊

が
進

展
す

る
３

つ
の

要
因

と
し

て
、

２
つ

の
断

層
の

上
端

深
さ

、
最

初
の

断
層

の
端

部
の

位
置

、
２

つ
の

断
層

の
配

置
を

見
出

し
た

。
こ

れ
ら

の
要

因
は

、
２

つ
め

の
断

層
へ

の
破

壊
の

乗
り

移
り

の
時

間
お

よ
び

位
置

に
よ

っ
て

決
定

さ
れ

る
。

3 （
断

層
の

平
行

配
置

お
よ

び
直

交
配

置
モ

デ

ル
）

4 （
す

べ
り

弱
化

摩
擦

則
）

5,
 6

, 7
（
平

行
配

置
お

よ
び

直
交

配
置

モ
デ

ル

に
よ

る
破

壊
伝

播
の

結
果

）

表
1 （

計
算

条
件

）

15
加

瀬
祐

子
20

02
数

値
解

析
運

動
方

程
式

弾
性

体
/
す

べ
り

弱
化

横
ず

れ
断

層
/
吸

収
境

界
条

件
差

分
法

断
層

間
の

破
壊

乗
り

移
り

に
つ

い
て

、
初

期
応

力
と

し
て

深
度

依
存

を
考

慮
す

る
こ

と
に

よ
り

、
地

震
観

測
記

録
に

お
け

る
現

象
の

説
明

が
可

能
と

な
っ

た
。

図
１

（
解

析
モ

デ
ル

）
、

図
4
（
破

壊
伝

播
の

様
子

）

16
壇

一
男

, 武
藤

真
奈

美
, 鳥

田
晴

彦
, 大

橋
泰

裕
, 加

瀬
祐

子
20

07
数

値
解

析
運

動
方

程
式

弾
性

体
/
す

べ
り

弱
化

横
ず

れ
断

層
/

差
分

法

「
①

第
2 断

層
と

の
離

隔
距

離
」
「
②

す
べ

り
弱

化
則

（
強

度
超

過
SE

）
」
「
③

断
層

間
の

非
活

動

域
（
破

壊
せ

ず
応

力
上

昇
す

る
区

間
）
」
「
④

第
2 断

層
と

の
走

向
差

」
「
⑤

第
2 断

層
の

ス
テ

ッ

プ
」
に

つ
い

て
パ

ラ
ス

タ
を

実
施

し
、

断
層

の
連

動
破

壊
の

し
易

い
条

件
に

つ
い

て
傾

向
を

把
握

し
た

。

図
3
（
基

本
モ

デ
ル

）
、

図
7
～

1
3
（
パ

ラ
ス

タ
イ

メ
ー

ジ
）

17
入

江
紀

嘉
, 

壇
一

男
, 

生
玉

真
也

, 
入

倉
孝

次
郎

20
10

数
値

解
析

運
動

方
程

式
非

線
形

弾
性

/
す

べ
り

弱
化

横
ず

れ
断

層
/

有
限

差
分

法

従
来

の
強

震
動

予
測

の
た

め
の

震
源

断
層

モ
デ

ル
を

、
さ

ら
に

物
理

的
に

整
合

す
る

モ
デ

ル
に

改
良

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
、

地
中

震
源

断
層

と
地

表
地

震
断

層
を

記
述

す
る

各
断

層
パ

ラ
メ

ー
タ

間
の

理
論

的
関

係
式

と
経

験
的

関
係

式
を

拘
束

条
件

と
し

た
動

力
学

的
断

層
破

壊
モ

デ
ル

の
構

築
方

法
を

提
案

し
た

。

図
2
（
パ

ラ
メ

ー
タ

算
定

の
流

れ
）
、

図
3
動

力
学

的
破

壊
モ

デ
ル

の
形

状

18
A

nd
re

w
s,

 D
. J

. a
nd

 B
ar

al
l, 

M
.

20
11

数
値

計
算

運
動

方
程

式
す

べ
り

弱
化

摩
擦

則

横
ず

れ
断

層
（
傾

斜
角

90
°

）
有

限
差

分
法

初
期

応
力

を
規

定
す

る
手

順
を

示
す

。
応

力
関

数
は

、
地

震
発

生
領

域
の

基
礎

の
不

安
定

－
延

性
の

移
行

に
従

っ
て

深
度

方
向

の
次

元
に

よ
っ

て
修

正
さ

れ
る

。
応

力
降

下
の

自
己

相
似

変
化

は
、

本
研

究
に

お
い

て
破

壊
長

を
決

定
す

る
長

波
長

応
力

変
化

に
結

び
付

け
ら

れ
る

。
不

均
質

応
力

は
、

物
理

的
概

念
を

モ
デ

ル
を

関
連

づ
け

る
た

め
に

摩
擦

の
大

き
さ

と
関

係
が

あ
る

。

1 （
深

度
方

向
の

初
期

応
力

お
よ

び
応

力
降

下
量

の
設

定
）

19
U

ra
ta

, Y
., 

K
ug

e,
 K

. a
nd

 K
as

e,
 Y

.
20

12
数

値
計

算
運

動
方

程
式

す
べ

り
弱

化
摩

擦
則

横
ず

れ
断

層
有

限
差

分
法

２
つ

の
傾

斜
角

90
° の

断
層

セ
グ

メ
ン

ト
間

の
動

的
破

壊
進

展
に

関
す

る
温

度
影

響
(T

P)
を

検
討

し
た

。
T

P に
応

じ
て

幅
の

広
い

ス
テ

ッ
プ

を
破

壊
が

乗
り

移
り

、
ま

た
最

初
の

断
層

の
T

P は
深

い

位
置

で
の

破
壊

の
乗

り
移

り
を

可
能

に
す

る
こ

と
を

示
す

。
深

度
依

存
の

応
力

の
下

で
は

、
T

P
は

深
い

位
置

で
幅

の
広

い
ス

テ
ッ

プ
オ

ー
バ

ー
で

破
壊

が
乗

り
移

る
こ

と
が

可
能

で
あ

る
こ

と
を

示
す

。
仮

に
T

P が
断

層
に

影
響

を
与

え
る

な
ら

ば
、

断
層

配
置

の
ほ

か
に

水
の

拡
散

係
数

が
、

断
層

不
連

続
で

の
破

壊
進

展
の

特
性

を
強

く
制

御
可

能
に

す
る

。

1 （
断

層
の

平
行

配
置

モ
デ

ル
）

2 （
す

べ
り

弱
化

摩
擦

則
）

3,
 8

（
T

P の
有

無
に

よ
る

断
層

伝
播

の
結

果
）

表
1 （

計
算

条
件

）

D
al

gu
er

, L
. A

. a
nd

 D
ay

, S
. M

.
20

07
数

値
計

算
運

動
方

程
式

す
べ

り
弱

化
摩

擦
則

横
ず

れ
断

層
（
傾

斜
角

90
°

）
有

限
差

分
法

任
意

の
破

壊
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

の
た

め
の

tr
ac

tio
n-

at
-s

pl
it-

no
de

法
を

速
度

－
応

力
ス

タ
ッ

ガ
ー

ド
グ

リ
ッ

ド
FD

M
に

適
用

し
た

。
結

果
と

し
て

ス
タ

ッ
ガ

ー
ド

グ
リ

ッ
ド

sp
lit

ノ
ー

ド
(S

G
SN

) 法
は

、
破

壊
時

間
、

最
終

す
べ

り
量

お
よ

び
ピ

ー
ク

す
べ

り
速

度
メ

ト
リ

ク
ス

に
関

係
の

あ
る

収
束

割
合

を
有

し
、

部
分

的
な

ス
タ

ッ
ガ

ー
ド

sp
lit

-n
od

e コ
ー

ド
(D

FM
) お

よ
び

境
界

積
分

法
の

両

方
の

一
致

す
る

割
合

が
極

め
て

類
似

し
て

い
る

。
粘

着
域

の
中

間
解

が
4.

4 グ
リ

ッ
ド

点
で

あ
る

場
合

、
SG

SN
法

は
（
エ

ラ
ー

が
標

準
解

に
お

け
る

不
確

か
さ

に
匹

敵
す

る
と

い
う
意

味
で

）
極

め

て
正

確
な

解
を

与
え

る
。

他
の

グ
リ

ッ
ド

形
式

お
よ

び
他

の
断

層
不

連
続

の
近

似
の

既
往

の
結

果
と

比
較

し
て

、
SG

SN
の

結
果

に
よ

れ
ば

、
任

意
の

破
壊

問
題

の
FD

M
解

で
の

正
確

さ
は

、

主
に

断
層

不
連

続
を

表
現

す
る

た
め

に
用

い
た

ス
キ

ー
ム

に
よ

っ
て

支
配

さ
れ

、
ま

た
連

続
体

を
表

現
す

る
た

め
に

用
い

た
グ

リ
ッ

ド
配

置
に

は
比

較
的

鈍
感

で
あ

る
こ

と
を

示
し

て
い

る
。

1 （
ス

タ
ッ

ガ
ー

ド
格

子
の

説
明

）

2 （
断

層
モ

デ
ル

）

4,
 5

, 6
, 7

, 9
（

D
FM

と
SG

SN
の

計
算

結
果

の

比
較

）

表
１

( 計
算

条
件

）
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文
献

調
査

の
整

理
表

2
.2

.2
(2

)（
断

層
全

体
モ

デ
ル

、
動

的
B
E
M

）

N
o.

著
者

年
種

別
場

の
方

程
式

材
料

/
断

層
の

構
成

則
境

界
条

件
数

値
計

算
手

法
重

要
な

成
果

重
要

な
図

面

2
T

ad
a,

 T
.

20
09

数
値

解
析

境
界

積
分

方
程

式
線

形
弾

性
/
す

べ
り

弱
化

摩
擦

則

縦
ず

れ
・
横

ず
れ

断

層
/
全

無
限

体
・
半

無
限

体
境

界
要

素
法

無
限

弾
性

体
中

の
破

壊
進

展
問

題
を

解
く

た
め

の
境

界
積

分
方

程
式

を
体

系
的

に
提

示
し

た
。

２
次

元
・
３
次

元
及

び
平

面
・
曲

面
の

断
層

に
対

す
る

解
法

を
示

し
，

さ
ら

に
半

無
限

媒
質

へ
の

展
開

等
に

つ
い

て
示

し
た

。

3
A

oc
hi

, H
. ,

 M
ad

ar
ia

ga
, R

. a
nd

 F
uk

uy
am

a,
 E

.
20

02
数

値
解

析
境

界
積

分
方

程
式

線
形

弾
性

/
す

べ
り

弱
化

摩
擦

則

横
ず

れ
断

層
/
全

無

限
体

境
界

要
素

法

平
面

の
組

合
せ

で
構

成
さ

れ
た

Y
字

型
の

分
岐

形
状

を
も

つ
３
次

元
横

ず
れ

断
層

上
の

経
路

選
択

と
破

壊
範

囲
を

，
初

期
応

力
の

向
き

，
摩

擦
係

数
，

断
層

間
の

離
隔

に
着

目
し

て
分

析
し

た
。

連
続

し
た

断
層

面
上

の
破

壊
進

展
に

は
破

壊
フ

ロ
ン

ト
の

せ
ん

断
応

力
が

支
配

的
で

有
る

の
に

対
し

，
不

連
続

な
断

層
間

の
破

壊
の

乗
り

移
り

に
は

法
線

応
力

を
含

め
た

ク
ー

ロ
ン

応
力

が
関

係
す

る
こ

と
を

示
し

た
。

F
ig

.9
,1

2 （
連

続
／

不
連

続
断

層
上

の
破

壊
進

展
）

4
K

am
e,

 N
., 

R
ic

e,
 J

. R
. a

nd
 D

m
ow

sk
a,

 R
.

20
03

数
値

解
析

境
界

積
分

方
程

式
線

形
弾

性
/
す

べ
り

弱
化

摩
擦

則

横
ず

れ
断

層
/
全

無

限
体

境
界

要
素

法
屈

曲
・
分

岐
し

た
２
次

元
横

ず
れ

断
層

上
の

経
路

選
択

と
破

壊
範

囲
を

，
初

期
応

力
の

向
き

，
破

壊
伝

播
速

度
，

分
岐

断
層

の
角

度
と

の
関

係
に

着
目

し
て

整
理

し
た

。
カ

リ
フ

ォ
ル

ニ
ア

や
南

海
ト
ラ

フ
で

過

去
に

発
生

し
た

地
震

で
の

破
壊

経
路

と
調

和
的

で
あ

る
と

し
た

。

F
ig

.9
～

1
3
（
解

析
条

件
と

破
壊

範
囲

の
関

係
）

20
F

uk
uy

am
a,

 E
. a

nd
 M

ad
ar

ia
ga

, R
.

19
98

数
値

解
析

境
界

積
分

方
程

式

線
形

弾
性

/
す

べ
り

弱
化

ま
た

は
速

度
弱

化
摩

擦
則

縦
ず

れ
・
横

ず
れ

断

層
/
深

度
非

依
存

応
力

/
全

無
限

体
境

界
要

素
法

無
限

弾
性

体
中

に
置

か
れ

た
３
次

元
的

な
平

面
断

層
上

に
お

け
る

自
発

的
破

壊
進

展
問

題
に

対
す

る
境

界
積

分
方

程
式

を
提

示
し

，
摩

擦
構

成
則

に
よ

る
挙

動
の

違
い

を
比

較
し

た
。

F
ig

.7
,8

（
摩

擦
構

成
則

に
よ

る
変

位
、

応
力

等
の

比
較

）

21
F

uk
uy

am
a,

 E
. a

nd
 M

ik
um

o,
 T

.
20

06
数

値
解

析
境

界
積

分
方

程
式

線
形

弾
性

/
す

べ
り

弱
化

摩
擦

則

横
ず

れ
断

層
/
全

無

限
体

境
界

要
素

法

３
次

元
境

界
積

分
方

程
式

法
を

18
91

年
濃

尾
地

震
に

適
用

し
，

応
力

場
と

破
壊

範
囲

の
関

係
を

考
察

し
た

。
東

西
圧

縮
場

を
仮

定
す

れ
ば

，
北

部
の

根
尾

谷
断

層
か

ら
進

展
し

た
破

壊
は

，
地

表
地

震
断

層
を

伴
っ

た
南

東
部

の
梅

原
断

層
だ

け
で

は
な

く
，

伏
在

断
層

の
存

在
が

提
案

さ
れ

て
い

る
南

西
部

の

岐
阜

−
一

宮
線

に
も

進
展

す
る

こ
と

が
明

ら
か

と
な

っ
た

。

F
ig

.4
（
破

壊
進

展
の

ス
ナ

ッ
プ

シ
ョ
ッ

ト
）

22
A

oc
hi

, H
. a

nd
 F

uk
uy

am
a,

 E
.

20
02

数
値

解
析

境
界

積
分

方
程

式

線
形

弾
性

/
深

度
依

存
応

力
/
す

べ
り

弱
化

摩
擦

則

斜
め

ず
れ

断
層

/
半

無
限

体
境

界
要

素
法

断
層

配
置

と
応

力
場

を
再

現
し

，
19

92
年

ラ
ン

ダ
ー

ス
地

震
の

破
壊

伝
播

過
程

を
境

界
積

分
方

程
式

法
で

解
析

し
た

。
破

壊
範

囲
や

す
べ

り
量

分
布

の
パ

タ
ー

ン
は

よ
く

再
現

で
き

て
お

り
，

水
平

方
向

の

不
均

質
性

は
重

要
で

な
い

こ
と

が
示

唆
さ

れ
た

。
さ

ら
に

，
断

層
近

傍
の

地
震

動
を

観
測

と
比

較
し

た
と

こ
ろ

，
変

動
パ

タ
ー

ン
は

整
合

的
で

あ
っ

た
。

F
ig

.5
( 初

期
条

件
の

鉛
直

分
布

）
，

F
ig

.6
（
断

層
面

上
の

応
力

変
化

）
，

F
ig

.9
（
地

震
動

の
比

較
）

23
H

ok
, S

. a
nd

 F
uk

uy
am

a,
 E

.
20

10
数

値
解

析
境

界
積

分
方

程
式

線
形

弾
性

/
す

べ
り

弱
化

摩
擦

則

斜
め

ず
れ

断
層

/
半

無
限

体
境

界
要

素
法

3
次

元
境

界
積

分
方

程
式

法
を

半
無

限
媒

質
に

適
用

す
る

た
め

の
定

式
化

を
示

し
，

2
0
0
8
年

岩
手

・
宮

城
内

陸
地

震
に

適
用

し
た

。
得

ら
れ

た
地

震
動

は
離

散
化

波
数

法
に

よ
る

結
果

と
整

合
し

た
。

自
由

表

面
の

効
果

を
考

慮
し

な
い

全
無

限
の

モ
デ

ル
で

は
，

地
表

付
近

の
応

力
降

下
や

破
壊

エ
ネ

ル
ギ

ー
が

過
大

評
価

と
な

る
こ

と
が

わ
か

っ
た

。

T
ab

le
.1

（
全

無
限

と
半

無
限

の
応

力
降

下
量

等
の

比
較

）

24
K

am
e,

 N
. a

nd
 Y

am
as

hi
ta

, T
.

19
99

数
値

解
析

境
界

積
分

方
程

式
線

形
弾

性
横

ず
れ

断
層

/
全

無

限
体

境
界

要
素

法
２
次

元
横

ず
れ

問
題

に
対

し
，

あ
ら

か
じ

め
断

層
を

設
定

す
る

こ
と

な
く

亀
裂

の
先

端
が

自
発

的
に

破
壊

面
を

選
択

す
る

よ
う
，

境
界

積
分

方
程

式
法

を
拡

張
し

た
。

均
質

媒
質

，
一

様
応

力
場

を
仮

定
し

て
も

，

亀
裂

先
端

部
の

応
力

変
化

に
よ

り
断

層
が

屈
曲

し
な

が
ら

成
長

す
る

こ
と

を
示

し
た

。

F
ig

.5
( 初

期
条

件
）
，

F
ig

.9
（
亀

裂
成

長
の

ス
ナ

ッ

プ
シ

ョ
ッ

ト
）

25
K

am
e,

 N
., 

an
d 

Y
am

as
hi

ta
, T

.
20

03
数

値
解

析
境

界
積

分
方

程
式

線
形

弾
性

横
ず

れ
断

層
/
全

無

限
体

境
界

要
素

法

２
次

元
横

ず
れ

問
題

に
対

し
，

あ
ら

か
じ

め
断

層
を

設
定

す
る

こ
と

な
く

亀
裂

の
先

端
が

自
発

的
に

破
壊

面
を

選
択

す
る

よ
う
，

境
界

積
分

方
程

式
法

を
拡

張
し

た
。

摩
擦

や
場

の
応

力
の

条
件

に
応

じ
，

亀
裂

の
先

端
は

２
方

向
に

均
等

に
分

岐
し

た
り

，
非

対
称

に
成

長
す

る
こ

と
を

示
し

た
。

分
岐

し
た

亀
裂

の
す

べ
り

速
度

は
速

く
な

い
た

め
，

分
岐

を
考

慮
し

な
い

モ
デ

ル
と

の
比

較
で

は
，

得
ら

れ
る

地
震

動
の

差
は

大
き

く
な

い
こ

と
が

わ
か

っ
た

。

F
ig

.4
( 条

件
と

亀
裂

成
長

パ
タ

ー
ン

の
関

係
）
，

F
ig

.6
（
分

岐
を

考
慮

し
な

い
モ

デ
ル

と
の

地
震

動

の
比

較
）

26
K

am
e,

 N
. a

nd
 K

us
ak

ab
e,

 T
.

20
12

数
値

解
析

境
界

積
分

方
程

式
線

形
弾

性
（
成

層
構

造
）

縦
ず

れ
断

層
/
半

無
限

体
拡

張
境

界
要

素
法

境
界

積
分

方
程

式
を

，
成

層
構

造
を

も
つ

媒
質

に
拡

張
し

た
E

xt
en

de
d 

B
IE

M
 (

X
B

IE
M

) を
提

案
し

，

縦
ず

れ
問

題
に

対
す

る
定

式
化

を
示

し
た

。
層

間
に

断
層

面
を

設
定

し
た

と
き

の
破

壊
進

展
問

題
に

適
用

し
，

理
論

解
と

整
合

す
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

F
ig

.2
( 例

題
の

設
定

）
，

F
ig

.3
（
理

論
解

と
の

比

較
）

27
G

ot
o,

H
., 

R
am

ír
ez

-G
uz

m
án

, L
. a

nd
 B

ie
la

k,
 J

.
20

10
数

値
解

析
境

界
積

分
方

程
式

／
運

動
方

程
式

非
線

形
弾

性
（
成

層

構
造

）

縦
ず

れ
・
横

ず
れ

断

層
/
半

無
限

体

境
界

要
素

法
＋

有
限

要
素

法

境
界

積
分

方
程

式
法

に
F
E
M

を
組

み
合

わ
せ

る
こ

と
に

よ
り

，
不

均
質

媒
質

へ
の

適
用

を
可

能
と

し
た

B
D

M
(B

o
u
n
d
ar

y
/
D

o
m

ai
n
 M

e
th

o
d
)を

提
示

し
，

成
層

地
盤

を
仮

定
し

た
例

題
に

適
用

し
た

。
F

ig
.8

（
F
D

M
の

概
念

図
）
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文
献

調
査

の
整

理
表

2
.2

.2
(2

)（
断

層
全

体
モ

デ
ル

、
動

的
F

E
M

）

N
o.

著
者

年
種

別
場

の
方

程
式

材
料

/
断

層
の

構
成

則
境

界
条

件
数

値
計

算
手

法
重

要
な

成
果

重
要

な
図

面

28
A

ag
aa

rd
, B

. T
., 

A
nd

er
so

n,
 G

. a
nd

 H
ud

nu
t, 

K
. W

.
20

04
数

値
解

析
運

動
方

程
式

線
形

弾
性

/
す

べ
り

・
す

べ
り

速
度

弱
化

摩
擦

則

横
ず

れ
・
逆

断
層

/
深

度
依

存
応

力
/

粘
性

境
界

有
限

要
素

法

D
en

al
i 断

層
地

震
（

20
02

）
の

数
値

解
析

に
よ

り
Su

si
tn

a 氷
河

断
層

（
逆

断
層

）
か

ら
D

en
el

i 断
層

（
横

ず
れ

断
層

）
へ

の
破

壊
の

乗
り

移
り

を
再

現
し

た
。

応
力

テ
ン

ソ
ル

の
調

整
に

よ
り

す
べ

り
方

向
の

フ
ィ

ッ
テ

ィ
ン

グ
を

実
施

し
た

。

4 （
破

壊
の

進
展

・
乗

り
移

り
）

, 6
（
主

応
力

方

向
の

影
響

）

29
A

nd
er

so
n,

 G
., 

A
ag

aa
rd

, B
. a

nd
 H

ud
nu

t, 
K

.
20

03
数

値
解

析
運

動
方

程
式

線
形

弾
性

/
す

べ
り

・
す

べ
り

速
度

弱
化

摩
擦

則

横
ず

れ
・
逆

断
層

/
深

度
依

存
応

力
/

粘
性

境
界

有
限

要
素

法
南

カ
リ

フ
ォ

ル
ニ

ア
の

横
ず

れ
・
逆

断
層

系
に

お
け

る
断

層
の

相
互

作
用

に
関

し
て

静
的

（
食

い
違

い
論

）
お

よ
び

動
的

数
値

解
析

に
よ

る
検

討
を

実
施

し
た

。
破

壊
の

乗
り

移
り

が
発

生
し

，
大

地
震

が
発

生
す

る
可

能
性

が
大

き
い

震
源

位
置

に
つ

い
て

言
及

し
て

い
る

．

2,
 3

（
破

壊
進

展
の

解
析

結
果

）

30
A

ag
aa

rd
, B

. T
., 

H
al

l, 
J.

 F
. a

nd
 H

ea
to

n,
 T

. H
.

20
04

数
値

解
析

運
動

方
程

式
線

形
弾

性
/
す

べ
り

量
履

歴
横

ず
れ

・
逆

断
層

/
-
/
粘

性
境

界
有

限
要

素
法

5 種
類

の
断

層
配

置
に

対
し

て
、

傾
斜

角
と

レ
イ

ク
角

を
種

々
に

組
み

合
わ

せ
た

解
析

を
実

施

し
，

せ
ん

断
波

の
指

向
性

が
強

く
な

る
条

件
を

示
し

た
。

16
（
せ

ん
断

波
の

指
向

性
に

関
す

る
ま

と
め

）

31
A

ag
aa

rd
, B

. T
. a

nd
 H

ea
to

n,
 T

. H
.

20
04

数
値

解
析

運
動

方
程

式
線

形
弾

性
/
す

べ
り

量
履

歴
横

ず
れ

/
-
/
粘

性
境

界
有

限
要

素
法

横
ず

れ
断

層
で

の
M

7.
4 の

地
震

時
の

長
周

期
の

震
源

近
傍

の
地

表
地

震
動

に
つ

い
て

シ
ミ

ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

に
よ

る
検

討
を

実
施

し
，

破
壊

進
展

速
度

と
指

向
性

と
の

関
係

を
示

し
た

。

5,
 6

, 7
（
各

ケ
ー

ス
の

解
析

結
果

，
地

表
で

の

最
大

変
位

、
最

大
変

位
速

度
）

32
B

ar
al

l, 
M

.
20

09
数

値
解

析
運

動
方

程
式

線
形

弾
性

/
す

べ
り

弱
化

摩
擦

則
・
速

度
状

態
摩

擦
則

横
ず

れ
・
逆

断
層

/
深

度
依

存
応

力
/
-

有
限

要
素

法
二

重
グ

リ
ッ

ド
法

を
用

い
た

有
限

要
素

法
に

よ
り

断
層

破
壊

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

を
高

速
に

実
現

す
る

手
法

を
提

示
し

た
。

SC
EC

/U
SG

S の
検

証
問

題
や

H
ay

w
ar

d 断
層

へ
の

適
用

結
果

を
示

し
た

。

1,
 2

（
通

常
の

メ
ッ

シ
ュ

と
二

重
グ

リ
ッ

ド
法

を
用

い
た

メ
ッ

シ
ュ

）

33
D

e 
D

on
te

y,
 N

., 
R

ic
e,

 J
. R

. a
nd

 D
m

ow
sk

a,
 R

.
20

12
数

値
解

析
運

動
方

程
式

弾
塑

性
/
す

べ
り

弱
化

摩
擦

則

横
ず

れ
/
深

度
非

依
存

応
力

/
粘

性
境

界
有

限
要

素
法

二
次

元
解

析
に

よ
り

断
層

の
分

岐
部

の
挙

動
に

つ
い

て
考

察
し

た
。

弾
性

地
盤

で
は

開
口

が
発

生
す

る
の

に
対

し
て

，
弾

塑
性

地
盤

で
は

開
口

は
抑

制
さ

れ
る

こ
と

を
示

し
た

。

11
（
弾

性
地

盤
と

弾
塑

性
地

盤
で

の
分

岐
部

の
挙

動
の

違
い

）

34
水

本
学

千
，

坪
井

利
弘

，
三

浦
房

紀
20

05
数

値
解

析
運

動
方

程
式

線
形

弾
性

/ 即
時

応

力
降

下

横
ず

れ
・
縦

ず
れ

/
深

度
依

存
応

力
/ 粘

性
境

界

有
限

要
素

法
三

次
元

解
析

に
よ

り
，

断
層

の
破

壊
方

向
の

変
化

に
よ

る
食

い
違

い
量

、
地

震
波

形
の

違
い

を
調

べ
た

。
ま

た
，

三
次

元
，

二
次

元
の

解
析

結
果

の
比

較
を

行
い

，
そ

の
類

似
性

お
よ

び
違

い
を

検
討

し
た

。

9 （
破

壊
過

程
の

比
較

）
, 1

0 （
加

速
度

，
速

度
，

変
位

波
形

の
比

較
）

35
和

田
一

範
，

後
藤

浩
之

20
10

数
値

解
析

運
動

方
程

式
線

形
弾

性
/ す

べ
り

弱
化

摩
擦

則

二
次

元
面

外
ず

れ
/

深
度

非
依

存
応

力
/

粘
性

境
界

拡
張

有
限

要
素

法

メ
ッ

シ
ュ

分
割

を
断

層
面

に
一

致
さ

せ
る

必
要

が
な

い
と

い
う
特

徴
を

持
つ

X
FE

M
を

用
い

た
断

層
の

動
力

学
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

手
法

を
開

発
し

た
。

B
IE

M
に

よ
る

解
析

の
結

果
と

比
較

し
，

検

証
を

行
っ

た
。

6 （
断

層
と

要
素

配
置

）
, 8

（
す

べ
り

分
布

の
時

間
発

展
）
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文
献

調
査

の
整

理
表

2
.2

.2
(2

)（
断

層
全

体
モ

デ
ル

、
動

的
そ

の
他

）

N
o.

著
者

年
種

別
場

の
方

程
式

材
料

/
断

層
の

構
成

則
境

界
条

件
数

値
計

算
手

法
重

要
な

成
果

重
要

な
図

面

36
H

is
ad

a,
 Y

.
19

94
理

論
解

析
-

-
-

-
粘

弾
性

層
状

半
無

限
地

盤
に

お
い

て
静

的
・
動

的
グ

リ
ー

ン
関

数
か

ら
変

位
お

よ
び

応
力

を
効

率
よ

く
計

算
す

る
た

め
の

解
析

法
を

提
案

し
た

。
永

久
変

位
に

加
え

て
地

震
動

に
よ

る
変

位
履

歴
を

求
め

る
こ

と
が

で
き

る
。

37
D

al
gu

er
, L

. A
., 

Ir
ik

ur
a,

 K
. a

nd
 R

ie
ra

, J
.

20
03

数
値

解
析

運
動

方
程

式

弾
性

・
引

張
破

壊
/

す
べ

り
弱

化
摩

擦
則

横
ず

れ
断

層
/ 深

度

非
依

存
応

力
/-

不
連

続
要

素
法

内
部

引
張

り
き

裂
を

導
入

で
き

る
こ

と
か

ら
不

連
続

要
素

法
（

D
is

ce
te

 e
le

m
en

t m
et

ho
d,

D
EM

）
を

用
い

，
断

層
周

辺
に

発
生

す
る

引
張

り
き

裂
の

分
布

を
求

め
た

。
断

層
上

部
か

ら
の

花
弁

状
構

造
な

ど
が

得
ら

れ
た

。

22
（
引

張
り

き
裂

の
分

布
）

38
D

al
gu

er
, L

. A
., 

M
iy

ak
e,

 H
., 

D
ay

, S
. M

. a
nd

 Ir
ik

ur
a,

 K
.

20
08

数
値

解
析

運
動

方
程

式
線

形
弾

性
/
す

べ
り

弱
化

摩
擦

則

横
ず

れ
断

層
/
深

度
依

存
応

力
/
粘

性
境

界

SG
SN

法
SG

SN
法

に
よ

り
震

源
近

傍
の

地
盤

の
揺

れ
を

シ
ミ

ュ
レ

ー
ト

し
，

地
下

の
地

震
は

地
表

地
震

断

層
を

伴
う
地

震
よ

り
も

高
周

波
の

強
震

動
を

励
起

す
る

と
い

う
観

測
と

一
致

し
た

結
果

を
得

た
。

13
（
地

下
・
地

表
断

層
に

よ
る

強
震

動
）

39
Pe

lti
es

, C
., 

de
 la

 P
ue

nt
e,

 J
., 

A
m

pu
er

o,
 J

.-P
., 

B
ie

tz
ke

, G
. B

.
an

d 
K

äs
er

, M
.

20
12

数
値

解
析

運
動

方
程

式
弾

完
全

塑
性

/
速

度
状

態
依

存
摩

擦
則

横
ず

れ
・
逆

断
層

/
深

度
非

依
存

応
力

/
-

A
ED

R
-D

G
法

複
雑

な
媒

体
、

複
雑

な
断

層
形

状
に

お
い

て
動

的
断

層
破

壊
や

波
動

伝
播

を
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
す

る
た

め
の

正
確

で
効

率
的

な
数

値
解

析
手

法
と

し
て

三
次

元
の

A
ED

R
-D

G
法

を
開

発
し

た
。

SC
EC

/U
SG

S の
公

開
す

る
ベ

ン
チ

マ
ー

ク
問

題
や

19
92

年
ラ

ン
ダ

ー
ス

地
震

を
想

定
し

た

解
析

を
示

し
た

。

8 （
ラ

ン
ダ

ー
ス

地
震

の
解

析
結

果
、

地
表

面

速
度

分
布

）

40
Pe

lti
es

, C
., 

G
ab

rie
l, 

A
.-A

. a
nd

 A
m

pu
er

o,
 J

.-P
.

20
13

数
値

解
析

運
動

方
程

式
線

形
弾

性
/
す

べ
り

弱
化

摩
擦

則
横

ず
れ

断
層

/
深

度
依

存
応

力
/
-

A
ED

R
-D

G
法

A
ED

R
-D

G
法

の
検

証
と

し
て

SC
EC

/U
SG

S の
公

開
す

る
ベ

ン
チ

マ
ー

ク
解

析
に

取
り

組
ん

だ

内
容

を
示

し
て

い
る

。
3 な

ど
（
検

証
解

析
で

の
他

コ
ー

ド
と

の
比

較
）

41
Fä

lth
, B

., 
H

ök
m

ar
k,

 H
. a

nd
 M

un
ie

r, 
R

.
20

10
数

値
解

析
運

動
方

程
式

線
形

弾
性

/
破

壊
開

始
後

の
応

力
履

歴

逆
断

層
/
深

度
依

存
応

力
/
粘

性
境

界

個
別

要
素

法
～

差
分

法
の

弱
連

成

震
源

か
ら

等
速

度
で

破
壊

フ
ロ

ン
ト

が
断

層
面

上
を

進
行

す
る

と
い

う
仮

定
の

も
と

、
断

層
周

辺
の

地
下

50
0m

を
中

心
に

分
布

す
る

破
砕

帯
の

変
位

量
予

測
を

行
っ

た
。

S-
1 （

主
断

層
周

辺
の

破
砕

帯
で

の
変

位
履

歴
）

42

H
ar

ris
, R

. A
., 

B
ar

al
l, 

M
., 

A
rc

hu
le

ta
, R

., 
D

un
ha

m
, E

.,
A

ag
aa

rd
, B

., 
A

m
pu

er
o,

 J
. R

., 
B

ha
t, 

H
., 

C
ru

z-
A

tie
nz

a,
 V

.,
D

al
gu

er
, L

., 
D

aw
so

n,
 P

., 
D

ay
, S

., 
D

ua
n,

 B
., 

El
y,

 G
., 

K
an

ek
o,

Y
., 

K
as

e,
 Y

., 
La

pu
st

a,
 N

., 
Li

u,
 Y

., 
M

a,
 S

., 
O

gl
es

by
, D

.,
O

ls
en

, K
., 

Pi
ta

rk
a,

 A
., 

So
ng

, S
. a

nd
 T

em
pl

et
on

, E
.

20
09

数
値

解
析

-
弾

性
・
弾

塑
性

/ す
べ

り
弱

化
摩

擦
則

・
速

度
状

態
摩

擦
則

横
ず

れ
・
正

断
層

/
深

度
依

存
応

力
/

半
無

限
地

盤
種

々
の

手
法

断
層

の
動

力
学

的
破

壊
進

展
解

析
の

ベ
ン

チ
マ

ー
ク

テ
ス

ト
の

概
要

が
紹

介
さ

れ
て

い
る

。
2 （

ベ
ン

チ
マ

ー
ク

問
題

の
解

析
条

件
）

III-31



文
献

調
査

の
整

理
表

2
.3

（
表

層
モ

デ
ル

）

N
o.

著
者

年
種

別
場

の
方

程
式

材
料

の
構

成
則

境
界

条
件

数
値

計
算

手
法

重
要

な
成

果
重

要
な

図
面

備
考

43
谷

和
夫

19
94

数
値

解
析

非
線

形
弾

塑
性

逆
断

層
を

想
定

し
た

変
位

境
界

有
限

要
素

法
既

往
の

室
内

模
型

実
験

の
再

現
解

析
に

よ
り

、
基

盤
の

断
層

変
位

に
よ

っ
て

生
じ

る
第

四
紀

層
の

変
形

を
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

で
き

る
こ

と
を

示
し

た
。

写
真

１
（
既

往
実

験
結

果
）
，

図
8
（
変

形
図

）
既

往
実

験
（
上

田
1
9
9
3
)

44
宮

坂
淳

, 大
波

正
行

, 谷
和

夫
20

02
数

値
解

析
縦

ず
れ

断
層

を
想

定
し

た
変

位
境

界
有

限
要

素
法

基
盤

の
断

層
変

位
に

よ
っ

て
生

じ
る

第
四

紀
層

の
変

位
と

地
盤

の
粒

径
の

関
係

を
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

に
よ

り
示

し
た

。
図

2
（
変

形
図

）

45
宮

坂
淳

, 
大

波
正

行
, 

谷
和

夫
20

02
数

値
解

析
縦

ず
れ

断
層

を
想

定
し

た
変

位
境

界
有

限
要

素
法

基
盤

の
断

層
変

位
に

よ
っ

て
生

じ
る

第
四

紀
層

の
変

位
と

地
盤

の
粒

径
の

関
係

を
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ
ン

に
よ

り
示

し
た

。
図

2 （
傾

斜
角

9
0
°

変
形

図
）
，

図
3
（
傾

斜
角

7
5
°

変
形

図
）

46
 中

川
英

則
, 堀

宗
朗

20
11

数
値

解
析

ひ
ず

み
軟

化
を

考
慮

し
た

関
連

流
れ

則
に

従
う
D

ru
ck

er
-

P
ra

ge
r

縦
ず

れ
及

び
横

ず
れ

を
考

慮
し

た
変

位
境

界
有

限
要

素
法

非
線

形
有

限
要

素
法

（
Ｎ

Ｌ
－

Ｓ
Ｓ

Ｆ
Ｅ

Ｍ
）
の

妥
当

性
と

有
効

性
を

、
地

表
地

震
断

層
の

模
型

実
験

に
よ

る
再

現
及

び
実

断
層

挙
動

の
再

現
を

行
い

示
し

た
。

図
6
,7

（
2
次

元
実

験
（
縦

ず
れ

）
の

再
現

）
、

図
9
,1

2
（
3
次

元
モ

デ
ル

（
横

ず
れ

）
の

再
現

）
、

図
1
6
,2

7
（
実

地
表

断
層

の
再

現
）

47
A

na
st

as
op

ou
lo

s,
 I.

 a
nd

 G
az

et
as

, G
20

07
数

値
計

算
つ

り
あ

い
式

縦
ず

れ
断

層
を

想
定

し
た

変
位

境
界

有
限

要
素

法

断
層

露
頭

上
の

構
造

物
の

存
在

が
、

破
壊

の
経

路
に

重
要

な
影

響
を

及
ぼ

す
も

の
と

し
て

、
連

続
し

た
剛

体
の

基
礎

上
の

重
量

構
造

物
に

よ
っ

て
断

層
破

壊
は

概
ね

経
路

を
変

え
、

ま
た

構
造

物
の

真
下

を
避

け
て

破
壊

す
る

こ
と

を
示

す
。

後
者

は
剛

体
構

造
の

回
転

を
受

け
、

そ
の

基
礎

は
周

辺
土

と
の

接
触

が
緩

む
が

、
多

く
の

場
合

、
構

造
物

と
し

て
の

機
能

は
残

る
。

全
く

対
照

的
に

、
孤

立
し

た
フ

ー
チ

ン
グ

の
建

物
や

、
以

外
に

も
杭

基
礎

は
破

壊
経

路
の

変
化

は
わ

ず
か

で
あ

り
、

こ
れ

は
フ

ー
チ

ン
グ

間
や

杭
頭

間
で

露
出

す
る

か
ら

で
あ

る
、

後
者

は
異

な
っ

た
壊

滅
的

な
変

位
を

被
る

か
も

し
れ

な
い

。

1 （
地

盤
モ

デ
ル

お
よ

び
地

盤
－

構
造

物
モ

デ

ル
）

5 （
構

造
物

の
基

礎
形

式
の

比
較

モ
デ

ル
）

6,
 7

, 8
, 9

, 1
0 （

基
礎

形
式

の
比

較
結

果
）

11
, 1

2,
 1

3,
 1

4 （
構

造
物

の
重

量
、

構
造

物
と

断
層

分
布

の
影

響
の

比
較

結
果

）

48
A

na
st

as
op

ou
lo

s,
 I.

, C
al

le
rio

, A
., 

B
ra

ns
by

, M
. F

., 
D

av
ie

s,
M

. C
. R

., 
El

 N
ah

as
, A

., 
Fa

cc
io

li,
 E

., 
G

az
et

as
, G

., 
M

as
el

la
,

A
., 

Pa
ol

uc
ci

, R
., 

Pe
ck

er
, A

. a
nd

 R
os

si
gn

ol
, E

.
20

08
数

値
計

算
つ

り
あ

い
式

縦
ず

れ
断

層
を

想
定

し
た

変
位

境
界

有
限

要
素

法

数
値

計
算

と
遠

心
模

型
実

験
結

果
の

比
較

か
ら

は
、

破
壊

後
の

流
動

す
る

土
を

考
慮

す
る

合
理

的
に

精
緻

な
土

モ
デ

ル
に

よ
り

信
頼

で
き

る
予

測
を

達
成

す
る

こ
と

が
可

能
で

あ
る

。
前

提
条

件
は

、
土

と
構

造
物

の
間

の
引

張
を

無
効

化
す

る
イ

ン
タ

ー
フ

ェ
ー

ス
要

素
と

結
合

し
た

十
分

に
洗

練
さ

れ
た

FE
メ

ッ
シ

ュ
で

あ
る

。
パ

ラ
ス

タ
検

討
の

結
果

は
、

構
造

物
の

追
加

荷
重

q の
増

加
が

大
き

な
断

層
破

壊
経

路
の

変
化

や
、

そ
の

応
力

の
減

少
を

許
容

し
堆

積
物

の
流

動
化

に
結

び
つ

く
こ

と
を

示
す

。
土

の
定

数
は

、
構

造
物

に
働

く
応

力
に

有
益

で
あ

る
。

土
壌

の
深

さ
H

、
断

層
変

位
h を

与
え

れ
ば

、
構

造
物

の
回

転
⊿
θ は

、
(a

) そ
の

断
層

破
壊

に
相

対
的

な
変

位
、

(b
) 追

加
荷

重
q 、

お
よ

び
(c

) 土
壌

定
数

の
関

数
に

な
る

こ
と

を
示

す
。

3,
 5

, 7
（
地

盤
－

構
造

物
モ

デ
ル

化
の

比
較

）

23
, 2

4 （
構

造
物

と
断

層
配

置
の

比
較

結
果

の

ま
と

め
）

49
A

na
st

as
op

ou
lo

s,
 I.

, K
ou

rk
ou

lis
, R

., 
G

az
et

as
, G

. a
nd

T
sa

ts
is

, A
.

20
13

数
値

計
算

つ
り

あ
い

式
非

線
形

(地
盤

）
、

非
弾

性
（
杭

）
縦

ず
れ

断
層

を
想

定
し

た
変

位
境

界
有

限
要

素
法

本
論

文
で

は
適

度
に

密
な

砂
層

に
埋

め
込

ま
れ

た
2×

4 の
杭

基
礎

( 典
型

的
な

高
速

道
路

の
陸

橋
ブ

リ
ッ

ジ
) と

破
壊

の
相

互
作

用
を

調
査

す
る

。
経

験
的

に
有

効
な

数
値

計
算

お
よ

び
砂

の

構
成

則
は

、
非

線
形

の
杭

－
土

質
イ

ン
タ

ー
フ

ェ
ー

ス
お

よ
び

杭
の

構
造

的
な

非
弾

力
性

を
現

実
的

に
モ

デ
ル

化
し

、
解

析
に

利
用

す
る

。
パ

ラ
ス

タ
の

結
果

は
、

断
層

に
関

連
し

た
グ

ル
ー

プ
の

正
確

な
位

置
お

よ
び

地
殻

変
位

の
大

き
さ

（
断

層
か

ら
の

オ
フ

セ
ッ

ト
）
を

関
数

と
し

て
異

な
っ

た
破

壊
メ

カ
ニ

ズ
ム

の
成

長
を

確
認

し
解

明
す

る
。

杭
基

礎
は

、
活

断
層

に
ま

た
が

る
構

造
物

の
保

護
に

お
い

て
、

硬
い

べ
た

基
礎

よ
り

、
わ

ず
か

の
顕

著
な

例
外

を
除

い
て

確
か

に
劣

っ
て

い
る

。

3 （
地

盤
－

杭
基

礎
モ

デ
ル

）

4-
18

（
杭

基
礎

の
形

式
、

断
層

の
分

布
、

地
盤

の
密

度
の

比
較

結
果

）

50
Fa

cc
io

li,
 E
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A

na
st

as
op

ou
lo

s,
 I.

, G
az

et
as

, G
., 

C
al

le
rio

, A
.

an
d 

Pa
ol

uc
ci

, R
.

20
08

数
値

計
算

つ
り

あ
い

式
有

限
要

素
法

本
検

討
は

、
(a

) ト
ル

コ
の

M
w

 7
.4

 K
oc

ae
li(

8/
17

日
)1

99
9 地

震
、

(b
) ト

ル
コ

の
19

99
(1

1/
12

)M
w

7.
1 

D
uz

ce
-B

ol
u 地

震
、

(c
) 台

湾
の

19
99

(9
/2

1)
M

w
 7

.6
 C

hi
-C

hi
地

震
お

よ
び

(d
)M

ou
nt

Et
na

の
地

表
断

層
か

ら
破

壊
と

地
盤

の
相

互
作

用
の

観
測

事
例

を
選

択
し

た
。

こ
こ

に
示

さ
れ

た
事

例
に

関
し

て
、

co
m

pa
ni

on
 p

ap
er

で
開

発
さ

れ
た

方
法

を
用

い
て

数
値

的
に

分
析

し
た

。

比
較

的
、

連
続

的
で

硬
い

基
礎

に
支

持
さ

れ
た

「
重

い
」
剛

体
構

造
物

は
、

断
層

破
壊

に
よ

っ
て

向
き

を
変

え
て

も
良

い
こ

と
が

示
さ

れ
る

。
こ

の
よ

う
な

構
造

物
は

十
分

な
構

造
物

の
引

張
な

し
で

剛
体

回
転

を
受

け
る

。
対

照
的

に
、

構
造

的
に

弾
性

の
地

盤
、

あ
る

い
は

分
離

さ
れ

た
支

持
物

上
の

構
造

物
は

、
十

分
に

損
害

の
傾

向
が

あ
る

。

6 （
地

盤
と

構
造

物
の

モ
デ

ル
化

）

8,
 1

0,
 1

6 （
観

測
事

例
を

基
に

し
た

地
盤

－
構

造
物

の
モ

デ
ル

に
よ

る
計

算
結

果
）

51
Lo

uk
id

is
, D

., 
B

ou
ck

ov
al

as
, G

. D
. a

nd
 P

ap
ad

im
itr

io
u,

 A
. G

.
20

09
数

値
計

算
つ

り
あ

い
式

弾
塑

性
、

応
力

軟
化

物
質

縦
ず

れ
断

層
を

想
定

し
た

変
位

境
界

有
限

要
素

法

本
論

文
で

は
、

堅
固

な
岩

盤
を

覆
う
一

様
の

土
層

を
通

じ
て

活
断

層
の

破
壊

の
伝

播
の

数
値

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

の
結

果
を

示
す

。
野

外
観

測
事

実
に

対
す

る
数

値
計

算
法

の
検

証
に

続
き

、
パ

ラ
ス

タ
検

討
と

し
て

、
緩

い
ま

た
は

密
な

砂
、

普
通

に
固

め
た

ま
た

は
固

め
て

い
な

い
粘

土
、

異
な

っ
た

断
層

傾
斜

角
（
正

断
層

お
よ

び
逆

断
層

）
お

よ
び

異
な

っ
た

土
壌

厚
さ

に
つ

い
て

行
っ

た
。

土
壌

は
モ

ー
ル

・
ク

ー
ロ

ン
の

破
壊

基
準

に
従

う
弾

塑
性

、
応

力
軟

化
物

質
と

し
て

モ
デ

ル
化

し
た

。
本

研
究

の
目

的
は

、
断

層
破

壊
に

よ
っ

て
引

き
起

こ
さ

れ
る

異
な

っ
た

地
表

変
位

が
人

工
基

礎
構

造
物

の
安

全
性

を
脅

か
す

こ
と

に
な

る
、

地
表

面
の

重
大

な
変

位
を

及
ぼ

す
領

域
の

位
置

や
幅

の
お

お
よ

そ
の

目
安

を
基

準
を

確
立

す
る

こ
と

で
あ

る
。

1 （
地

盤
－

構
造

物
モ

デ
ル

の
説

明
ス

ケ
ッ

チ
）

5,
 6

, 7
他

（
断

層
配

置
の

違
い

に
よ

る
計

算
結

果
）

52
Sa

ltz
er

, S
. D

. a
nd

 P
ol

la
rd

, D
. D

.
19

92
数

値
解

析
運

動
方

程
式

粒
子

間
接

触
時

弾
性

，
非

接
触

時
相

互
作

用
無

縦
ず

れ
断

層
を

想
定

し
た

変
位

境
界

個
別

要
素

法
粒

径
の

ば
ら

つ
き

が
小

さ
い

程
，

断
層

が
シ

ャ
ー

プ
に

な
る

。
4

53
K

um
ar

, R
. P

. a
nd

 M
eg

ur
o,

 K
20

01
数

値
解

析
運

動
方

程
式

粒
子

間
接

触
時

弾
性

，
非

接
触

時
相

互
作

用
無

縦
ず

れ
断

層
を

想
定

し
た

変
位

境
界

個
別

要
素

法
デ

ィ
ッ

プ
ア

ン
グ

ル
が

小
さ

い
方

が
地

表
の

隆
起

が
大

き
い

。
5,

6

54
新

井
夏

海
, 高

尾
誠

, 中
瀬

仁
, 京

谷
孝

史
, 寺

田
賢

二
郎

, 加
藤

準
治

20
13

数
値

解
析

運
動

方
程

式
粒

子
間

接
触

時
弾

性
，

非
接

触
時

相
互

作
用

無

縦
ず

れ
断

層
を

想
定

し
た

変
位

境
界

個
別

要
素

法
砂

箱
実

験
で

現
れ

る
断

層
，

副
断

層
を

再
現

で
き

た

55
高

尾
誠

, 上
田

圭
一

, 安
中

正
, 栗

田
哲

史
, 中

瀬
仁

, 京
谷

孝
史

,
加

藤
準

治
20

14
数

値
解

析
運

動
方

程
式

粒
子

間
接

触
時

弾
性

，
非

接
触

時
相

互
作

用
無

縦
ず

れ
断

層
を

想
定

し
た

変
位

境
界

個
別

要
素

法
砂

箱
実

験
で

現
れ

る
断

層
，

副
断

層
を

再
現

で
き

た
5 と

9
の

比
較

56
竿

本
英

貴
，

吉
見

雅
行

，
国

松
直

20
05

数
値

解
析

運
動

方
程

式
粒

子
間

接
触

時
弾

性
，

非
接

触
時

相
互

作
用

無

横
ず

れ
断

層
を

想
定

し
た

変
位

境
界

個
別

要
素

法
リ
ー

デ
ル

せ
ん

断
帯

一
次

モ
ー

ド
，

二
次

モ
ー

ド
の

形
成

再
現

，
一

次
モ

ー
ド

近
傍

で
応

力
降

下
，

堆
積

圧
縮

が
観

察
さ

れ
た

。
10

,1
2,

13

57
谷

山
尚

20
08

数
値

解
析

運
動

方
程

式
粒

子
間

接
触

時
弾

性
，

非
接

触
時

相
互

作
用

無

横
ず

れ
断

層
を

想
定

し
た

変
位

境
界

個
別

要
素

法
リ
ー

デ
ル

せ
ん

断
帯

一
次

モ
ー

ド
の

形
成

再
現

4

58
K

on
ag

ai
, K

. a
nd

 J
oh

an
ss

on
, J

.
20

01
数

値
解

析
運

動
方

程
式

el
as

to
-p

la
st

ic
,

ob
ey

in
g 

th
e

si
m

pl
e 

M
oh

r-
C

ou
lo

m
b’

s 
yi

el
d

cr
ite

rio
n

縦
ず

れ
断

層
を

想
定

し
た

変
位

境
界

粒
子

法
(L

PF
D

M
)

粒
子

法
を

用
い

る
こ

と
に

よ
り

様
々

な
大

変
形

の
表

現
が

可
能

と
な

っ
た

9

59
清

野
純

史
，

本
田

武
史

20
03

数
値

解
析

運
動

方
程

式
弾

性
体

底
面

，
側

面
粘

性
境

界
差

分
法

+L
PF

D
M

F
D

M
の

み
の

解
析

に
比

べ
て

，
再

現
性

が
改

善
さ

れ
た

16

60
吉

田
郁

政
，

石
丸

真
20

10
数

値
解

析
運

動
方

程
式

，
つ

り
合

い
式

線
形

弾
性

体
底

面
粘

性
境

界
,地

震
波

入
力

粒
子

法
（

M
PS

）
単

純
モ

デ
ル

で
は

，
波

動
伝

播
が

理
論

解
と

一
致

す
る

。
F

E
M

斜
面

モ
デ

ル
と

の
比

較
で

は
，

ほ
と

ん
ど

差
が

な
い

。
2,

3,
16
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85
C

ol
e,

 D
. A

. J
r. 

an
d 

La
de

, P
. V

.
19

84
密

な
砂

，
緩

い
砂

縦
ず

れ
基

盤
の

縦
ず

れ
断

層
の

傾
斜

と
表

層
地

盤
中

の
せ

ん
断

帯
の

形
状

・
位

置
の

関
係

を
，

実
験

と
剛

塑
性

解
で

示
し

た
。

8 （
理

論
解

）
,9

（
実

験
と

の
比

較
）

69
B

ra
y,

 J
. D

., 
Se

ed
, R

. B
., 

C
lu

ff
, L

. S
. a

nd
 S

ee
d,

 H
. B

.
19

94
a

－
縦

ず
れ

，
横

ず
れ

既
往

の
実

験
表

層
地

盤
の

変
形

に
特

徴
を

，
実

地
盤

の
調

査
と

既
往

の
実

験
の

結
果

に
基

づ
い

て
検

討
し

て
い

る
。

表
層

地
盤

の
変

形
特

性
の

影
響

を
指

摘
す

る
。

実
地

盤
と

実
験

の
文

献
情

報
が

リ
ス

ト
ア

ッ
プ

さ
れ

て
い

る
。

6 （
逆

断
層

）
，

7 （
正

断
層

）
，

8 （
横

ず
れ

断
層

）

70
B

ra
y,

 J
. D

., 
Se

ed
, R

. B
. a

nd
 S

ee
d,

 H
. B

.
19

94
b

粘
性

土
縦

ず
れ

既
往

の
実

験
（

B
ra

y 
et

al
., 

19
93

）

FE
M

に
よ

り
粘

性
土

の
表

層
地

盤
に

つ
い

て
実

験
と

比
較

し
，

変
形

の
上

方
へ

の
伝

達
の

程
度

に
関

し
て

破
壊

ひ
ず

み
の

大
き

さ
の

影
響

が
大

き
い

こ
と

を
示

し
た

。
11

87
N

ay
lo

r, 
M

. A
., 

M
an

dl
, G

. a
nd

 S
ijp

es
te

i ｊn
, C

. H
. K

.
19

86
乾

燥
砂

横
ず

れ
h=

10
cm

横
ず

れ
に

よ
る

せ
ん

断
帯

の
発

達
過

程
を

示
し

た
。

表
層

地
盤

内
の

初
期

応
力

の
影

響
が

，
せ

ん
断

帯
の

発
達

の
範

囲
や

形
状

に
及

ぼ
す

影
響

が
大

き
い

こ
と

を
示

し
た

。
2 （

地
表

面
の

変
状

）
，

11
-1

3 （
地

盤
内

の
変

状
）

66
上

田
圭

一
, 谷

和
夫

19
99

a
乾

燥
砂

縦
ず

れ
h=

5-
20

0c
m

基
盤

の
縦

ず
れ

断
層

の
傾

斜
と

表
層

地
盤

中
の

せ
ん

断
帯

の
形

状
・
位

置
の

関
係

及
び

せ
ん

断
帯

の
上

方
へ

の
伝

達
の

程
度

を
示

し
た

。
粒

径
効

果
の

影
響

が
大

き
い

こ
と

を
示

し
た

。

表
3 （

ま
と

め
）
，

15
&

16
（
到

達
位

置
）
，

17
&

18
（
到

達
に

必
要

な
断

層
変

位
）

80
上

田
圭

一
, 谷

和
夫

19
99

b
乾

燥
砂

横
ず

れ
，

斜
め

ず
れ

h=
5-

40
cm

基
盤

の
横

ず
れ

・
斜

め
ず

れ
断

層
に

よ
る

地
表

面
の

せ
ん

断
帯

の
発

達
過

程
を

示
し

た
。

65
上

田
圭

一
20

11
乾

燥
砂

，
シ

リ
コ

ン
ポ

リ
マ

ー
縦

ず
れ

（
逆

）
h=

3c
m

X
線

C
T

を
用

い
て

堆
積

層
（
軟

岩
も

含
む

）
内

部
の

逆
断

層
- 活

褶
曲

帯
の

発
達

過
程

を
示

し
た

。
5 （

傾
斜

角
の

影
響

）
，

8 （
地

盤
構

成
の

影
響

）

82
小

山
良

浩
, 谷

和
夫

20
03

乾
燥

砂
横

ず
れ

h=
3-

40
cm

地
表

面
の

せ
ん

断
帯

の
形

状
・
位

置
・
発

達
過

程
を

示
し

た
。

寸
法

効
果

の
影

響
が

大
き

い
こ

と
を

示
し

た
。

12
&

13
&

14
（
寸

法
効

果
）

81
谷

和
夫

, 小
山

良
浩

20
04

乾
燥

砂
横

ず
れ

h=
3-

12
cm

X
線

C
T

を
用

い
て

表
層

地
盤

内
部

の
せ

ん
断

帯
の

発
達

過
程

を
示

し
た

。
寸

法
効

果
の

影
響

が
大

き
い

こ
と

を
示

し
た

。
4 （

せ
ん

断
帯

の
分

類
）

71
Jo

ha
ns

so
n,

 J
. a

nd
 K

on
ag

ai
, K

.
20

06
乾

燥
砂

，
湿

潤
砂

（
Sr

=8
0%

）
縦

ず
れ

（
鉛

直
）

円
盤

引
き

抜
き

，
h-

40
cm

含
水

が
，

変
形

領
域

や
せ

ん
断

帯
の

発
達

位
置

に
及

ぼ
す

影
響

が
大

き
い

こ
と

を
示

し
た

。
9 （

含
水

の
影

響
）

72
Jo

ha
ns

so
n,

 J
. a

nd
 K

on
ag

ai
, K

.
20

07
乾

燥
砂

，
湿

潤
砂

（
Sr

=8
0%

）
縦

ず
れ

（
鉛

直
）

円
盤

引
き

抜
き

，
h-

40
cm

FE
M

と
実

験
の

結
果

を
比

較
し

，
含

水
の

影
響

を
検

討
し

た
。

ト
ン

ネ
ル

へ
の

影
響

を
考

察
し

た
。

2 （
含

水
の

影
響

）

86
M

cL
as

ke
y,

 G
. C

. a
nd

 K
ilg

or
e,

 B
. D

.
20

13
Si

er
ra

 W
hi

te
 G

ra
ni

te
（
横

) ず
れ

断
層

の
部

分
模

型
（

2m
*0

.4
m

）
地

震
源

成
長

過
程

の
解

明
の

た
め

の
断

層
面

近
傍

の
部

分
模

型
実

験
( 不

連
続

面
の

二
軸

せ
ん

断
試

験
) 。

余
震

や
地

震
発

生
の

力
学

現
象

を
計

測
し

た
。

5 （
断

層
面

内
の

破
壊

伝
播

）

78
M

oo
sa

vi
, S

. M
., 

Ja
ra

fi,
 M

. K
. K

am
al

ia
n,

 M
. a

nd
 S

ha
fie

e,
 A

.
20

10
Fi

ro
oz

ko
oh

 s
an

d(
N

o.
16

1)
縦

ず
れ

（
逆

）
h=

20
cm

表
面

基
礎

の
位

置
・
設

置
圧

の
影

響
を

検
討

す
る

。
11

（
表

面
基

礎
と

せ
ん

断
帯

の
関

係
）

74
鬼

塚
信

弘
, 伯

野
元

彦
, 堀

宗
朗

, 岩
下

和
義

, 鈴
木

崇
伸

20
00

ア
ル

ミ
棒

縦
ず

れ
（
逆

）
h=

20
-4

0c
m

D
EM

と
の

比
較

，
実

験
は

参
考

文
献

を
引

用
，

基
盤

上
に

作
用

す
る

応
力

を
計

測
し

た
。

断
層

変
位

速
度

の
影

響
に

注
目

し
た

。
6 （

基
盤

上
の

応
力

分
布

）
，

7 （
到

達
に

必
要

な
断

層
変

位
）

75
鬼

塚
信

弘
, 伯

野
元

彦
, 鈴

木
崇

伸
, 岩

下
和

義
, 堀

宗
朗

20
02

ア
ル

ミ
棒

縦
ず

れ
h=

5-
40

cm
せ

ん
断

帯
の

形
状

・
位

置
，

到
達

に
必

要
な

断
層

変
位

量
を

検
討

し
た

。
基

盤
上

に
作

用
す

る
応

力
を

計
測

し
た

。
2&

3 （
正

・
逆

断
層

の
形

状
）
，

8&
9 （

正
・
逆

断
層

の
基

盤
上

応
力

）
76

鬼
塚

信
弘

, 堀
宗

朗
, 佐

藤
恒

明
, 金

井
太

一
20

03
ア

ル
ミ

棒
縦

ず
れ

（
逆

）
h=

30
cm

基
盤

上
に

作
用

す
る

応
力

と
粒

子
の

移
動

方
向

を
計

測
し

た
。

－

77
鬼

塚
信

弘
, 堀

宗
朗

, 小
国

健
二

, 金
井

太
一

, 海
保

大
樹

, 西
村

能
和

20
04

ア
ル

ミ
棒

縦
ず

れ
（
逆

）
h=

30
-4

0c
m

横
断

す
る

カ
ル

バ
ー

ト
の

影
響

を
検

討
し

た
。

－

79
太

田
良

巳
, ア

イ
ダ

ン
・
オ

メ
ル

20
04

乾
燥

砂
縦

ず
れ

（
鉛

直
）

h=
20

cm
準

静
的

で
な

く
基

盤
の

自
由

落
下

で
ず

れ
を

再
現

す
る

。
地

表
面

加
速

度
も

計
測

す
る

。
2&

3&
4 （

せ
ん

断
帯

，
地

表
面

の
変

形
）

68
B

ra
y,

 J
. D

., 
Se

ed
, R

. B
. a

nd
 S

ee
d,

 H
. B

.
19

93
飽

和
粘

土
縦

ず
れ

（
鉛

直
，

逆
）

h=
20

cm
極

軟
弱

粘
土

を
用

い
た

実
験

に
よ

り
，

飽
和

粘
土

中
の

せ
ん

断
層

の
発

達
が

断
層

変
位

と
構

成
関

係
に

依
る

こ
と

を
示

し
た

。
7-

10
（
せ

ん
断

帯
）

73
鬼

塚
信

弘
, 伯

野
元

彦
, 岩

下
和

義
, 鈴

木
崇

伸
19

99
ア

ル
ミ

棒
縦

ず
れ

（
逆

）
h=

5-
40

cm
せ

ん
断

帯
の

形
状

・
位

置
，

到
達

に
必

要
な

断
層

変
位

量
を

検
討

し
た

。
基

盤
上

に
作

用
す

る
応

力
を

計
測

し
た

。
7 （

到
達

位
置

）
，

6 （
基

盤
上

応
力

）

83
Le

e,
 J

.W
. &

 H
am

ad
a,

 M
.

20
05

乾
燥

砂
縦

ず
れ

h=
10

-6
0c

m
重

力
場

で
層

厚
を

変
え

た
実

験
と

遠
心

載
荷

実
験

の
結

果
を

比
較

し
，

拘
束

圧
効

果
の

影
響

を
示

し
た

。
8 （

到
達

位
置

と
到

達
に

必
要

な
断

層
変

位
）

67
T

an
i, 

K
., 

U
et

a,
 K

. a
nd

 O
ni

zu
ka

, N
.

19
96

乾
燥

砂
縦

ず
れ

h=
5-

20
0c

m
基

盤
の

縦
ず

れ
断

層
の

傾
斜

と
表

層
地

盤
中

の
せ

ん
断

帯
の

形
状

・
位

置
の

関
係

及
び

せ
ん

断
帯

の
上

方
へ

の
伝

達
の

程
度

を
示

し
た

。
粒

径
効

果
の

影
響

が
大

き
い

こ
と

を
示

し
た

。
13

（
到

達
位

置
）
，

14
（
到

達
に

必
要

な
断

層
変

位
）

84
St

on
e,

 K
.J

.L
. a

nd
 W

oo
d,

 D
.M

.
19

92
乾

燥
砂

縦
ず

れ
（
鉛

直
）

h=
20

cm
3 種

類
の

粒
度

の
砂

に
つ

い
て

，
遠

心
載

荷
実

験
の

結
果

と
比

較
し

，
粒

径
効

果
と

拘
束

圧
効

果
の

影
響

を
示

し
た

。
5&

6&
7 （

ひ
ず

み
分

布
）
，

12
（
粒

径
効

果
）

実
験

文
献

調
査

の
整

理
表

3.
1 

実
験

（
重

力
場

）

重
要

な
成

果
重

要
な

図
面

N
o.

著
者

年
地

盤
材

料
断

層
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文
献

調
査

の
整

理
表

3
.2

 実
験

（
遠

心
場

）

N
o.

著
者

年
物

体
力

地
盤

材
料

断
層

実
験

重
要

な
成

果
重

要
な

図
面

88
R

ot
h,

 W
. H

., 
Sc

ot
t,

 R
. E

. a
nd

 A
us

ti
n,

 I
.

19
81

遠
心

場
密

な
砂

，
緩

い
砂

，
細

粒
砂

質
シ

ル
ト

縦
ず

れ
(正

)
h=

11
.4

, 1
7.

8c
m

10
, 5

0G
遠

心
場

で
の

断
層

模
型

実
験

に
関

す
る

先
駆

的
な

研
究

。
砂

の
密

緩
，

変
形

の
速

度
に

よ
っ

て
地

表
段

差
の

発
生

が
異

な
る

こ
と

を
示

し
た

。

3 （
砂

模
型

で
の

結
果

）
, 4

（
粘

着
土

で
の

結

果
）

83
L

ee
, J

. W
. a

nd
 H

am
ad

a,
 M

.
20

05
遠

心
場

硅
砂

7 号
縦

ず
れ

1G
場

: h
=1

0-
60

cm
遠

心
場

：
 h

=1
5-

30
cm

, 2
0-

50
G

1G
場

で
は

地
表

破
壊

の
位

置
が

模
型

厚
さ

に
よ

っ
て

変
化

す
る

の
に

対
し

て
，

遠
心

力
場

で

は
モ

デ
ル

厚
さ

に
よ

る
変

化
は

な
く

な
る

傾
向

を
示

し
た

。
砂

の
ダ

イ
レ

イ
タ

ン
シ

ー
挙

動
の

拘
束

圧
依

存
の

影
響

と
考

察
。

18
（

1G
場

で
の

せ
ん

断
面

）
, 2

0 （
遠

心
場

で
の

せ
ん

断
面

）

47
A

na
st

as
op

ou
lo

s,
 I

. a
nd

 G
az

et
as

, G
.

20
07

遠
心

場
乾

燥
砂

縦
ず

れ
h=

22
-5

0c
m

, 5
0-

11
5G

欧
州

Q
U

A
K

ER
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
の

成
果

。
模

型
実

験
，

数
値

解
析

に
よ

る
地

盤
の

断
層

破
壊

と

構
造

物
の

相
互

作
用

の
検

討
結

果
を

取
り

ま
と

め
た

。
剛

な
基

礎
で

は
、

破
壊

は
そ

の
直

下
を

避
け

る
こ

と
を

示
し

た
。

12
（
地

表
変

形
の

ま
と

め
）

89
B

ra
ns

by
, M

. F
., 

D
av

ie
s,

 M
. C

. R
. a

nd
 E

l N
ah

as
, A

.
20

08
遠

心
場

乾
燥

砂
縦

ず
れ

（
正

）
h=

22
cm

, 1
15

G

欧
州

Q
U

A
K

ER
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
で

の
正

断
層

に
対

す
る

検
討

。
基

礎
の

幅
，

基
礎

に
よ

る
上

載

圧
，

基
礎

と
断

層
の

位
置

関
係

を
変

え
た

実
験

を
実

施
し

，
基

礎
の

存
在

に
よ

り
断

層
破

壊
が

そ
れ

る
可

能
性

が
あ

り
，

そ
の

結
果

基
礎

は
重

大
な

食
い

違
い

変
位

か
ら

守
ら

れ
る

こ
と

を
確

か
め

た
。

特
に

上
載

圧
の

影
響

が
大

き
い

こ
と

を
示

し
た

。

７
（
基

礎
に

よ
る

破
壊

の
変

化
）

90
B

ra
ns

by
, M

. F
., 

D
av

ie
s,

 M
. C

. R
. E

l N
ah

as
, A

. a
nd

 N
ag

ao
ka

, S
.

20
08

遠
心

場
乾

燥
砂

縦
ず

れ
(逆

)
h=

22
cm

, 1
15

G
欧

州
Q

U
A

K
ER

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

で
の

逆
断

層
に

対
す

る
検

討
。

基
礎

と
地

盤
の

応
答

は
基

礎
の

荷
重

、
位

置
、

幅
、

柔
軟

性
に

依
存

し
，

重
く

剛
な

基
礎

は
最

も
断

層
破

壊
を

基
礎

か
ら

そ
ら

せ
る

効
果

を
持

つ
こ

と
を

示
し

た
．

5 （
基

礎
に

よ
る

破
壊

の
変

化
）

91
L

ol
i, 

M
., 

B
ra

ns
by

, M
. F

., 
A

na
st

as
op

ou
lo

s,
 I

. a
nd

 G
az

et
as

, G
.

20
12

遠
心

場
乾

燥
砂

縦
ず

れ
(正

)
h=

15
cm

, 1
00

G
正

断
層

の
破

壊
と

剛
な

ケ
ー

ソ
ン

基
礎

の
相

互
作

用
メ

カ
ニ

ズ
ム

に
つ

い
て

、
実

験
と

数
値

解
析

両
方

を
用

い
た

総
合

的
な

検
討

を
実

施
し

た
。

ケ
ー

ソ
ン

は
断

層
と

の
相

対
的

な
位

置
に

も
よ

る
が

、
基

礎
な

し
の

地
盤

で
の

破
壊

経
路

を
大

幅
に

変
え

る
場

合
が

あ
る

こ
と

を
示

し
た

．

5 （
基

礎
無

し
の

試
験

結
果

）
, 6

, 9
, 1

2 （
ケ

ー
ソ

ン
基

礎
配

置
し

た
場

合
の

試
験

結
果

）

92
N

g,
 C

. W
. W

., 
C

ai
, Q

. P
. a

nd
 H

u,
 P

.
20

12
遠

心
場

粘
土

，
粘

土
(セ

メ
ン

ト
混

合
）

縦
ず

れ
(正

)
h=

50
cm

, 1
00

G
未

固
結

粘
土

お
よ

び
既

存
破

壊
面

の
有

り
無

し
の

固
結

粘
土

地
盤

で
の

正
断

層
の

破
壊

進
展

に
つ

い
て

検
討

し
た

。
固

結
粘

土
で

は
曲

げ
変

形
メ

カ
ニ

ズ
ム

が
見

ら
れ

，
断

層
上

部
だ

け
で

な
く

地
表

か
ら

の
破

壊
が

見
ら

れ
た

。

6,
 7

, 8
（
各

ケ
ー

ス
の

試
験

結
果

）

93
D

ix
on

, J
. M

. a
nd

 S
um

m
er

s,
 J

. M
.

19
85

遠
心

場
油

土
，

シ
リ

コ
ン

パ
テ

広
域

褶
曲

h=
5.

1c
m

, 2
00

0-
40

00
G

油
土

と
シ

リ
コ

ン
パ

テ
の

マ
イ

ク
ロ

多
層

構
造

は
遠

心
力

実
験

に
お

い
て

，
硬

い
流

紋
岩

と
変

形
し

や
す

い
頁

岩
の

互
層

に
対

す
る

適
切

な
ア

ナ
ロ

グ
地

盤
で

あ
る

こ
と

を
示

し
た

。
6 （

結
果

の
一

例
）

94
N

ob
le

, T
. E

. a
nd

 D
ix

on
, J

. M
.

20
11

遠
心

場
粘

土
，

シ
リ

コ
ン

パ
テ

広
域

褶
曲

h=
6c

m
, 1

60
G

通
常

の
10

倍
の

ス
ケ

ー
ル

で
実

験
を

実
施

し
た

。
た

く
さ

ん
の

薄
層

を
置

く
こ

と
が

で
き

、
そ

れ
ら

を
ひ

ず
み

マ
ー

カ
ー

と
し

て
、

褶
曲

－
衝

上
断

層
系

お
よ

び
個

々
の

褶
曲

－
衝

上
断

層
構

造
両

方
に

つ
い

て
ひ

ず
み

分
布

、
相

互
作

用
の

精
緻

な
解

析
を

可
能

と
し

た
。

8 （
変

形
・
破

壊
の

分
析

）

95
H

ar
ri

s,
 L

. B
. Y

ak
y

m
ch

uk
, C

. a
nd

 G
od

in
, L

.
20

12
遠

心
場

粘
土

，
シ

リ
コ

ン
パ

テ
広

域
褶

曲
h=

1.
5-

2c
m

, 1
00

0G
小

型
・
高

遠
心

加
速

度
の

装
置

と
シ

リ
コ

ン
材

料
を

用
い

て
地

層
の

褶
曲

挙
動

を
対

象
と

し
た

遠
心

力
模

型
実

験
を

実
施

し
た

。
特

に
褶

曲
構

造
の

復
元

に
着

目
し

て
分

析
し

て
い

る
。

3,
 4

, 5
（
実

験
で

得
ら

れ
た

変
形

）
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IV-1 
 

IV 断層変位が及ぼす影響評価 

 

1. まえがき 

 

 ここでは，震源断層の動きに起因した断層変位も含む原子力発電施設の周辺地盤の変状がそれら

施設に及ぼす影響を既往の断層変位評価技術（Ⅱ編）と解析技術（Ⅲ編）を利活用して工学的に評

価するための考え方を示す．断層変位が原子力発電施設に及ぼす影響を評価する上では，まず，対

象とする地盤の変状や施設や機器の損傷を具体的に設定することが必要であり，安全を損なうシナ

リオを想定することが必要となる．また，断層変位が建物などの一般構造物に及ぼした影響，特に

断層の動きに起因した地盤変状の程度と構造物の損傷との関係を把握することは，断層変位の影響

を工学的に評価する上で重要となる．さらに，断層変位が構造物に及ぼす影響を評価する技術の現

状として，有限要素法や粒子法などを用いた確定論的評価，さらに断層の動きに起因した地盤変状

の不確定性が構造物に及ぼす確率論的評価に関する技術を把握することも重要となる．それらを踏

まえた上で，断層変位が原子力発電施設に及ぼす影響の考え方を評価するための最近の研究の動向

について外観し，断層変位が原子力発電施設に及ぼす影響の考え方を示すことにする． 

 そのため，以下の3項目についてのとりまとめを実施した． 

① 国内外で生じた構造物の損傷事例 

② 構造物に及ぼす影響の評価事例 

③ 原子力発電施設に及ぼす影響の考え方と最新の研究動向 

 ここで，①では，地表近傍に震源断層の動きに起因した地盤変状が生じた地震による構造物の被

災状況とその分析事例について報告する．②では，有限要素法や粒子法などを用いて断層変位によ

る構造物の影響の評価事例，断層変位に対する対策事例と効果，さらに断層変位に起因した地中構

造物の損傷度曲線の評価事例などを示す．③では，旧原子力安全基盤機構や原子力安全推進協会，

さらにスウェーデンにおける最終処分場の安全性評価における断層変位の影響評価事例などを示し

た後，原子力発電施設に及ぼす影響の考え方を示す． 
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2. 国内外で生じた構造物の損傷事例 

 国外においては，主に断層変位により構造物に甚大な被害が生じた1999年8月17日のトルコ・

コジャエリ地震，同年 11 月 12 日のトルコ・デュズジェ地震，同年 9 月 21 日の台湾・集々地震で

の構造物の被害事例を紹介する． 

また，国内においては，1891年の濃尾地震以降，地表に断層が出現した多くの地震を経験してい

るものの，主要構造物が断層変位直上に位置していなかったことからその被害事例は少ない．ここ

では，1930年北伊豆地震による丹那トンネル水抜坑の被害，1978年伊豆大島近海地震による伊豆急

稲取トンネルの被害及び 1998 年岩手県内陸北部地震による発電所放水路トンネルの被害事例を報

告する． 

 

2.1 台湾・集集地震による被害 

1999 年 9月に，台湾中部の南投県集集付近を震源としてMw=7.6 の集集地震が発生した．この地

震により，車籠埔断層が南北方向に70kmにわたり地表に現れた．主断層は逆断層であり，地表では

上下方向に数メートル，最大変位は約10mであった． 

 

2.1.1 建物の被害1) 

 この地震により，Fung-Yan CityのChung-Cheng Parkの下に逆断層が現れ，いくつかの構造物は

崩壊した．しかし，写真 2-1 左に示す 4 階建て RC 構造物は剛基礎で支持しているもので，地盤が

4m隆起し，10°傾いたが，構造的な被害は生じていない． 

一方，写真2-1右に示すWu-Fung Hsiangの5階建てRC構造物は柔軟な基礎で支持しているもの

で，地盤が3mほど隆起し，構造的に重大な被害を受けている． 

 

  

写真2-1 RC構造物の被害（左：剛基礎支持，右：柔基礎支持）1) 

 

2.1.2 鉄塔基礎の被害1) 

 この地震により，Min-Chien Cityにて剛基礎で支持されている高電圧鉄塔の直下においても逆断

層が現れた．しかし，4m程度地盤が隆起し14°傾いたものの，2.1.1の剛基礎支持の建物と同様に，

構造的な被害は目視で確認されていない（写真2-2）． 
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写真2-2 鉄塔基礎の被害1) 

 

2.1.3 ダムの被害1),2),3) 

 石岡ダムは，台中県石岡郷にあり，1977年，新第三紀鮮新世の泥岩上に建設された提高25m，提

長357mの重力式コンクリートダムである． 

ダムには右岸側から高さ8mの洪水吐ゲート18門，左岸側に高さ6ｍの排砂ゲート2門設置され

ており，地震後，写真2-3に示すように右岸側から洪水吐2門目と3門目の間で約8mの段差が生じ，

ダムが決壊している．これは，逆断層の食違い変位により左岸側が約10m，右岸側が約2m隆起した

ことによっている． 
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写真2-3 断層により崩壊した石岡ダムのゲート1) 

 

2.1.4 橋梁の被害1),2),4),5) 

Bei-Fung橋は，石岡ダムの西に位置する1991年に建設された13径間単純橋である．地震断層が

南側の橋台と3基の橋脚の間を横切り，橋台及び2基の橋脚が3～4m隆起すると共に，下流側に3

～4ｍ移動したため，3連の桁が落橋している．しかし，断層の影響を受けていない残りの桁は被害

が生じていない（写真2-4）． 

 

写真2-4 Bei-Fung橋の崩壊1) 
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2.2 トルコ・コジャエリ地震による被害 

 1999年8月に，トルコ西部のコジャエリ県イズミット付近で震源深さ17km，Mw＝7.4のコジャエ

リ地震が発生した．この地震は，トルコをほぼ東西に横切る北アナトリア断層の活動に起因し，主

断層は右横ずれであり，地表の最大変位は約4mであった． 

 

2.2.1 建物の被害1) 

 この地震は横ずれ断層であるが，１つの断層がもう１つの断層に乗り移ったGolcukの西側では，

約4kmに渡って正断層が生じている．写真2-5左に示す4階建ての剛基礎建物は，2.3mほど地盤が

沈下したが，目に見える被害は生じていない．一方，写真2-5右に示す柔な基礎のモスクは約1.5m

の不等変位が生じ，部分的に構造物が崩壊している． 

 

 

写真2-5 コジャエリ地震による建物の被害状況（左：剛基礎支持，右：柔基礎支持）1) 

 

2.2.2 橋梁の被害2),5),6) 

 Arifiye橋は，アナトリア高速道路の跨線橋であり橋長104mの4径間単純PC斜橋で，床板は連

続していた．地震断層は，北端の橋台と隣の橋脚の間をほぼ EW 方向に横切り，軸線直交方向に 4m

程度ずれたことが確認されている．その影響により4径間の橋が落橋に至っている．（写真2-6）． 

 

 

写真2-6 Arifiye橋の被害状況2) 
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2.3 トルコ北西部デュズジエ地震による被害 

2.3.1 高架橋の被害1),5) 

 コジャエリ地震(1999年8月17日)からほぼ3ヶ

月後の同年11月12日に，デュズジェ地震（Mw=7.1）

が発生した．横ずれ断層の活動により，断層が

Duzce-Bolu高架橋を通り，橋脚が水平方向に1m強，

回転方向4.6°程度変位している．橋桁は1.2m変位

したものの，設計段階から地震が頻繁に発生すると

共に断層変位が生じる場所であることが知られてお

り，免震構造が用いられたため，桁自体に大きな破

壊は生じていない（写真2-7）． 

 

2.4 国内の地震による被害 

2.4.1 北伊豆地震による丹那トンネル水抜坑の被

害2) 

1930年11月に，丹那盆地を震源としてM=7.3の内陸地震である北伊豆地震が発生した． 

丹那トンネルは当時施工中であり，全長7,804mのほぼ中央付近を南北に直交する丹那断層（左横

ずれ断層）がトンネル軸上を横切り被害を受けた．トンネルは，西口と東口の両側から掘削されて

おり，西工区は，水抜坑が断層位置に達していたことから写真2-8に示すように切羽に断層鏡肌が

現れ，切羽面側が約2.1m相対的に北に変位した．西工区では，切羽より1.5kmの区間で覆工コンク

リートの食い違い，亀裂などの被害が発生している．しかし，導坑が断層に達していない東工区で

は被害が少なかったことが報告されている． 

 

 

写真2-8 水抜き坑切羽に出現した断層鏡面2) 

 

2.4.2 伊豆大島近海地震による伊豆急稲取トンネルの被害2) 

 1978年1月に，伊豆大島西岸沖深さ約15kmを震源としてM=7.0の伊豆大島近海地震が発生した．

この地震により，伊豆急行稲取トンネル延長906mの中央付近に位置する稲取－大峰山断層（右横ず

れ断層）で，約50cmのずれが発生した．断層位置ではレールが蛇行し，側壁付近の亀裂，天端の圧

写真2-7 Duzce-Bolu高架橋の被害1) 
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縮座屈，インバートコンクリートのせり上がり等の被害が生じている． 

 

2.4.3 岩手県内陸北部地震による発電所放水トンネルの被害2),7),8) 

1998 年 9月に岩手県雫石の近郊でマグニチュードM＝6.2の岩手県内陸北部地震が発生した．こ

の地震により，地震断層が地表に現れた葛根田川中流に位置している葛根田第二発電所の導水路及

び放水路に被害が見られた． 

図2-1及び写真2-9に放水路トンネルの被害状況を示す．被害は発電所に近い約30ｍ区間で生じ

ている．特に側壁やインバート部が崩壊し，礫を含む土砂が流入した7m区間と，小さいものの地震

で現れた地表の段差位置が良く対応することから，放水トンネルの被害は，断層の変位により生じ

たものと考えられる． 

 

 

 

2.5 地盤変状と構造物の損傷との関係 

 原子力発電所の安全に係わる施設は，格納容器が収容されている建屋から，取水トンネルに至る

地表の構造物から地中構造物と多様な構造型式を有し，その基礎地盤も硬質な地盤から相対的に柔

らかな地盤まで異なる特性を有している．2.1節～2.4節に示した国内外の地表に断層変位の影響が

現れた地震による構造物の被害事例では，原子力発電施設と同様に，地上構造物として建物，鉄塔，

橋梁および地中構造物としてトンネルなどの被害事例を示した．断層の動きに起因した断層変位を

含む地盤変状が，それら構造物へ及ぼした事象をとりまとめることは，それが原子力発電施設へ及

ぼす影響のモデル化を行う上で重要となる．そのような観点から，構造物の被害事例について断層

のメカニズムに応じた表層近傍における地盤の剛性と構造物の基礎剛性などとの関係を以下にまと

める． 

 

＜縦ずれ断層＞ 

 地表近傍が比較的軟らかい地盤： 

図2-1 放水トンネル内の損傷状況2) 写真2-9 放水路トンネル被害状況2) 
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・断層の動きに起因した地盤変状に明瞭な段差は生じず，地盤の湾曲や傾きが生じる 

・基礎が剛基礎の場合，地盤の隆起2～4m，また地盤の傾斜10～14°に対して，構造物に傾斜は生

じるが，大きな損傷は生じていない 

・基礎が柔構造の場合，地盤の隆起3m程度，また沈下1.5mに対して，基礎の損傷に伴い，構造物

にも被害が生じる． 

・地盤の隆起30cm程度に対して，放水トンネルの側壁や底版に圧壊が生じた． 

 地表近傍が硬い地盤： 

・地盤の食い違いにより生じた段差により，剛性の大きな構造物である重力式ダムの崩壊（段差8m），

橋台の転倒(段差3～4m)が生じる．他，取水トンネルが切断された事例もある． 

 

＜横ずれ断層＞ 

・周辺が硬質な岩盤のトンネルは、地盤の食い違い50cmにより側壁の圧縮座屈，底版の浮き上がり, 

食い違い2.1m程度に対して覆工コンクリートの切断などが生じた． 

・4m程度の地盤の横ずれに対して単純桁の床版は落下，免震支承を有する連続桁橋では橋台でのず

れは生じたものの桁の落下は生じていない． 
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3. 構造物に及ぼす影響の評価事例 

3.1 社会基盤施設における評価と対策 

 断層変位が構造物に与える影響のうち，原子力発電施設以外の社会基盤施設を対象とした解析評

価事例について，国内外の文献調査を行った．多くの検討は，断層変位を伴う実被害事例の検証や，

断層変位量と構造物損傷の関係の解明を目的に，FEM（梁要素を含む）を用いた評価が実施されてい

る．その結果について，建物，ダム等の構造形式毎に整理して以下に報告する． 

 

3.1.1 一般建物 

 Faccioli et al.1) は，1999 年のトルコ・コジャエリ地震や台湾・集集地震などを対象に，地表

地震断層が建物基礎直下に現れた被害事例を調査している．そのうちのいくつかについては，数値

解析的検討も実施しており，その概要について以下に紹介する． 

(1) イタリアMount EtnaのPernicana 断層（RC＋レンガ造1階 建て建物）の事例1) 

 図 3-1 に示すように周囲を基礎梁で囲まれたべた基礎直下を断層が走ったが，RC＋レンガ造の 1

階建ての構造物は倒壊することはなく，間仕切り壁 にクラックが入った程度である．ただし，剛体

的な回転による変位が残っている． 

 

 

図3-1 Mount Etnaの被害事例1) 

 

 この事例について，FEM による地盤－構造物の 3次元連成解析が行われている．解析はオープン

ソースコード（Tochnog） が用いられ，図3-2(a)に示すように，解析範囲は80×80×25m，地盤は

5120の6 面体要素で，1階建ての建屋は梁要素でモデル化されている．断層面に擬似静的に変位を

与えた結果の変位分布が図 3-2(b）に示されている．剛基礎の影響により，構造物を避けるように

地盤変形が生じており，前図に示した地表断層のトレースと対応している． 
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図3-2 Mount Etnaの事例の解析（右は水平変位コンター）1) 

 

(2) 1999年台湾・集集地震（RC造4階建て建物）の事例1) 

 2.1.1 に記したように，台湾・集集地震では，剛基礎支持の4 階建てのRC 造（図3-3の円で囲

った建物）の被災事例がある．地震の際に，4mに及ぶ地盤隆起を経験したものの，建物全体が10°

傾いたのみで構造的被害は生じていない． 

 

 

図3-3 台湾・集集地震におけるRC造4階建て建物の被害事例1) 

 

 この事例について，ABAQUSを用いた2次元のFEM弾塑性解析が行われている．図3-4に示すよう

に建屋は梁要素でモデル化し，地盤と基礎の間はギャップ要素を用いている．基盤面に4mの強制変

位を与えた計算結果では，この建物は9.2°剛体回転をしており，実際に生じた10°の傾斜とよく

対応している． 

 

 

図3-4 台湾・集集地震におけるRC造4階建て建物の事例の解析1) 
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(3) 1999 年トルコ・コジャエリ地震（地上4階，地下1階建て建物）の事例1) 

 2.2.1項のトルコ・コジャエリ地震による建物被災事例についても，ABAQUSを用いた2次元の FEM 

解析が行われている．この地震では，地上4階地下１階建ての剛基礎建物において図3-5に示すよ

うに 2.3mほど地盤が沈下したものの，目に見える被害は生じていない． 

 

 

図3-5 トルコ・コジャエリ地震における建物の被害事例1) 

 

 図3-6に示すように，基盤に2mの鉛直方向の強制変位を与えた場合，変形は下盤側で顕著になっ

ており，構造物は鉛直方向に59 cmほど沈下する結果が得られている．ここで示した解析結果は，

実際には基礎の回転がそれほど顕著でない点を除き，実現象を説明している． 

 

 

図3-6 トルコ・コジャエリ地震における建物の事例の解析1) 

 

3.1.2 ダム 

 有賀 9),10) は，1999 年台湾・集集地震で石岡ダムが大規模な断層変位により被災した事例を踏ま

え，ダム底面の直下に断層が分布するケースを想定した三次元動的解析手法を提案している（図

3-7）．解析コードは UNIVERSE を用い，ダム直下の断層は三次元接触要素でモデル化されている．

断層変位の影響は，断層を挟んだ片側の下端を自由境界とし，反対側の基盤に加速度波を入力する

ことにより考慮されている．鉛直方向に加振したケースでは，ダム堤体中央の最大相対変位は2.4m

となっている． 
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図3-7 ダムの事例解析9),10) 

 

 また，大町ら 11) は，2000 年鳥取県西部地震の際，震央近くの賀祥ダムにおいて，堤体の損傷は

ないものの貯水位が地震直後に6㎝低下した点等に着目し，ダム直下の伏在断層による地震時の地

盤変位とそれによる貯水位変動の影響について解析的アプローチにより検証している． 

 

3.1.3 地中構造物 

 ガスパイプラインや水道管等の管路や道路トンネルを対象に検討が行われている． 

 高田ら12) は，地震断層を横断する地中鋼管路をモデル化し，管路口径や断層変位量等をパラメー

タとした3次元シェル解析を行い，管路の曲げ角度と管路最大ひずみとの関係を簡易的に求めるこ

とができる設計式を提案している． 

 

 

図3-8 RC矩形トンネルを対象とした解析13) 

 

 また，大塚ら 13) は，RC 矩形トンネルの断層変位による影響と耐震継手の効果について，地盤－

地中構造物－断層系の3次元静的FEM解析により検討している．図3-8に示すように地中構造物は

線形シェル要素，地盤は表層地盤を対象に幅120m，深さ30m，トンネル軸方向に1000mの領域を非
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線形ソリッド要素でモデル化し，断層変位 0.5m を 200 ステップに分割して漸増変位を与える

Pushover解析を行い，断層面の傾斜角や耐震継手の設置間隔・個数をパラメータとして，構造物の

断面力低減効果について考察している．断層傾斜角が30°と60°では60°の方が耐震継手による

断面力の低減効果が大きいこと，断層変位量を 0.5m，傾斜角を 60°とした場合には，継手の間隔

が狭いほど，また個数が多いほど断面力の低減効果が大きく，結論として，断層変位対策で耐震継

手を使用する際は，継手の性能に応じて設置個数や伸縮可能量を検討する必要があると述べている． 

 

3.1.4 橋梁 

 橋梁の耐震設計は地震動によるものが一般的で，断層変位に対する検討はほとんど行われていな

いが，台湾・集集地震などの被災事例を踏まえ，断層変位を受ける場合を想定した解析的検討が実

施されている． 

 李ら 14)，田中ら 15)，角本ら 16)，大塚ら 17)は，鋼橋やコンクリート橋を対象とした静的解析や動

的解析により，断層変位が橋梁の耐震安全性に与える影響を検討している．静的解析では，図 3-9

に示すように構造物を線形および非線形の梁要素，地盤を弾性ばねでモデル化し，橋軸方向・橋軸

直角方向・橋軸鉛直方向の各断層変位方向に強制変位を与え，構造物の終局変位や終局耐力により

耐震性を評価している．動的解析では，台湾・集集地震で観測された加速度波形を基に作成した変

位波形を入力した解析を行っており，従来の静的解析や加速度入力の動的解析では評価が危険側と

なる可能性があることを考察で述べている． 

 また，中野ら18)，宮崎ら19)は，断層変位と地震加速度の作用を同時に受ける場合について検討し

ている．地震加速度による慣性力作用時に支持点が移動する場合の運動方程式を定式化し，コンク

リート橋の非線形動的解析を実施している．その結果，比較的小規模な断層変位であっても構造物

の損傷に及ぼす影響は小さくないこと，断層変位の方向により損傷の程度が異なることを述べてい

る． 

 

 

図3-9 鋼斜張橋を対象とした解析17) 

 

3.1.5 対策の事例 

 ここまで主に評価の事例について記してきたが，さらに対策まで実施した事例を紹介する．著名

なのは，アラスカ横断パイプラインの成功事例20)，21)，ニュージーランドのクライドダムの事例2)，
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カリフォルニア大学バークレー校メモリアルスタジアムの耐震改修事例22)などである．アラスカ横

断パイプラインでは，下にレールを敷き，その上に乗っているパイプラインが横滑りできるような

設計がなされた．敷設から30年を経た2002年11月3日のDenali Fault地震（M7.9）において，

水平方向に4.2m，鉛直方向に0.75mの変位が生じたが，その仕組みが適切に機能し，石油の流出を

免れた20)．クライドダムでは，2mの横ずれと1mの傾斜ずれを吸収できるスリットがダム本体に設

けられた．また，楔形の栓が設けられ，それが貯水の水圧で押し付けられることにより，スリット

部分からの水の流出を防ぐ仕組みになっている 2)．こちらの事例はまだ断層変位を経験したわけで

はないが，被害の予防に向けたその工夫は高く評価されている． 
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3.2 FEMを用いた原子力発電所の評価 

原子力発電所の設計では，詳細な調査に基づきその設置位置が決定され，活断層が重要構造物に

接して存在することはないため，地震に対する検討はこれまで地震応答解析のみが実施され，断層

による地盤の変位，変形（傾斜）に対する建屋構造物の解析検討はほとんど行われてこなかった． 

近年，断層変位が原子力施設の安全機能に与える影響が喫緊の課題として注目をされ始めたため，

原子力安全推進協会（JANSI）は，敷地内断層に関する総合的なプラント安全性評価手法の枠組みに

ついて検討を行い，その成果を2013年9月にHPに公開した23）．その中でBWRとPWRの両タイプの

原子炉建屋直下に断層変位を与えた場合の試解析を行い，建屋への影響評価を実施している． 

 

3.2.1 BWR型原子炉の建屋の試解析 

BWR型原子炉建屋の試解析では，建屋-地盤一体

モデルを用い，建屋のほぼ中央部直下に傾斜角

60°の逆断層による最大 30cm の上下変位を作用

させ，鉄筋コンクリート部材の弾塑性および建屋

‐地盤間の剥離・すべりを考慮した三次元静的

FEM 解析を行っている．解析プログラムとして汎

用有限要素コード「Abaqus Standard Ver. 6.12.3」

が用いられた． 

建屋モデルは，平面80ｍ×80ｍ，基礎スラブ厚

5.5ｍで，積層シェル要素によりモデル化している．

地盤は 250ｍ×250ｍ×150ｍ（深さ）の範囲をソ

リッド要素でモデル化し（図3-9），地盤剛性によ

る応答の変化を把握するためせん断波速度

Vs=500m/s（軟岩）と Vs=1500m/s（硬岩） の 2

ケースについて解析を実施している． 

断層面のモデル化については，断層面を特定せ

ず地盤境界部に強制変位を与えた場合，建屋の有

無により形成される断層面が移動するとの解析結

果があるが24），この試解析では，地盤が岩盤のた

め断層面の移動が少ないことおよび建屋直下の変位が大きめになることから，ずれが生じる断層面

をあらかじめ特定して解析している（図3-10）． 

解析結果によると，縦ずれ断層変位を受けた建屋基礎スラブは，断層付近と下盤側建屋外壁付近

を支持点とし，その間は浮き上がる単純梁のような状態となっている（図3-11，3-12））．断層変位

による影響が最も大きい部材は基礎スラブであり，特に断層面位置，外壁およびシェル壁位置で大

きな応力が発生しており，発生応力と許容限界の関係からみると，曲げモーメントに比べ面外せん

断力のほうが厳しい状況となっている．支持地盤の剛性の差による比較では，Vs=1500m/s（硬岩）

図3-9 BWR型原子炉建屋解析モデル 

250 m
250 m

G.L. 0 m

地盤

断層面

BWR型原子炉建屋

G.L.－150 m

図3-10 断層面と断層変位の与え方 
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  図 3-14 PWR型原子炉建屋解析モデル   

75m

地盤ばね

80ｍ

断層位置

PWR型原子炉建屋

のケースの方が2～3割大きな面外せん断力が発生していた（図3-13）． 

 

  

非接地面

 

 

 

 

 

 

 

3.2.2 PWR型原子炉建屋の試解析 

PWR型原子炉建屋の試解析では，鉄筋コンクリー

ト部材の弾塑性を考慮した三次元静的FEM解析によ

り建屋構造健全性に対する影響を検討している．解

析プログラムはFINALを使用し，解析対象とした原

子炉建屋は平面80m×75m，基礎スラブ厚8mの規模

で，基礎スラブをソリッド要素，原子炉周辺建屋・

プレストレストコンクリート製格納容器等の上部建

屋を積層シェル要素でモデル化している．支持地盤

はせん断波速度Vs=1600m/sの岩盤で，BWRの試解析

とは異なりウィンクラーばね要素（三方向の離散化

ばね）でモデル化し，建屋直下で中心から少し離れ

た位置の副断層に30cmの縦ずれ上下変位が生じる

Vs=500m/s（軟岩）           Vs=1500ｍ（硬岩） 

  図3-13 基礎スラブ面外せん断応力図 

図3-11 建屋・地盤変形図（Vs=1500m/s）   図3-12 地盤の接地圧図（Vs=1500ｍ/ｓ） 
変形は10倍して表示 
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ものとしている．基礎スラブと地盤の間には圧縮時

のみに剛性を有するジョイント要素を設け，上下方

向の変位量を地盤要素下端に与えることで，副断層

に変位が生じた場合の影響を考慮している．（図

3-14） 

解析結果によると，BWRと同様の変形性状を示し，

基礎スラブは副断層線及びその対角上の領域を支持

点とした単純梁のような状態に変形している（図

3-15）．発生した曲げモーメントは副断層線と対角上の領域の中間部で大きな値を示していたが，軸

ひずみは概ね1000μ以下，最も厳しい部位においても2000μ以下であり，曲げ応力に対して基礎ス

ラブは許容範囲内であることがわかった．面外せん断力は副断層線近傍とその対角上の支持点近傍

で大きな値を示しており，局所的に許容限界を超過する部位が見られた（図 3-16）．また，上部建

屋の耐震壁に生じたせん断ひずみは終局限界とされる4000μ以下となっていた． 

なお，地盤をソリッド要素でモデル化した三次元FEM解析も実施し，基礎スラブの応答性状がウ

ィンクラーばねでモデル化した解析結果と大差ないことも確認している． 

 

副断層位置

曲げモーメント

副断層位置

面外せん断力  

 

軸

ひ
ず
み
の

許
容

範
囲

副断層位置 副断層位置

面外せん断力
面外せん断耐力

 

 

 

 

図3-16 基礎スラブ応力図 

図3-17 基礎スラブ軸ひずみ図     図3-18 基礎スラブ面外せん断力検定図 

図3-15 基礎スラブ接地図 

： 接地している領域を示す(接地率17.7％)

副断層位置
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3.2.3 今後の課題 

これらの解析により，断層変位が30cm程度であれば，地盤‐建屋全体解析は可能であることが確

認され，原子炉建屋の基礎スラブや耐震壁等に生じる応力・変形の傾向を把握することができたが，

断層変位の大きさ，方向（正断層，逆断層，横ずれ）及び位置，地盤条件ならびに建屋の違い（炉

型，基礎スラブの厚さ・形状等，耐震壁の配置等）により建屋に生じる応力・変形が異なる可能性

があるとの見解を示している． 

今後の課題として，以下を挙げている． 

この解析では建物の耐変位安全性評価には建屋－地盤全体モデルによる弾塑性解析（建屋の弾塑

性，断層面のすべり，建屋と地盤間の剥離及びすべり）を用いているが，これは従来の手法を組み

合わせたものであり，特別な課題は少ないと考えられるが，この手法の発展や詳細化という観点で

は，地震による変位と揺れによる地震力の加え方や，面外せん断力の評価等について課題が残され

ており，解析手法の高度化により解析精度の向上を図る必要がある．さらに，局部的なひずみのみ

でなく，基礎スラブ全体としての破壊の評価手法も確立する必要があると考えられる． 
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図3-19 DEM解析による地表面上のクラックで発生する空洞の再現（文献26）より引用） 

3.3  DEMやMPMを用いた評価 

 本節では，DEMおよびMPM（Material Point Method）を用いた断層解析事例のうち，構造物への

影響に着目したものに限定し述べる．断層変位が構造物に与える主な影響としては，地表に出現し

た変位が地表面上に位置する構造物に被害を及ぼす影響と，断層上に堆積した地盤内に生じたひず

みまたは変位がパイプラインやトンネル等の地下構造物に被害を及ぼす影響が考えられる．そこで，

ここでは，これらの影響を評価した事例を中心に紹介するものとする． 

 

3.3.1 DEMを用いた評価 

 断層による地上構造物への影響評価のためには，地表面の変形および変位量の把握が重要である．

DEM を用いた地表面変形の評価事例として，古いものとしては，Sarah et al.(1992)25)のものがあ

る．この文献では，DEM 解析により，正断層で生じる地表面の変形パターンを表現できることを示

している．断層が傾斜している場合についても実際に見られる地表面の変形パターンを表現できる

ことを確認している． 

 一方，近年のDEMを用いた評価事例としては，Abe et al. (2011)26)のものがある．この文献では，

粘着力が比較的大きい地盤が断層上に堆積したことを想定したモデルに対しDEM解析を行ったもの

である．その際，地盤については，要素試験結果より粘着力と引張力を明確にし，これらを入力パ

ラメータとして解析を行っている．その結果，地表面上のクラックで発生する空洞（図3-19中のA，

B，C）を表現し，さらにその発生位置について概ね再現できることを示している．この再現性は，

模型実験結果やフィールド調査結果からも実証されており，DEM は断層変形による地表面の変位量

評価に有用であることを示している．Sarah et al.(1992)25)の文献との大きな違いは，クラックの

空洞位置まで詳細に示している点である．これは，多くの粒子数を用いた解析によるところが大き

く，近年の計算機器の性能向上が解析精度向上に影響を与えていることを示すものである． 

 以上の文献は，DEM により断層変形により生じる地表面変位を再現できることを示している．こ

のようにDEM解析により地表面変位を予測できれば，地表面上に位置する地上構造物に及ぼす被害

を評価できることにつながる．DEM 解析から得られた地表面変位の結果を適用した事例としては，
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高尾ら(2014)27)のものがある．この文献では，高尾ら(2013)28)が提案した，確率論的断層ハザード

解析手法（PFDHA）において必要な副断層の発生確率および変位量の距離減衰式の信頼性向上を目的

としている．この距離減衰式の信頼性を向上するためには，副断層の変位量と主断層の変位量の比

と主断層からの距離の関係に関するデータを充実化する必要がある．そこで，模型実験に加え，DEM

で断層上地盤の変形解析を行うことで，これらのデータの補完を行っている．DEM による解析結果

は，模型実験結果やフィールド調査結果と定量的に遜色ないものであり，補完データとして有効で

あることを示している．このデータ補完に用いたDEM 解析の内容は，新井(2013)29)にも示されてお

り，そこでは粒径の細かさと，計算時間および解析精度の関係について議論している．  

 一方，DEM解析を，地中構造物の被害評価に適用した近年の事例としては，Rahman and Taniyama 

(2015)30)がある．この文献では三次元DEM を用いて，パイプラインが断層により変形する現象に対

し解析を行い，パイプラインに生じる力と変位の関係を調べている．このような解析結果が蓄積さ

れれば，地中構造物の耐力設計等に活用できる可能性が考えられる． 

 その他，DEM解析に準じた評価事例としては，Kumar and Meguro (2001)31)がある．この文献では，

連続体要素をばね要素で連結したApplied element method (AEM)を用いて，断層による地表面の変

位を求めている．その際，AEM の特長を生かして，断層上の地盤内に発生する応力分布を計算し，

線形解析と非線形解析の場合でその様相が異なることを示している．この手法によれば，地中での

応力分布を計算できる可能性があり，断層上の地盤内の地中構造物に働く応力算定に活用できるこ

とが考えられる． 

 

3.3.2 MPMを用いた評価 

 MPM を用いた断層による地盤変形に対する評価事例として，最も古いものは Konagai and 

Johansson (2001)32)のものである．この文献では，MPMにFDMのスキームを取り入れた，Lagangian 

particle finite difference method (LPFDM）を用いて，断層上の地盤の大変形解析を行っている．

その際，断層上地盤中に硬い物体を挿入した解析を実施し，地盤が大変形した際の地中構造物への

影響を評価できる可能性を示した． 

さらに，小長井は文献33)にて，LPFDMを用いて水で飽和した地盤の断層変形解析を実施している．

この解析では，断層上の地盤は完全に飽和したものと想定し，間隙水の流れの記述には変形の進行

が大きい問題でも適用可能なエルガン式を用いている．解析結果として，表層地盤に食い込む基盤

岩盤の角からせん断層が発達していく様子を再現できることを示している．しかしながら，上記の

角の部分で非現実的な負圧が生じることを示し，間隙水圧の負圧の上限値の明確化を指摘している．

さらには，大変形時での水みちの形成を考慮した間隙水の表現の必要性も指摘している．これらの

点は，地盤の大変形時での間隙水の挙動について新たなブレークスルーが必要であることを示して

いる． 

Johansson and Konagai(2007)7)は，上記の断層上の地盤変形に与える間隙水の影響について，ピ

ストンを用いた模型実験と，二相系MPMによる解析で検討している．乾燥砂と湿潤砂を用いて断層

変形を模擬した模型実験を行い，その実験結果と MPM による解析結果を比較し，MPM による断層変
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図3-20 MPM解析による杭基礎群の杭頭回転量の算定（文献34）より引用，dは傾斜45度の断

層変位の鉛直方向成分ないし水平方向成分） 

形解析の有用性を示した．なお，その際，負圧の上限として-100kPa を用い解析を行っている．結

果として，乾燥砂の場合ではMPM解析により実験結果で計測したピストンに作用した圧力を概ね再

現できること示している．一方，湿潤砂の場合では，ピストンに作用する圧力を過大評価した．こ

の原因として，負圧を過大評価していることを挙げ，三相系モデルによる解析の必要性を指摘して

いる．一方，断層変形時に生じる断層上地盤内のひずみについて，MPM 解析の結果から，湿潤砂の

場合の方が乾燥砂の場合より，ひずみが発生する領域が広くなることを指摘している．この知見は，

断層による実際のトンネルの被害においても，水が多い箇所で被害が集中していることと定性的に

一致していることを指摘し，水が多い箇所での地中構造物の断層による被害について留意するよう

指摘している． 

以上の文献は，MPM 解析による断層に伴う地中構造物の被害を評価できる可能性を示している．

また，MPM解析により，断層上地盤内の間隙水の影響を考慮できる可能性を示している． 

以上の文献は，断層の地中構造物への影響に着目したものであるが，MPM 解析において，断層の

地上構造物への影響に着目したものとしては，Sadr et al. (2004)34)がある．この文献では，断層

上の地盤内に構築した杭基礎群が断層変形により受ける影響についてMPM解析による検討を行って

いる．基礎の挙動に着目しているため，地中構造物への影響に着目した文献とも言えるが，断層変

形に伴う基礎の回転により上部工の変位にも影響が出ることから，地上構造物への影響に着目した

ものとしてここでは紹介する．  

この文献では，基礎を含んだ解析を実施する前に地盤のみで解析を実施し，断層上地盤内に生じ

るせん断帯は地盤のダイレイタンシー特性に大きく影響を受けることを示している．この点を明確

にして，地盤内に杭基礎群のモデルを配置し解析を行っている．なお，その際，杭基礎群は一体と

して挙動するものとして解析している．解析結果として，杭基礎群の存在の有無が地盤の変位分布
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および地表面変位量に影響を与えることを示し，具体的には，水平方向の地表面変位にはほとんど

その影響はないが，鉛直方向の地表面変位に対しては，その変位量を小さくする効果があることを

示している．さらには，杭基礎の曲げ剛性の大きさが杭頭部の回転量に及ぼす影響も検討している．

（図3-20）これらのことは，MPM解析により基礎構造物も含んだ地上構造物の被害について評価で

きる可能性を示している． 

一方，この文献では，異なる物質（例えば，コンクリートと地盤）の境界の取扱に関するMPMの

欠点を示している．具体的には，MPM では異なる物質は構成則の違いのみで表現されるため，それ

ら物質間の境界における物理量の不連続が連続化されてしまい，境界間の挙動を明確に表現しにく

くなるという点である．この点は，入力パラメータが構成則によるものに限定されるという利点を

もたらす一方で，境界の挙動が主となる現象（例えば，基礎と地盤相互作用問題，岩盤と地盤間の

せん断変形問題）等では不利となることを示している． 

 

3.3.3 DEMとMPMを用いた評価の違い 

 以上，DEM と MPM を用いた断層問題への適用事例を構造物への影響という観点から示した．現状

での断層変形の構造物への影響評価について限定すると，断層上地盤の大変形による地中構造物お

よび地上構造物への影響評価という点では，DEM解析，MPM解析ともに，地表面での変位量の評価を

主としながらも大変形解析が可能な領域に達しており，精度と進歩において大きな差はないものと

考えられる． 

一方，DEM と MPM の解析手法上の違いについて改めて検証すると，前者では，ばね等で粒子を連

結するのに対し，後者では連続体を模擬した粒子群でモデル化するという大きな違いがある．この

ようなモデル化の違いは異なる物質間での境界の表現に影響する．DEM では粒子間の挙動をばねモ

デル特性等で任意に調整できるため境界を明確に表現しやすい．しかし，MPM では，境界を挟む物

質間の材料特性を構成則モデルの違いのみで表現するため，Sadr et al. (2004)34)に指摘されるよ

うに境界がぼやかされる．一方，DEM では，ばねモデル等の入力パラメータの設定において，解析

の安定化のためにキャリブレーションを伴うが，MPM ではそのようなキャリブリレーションが基本

的に不要となる． 

以上のことは，地盤と構造物の相互作用を伴う地盤の大変形問題においては，地盤と構造物間の

境界の取扱について熟慮しなければならないことを示している．実際に断層上地盤と構造物の相互

作用を取り扱う解析において上記の差異を考慮する場合には，例えば，地盤全体のモデル化は MPM

で行い，構造物との相互作用が主となる箇所ではDEMを用いる等，各手法の良い点悪い点を考慮し

た解析が必要であることも考えられる．今後，このようなハイブリッド法の検討も含め，DEM およ

びMPMの特長を生かした，断層変形の構造物への影響評価に向けた検討が必要であると考えられる． 
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3.4 梁ばねモデルを用いた地中構造物の損傷確率評価 

 

      (a)                  (b)                         (c)                     (d) 

図3-21 断層変位影響評価のための地中構造物とその周辺地盤のモデリング 

 

 地中構造物に対する断層変位の影響を評価するとき，図3-21のように，構造物とその周辺地盤に

関する幾つかのモデリングを考えることができる． 

(a) 地盤ばねを介して想定変位を構造物に直接入力する． 

(b) 地盤単体に想定変位を入力する非線形解析を行い，そこで得た構造物位置の変位を，地盤ば

ねを介して入力する． 

(c) 地盤をソリッド要素でモデル化するが，あらかじめ断層位置を縁切りしておく． 

(d) 地盤－構造物連成系の非線形モデルに想定変位を入力する． 

ただし，(b)や(d)では地盤の非線形モデルが必須となる．また，図は二次元で描いているが，基本

的に断層変位影響は三次元問題である． 

定められた条件下において高い精度を求めるという点では(d)が理想的だが，断層変位影響の問題

は，解析の入力となる断層変位の発生位置や方向等が十分な信頼性をもって特定されない所に難し

さがある．よって，(a)のタイプのモデルを用いてパラメータスタディを行い，少数ケースの(b)～

(d)の解析結果と突き合わせながら解を探索するというアプローチが現実的と考えられる．そこで，

本節では，鉄筋コンクリート製地中構造物を対象として，自由度の小さい(a)のモデルによる複数条

件下での解析の例を示す． 

 

3.4.1 例題の設定 

 厚さ0.6mの面部材で構成された1層2連のボックスカルバートを想定して，図3-22のように寸

法を設定した．長手方向は，15m間隔で縁が切られているものとし，3ブロック分を対象範囲とした．

ただし，影響評価の対象としては中央1ブロックに着目する．躯体部分の長手方向の鉄筋として，

降伏強度400N/mm2のD16異形鉄筋が300mm間隔で各面部材の表裏2層に配筋されているものとした．

コンクリートの圧縮強度は30 N/mm2，引張強度は2.2N/mm2，ヤング係数は28000N/mm2とした．ブロ

ック境界の空きは10mmとした．なお，以降の記述では，図3-22のようにXYZ方向を定める． 

 

 

 

＋
構造物

地盤バネ

強制変位入力
地盤（非線形）

地盤（非線形）
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(a) ZX断面                 (b)YZ断面 

図3-22 検討対象 

 

 

図3-23 解析モデル 

 

3.4.2 解析モデル 

解析モデルは，図3-23(a)，(b)に示すように，非線形曲げを表現するための回転ばねと，線形弾

性梁要素とを交互に配置し，これに地盤ばね（図中の櫛状の線群）を付けて構成した．回転ばねは，

図 3-23(c)に概念的に示すように，0.1m×0.1m の小領域で分割するファイバーモデル 35), 36)を適用

して非線形曲げ挙動を考慮した（ファイバーモデルは軸方向挙動が連成するため，正確には単純な

回転ばねではないが，本稿では便宜的に回転ばねと記述する）．2個所あるブロック境界の回転ばね

と，それ以外の躯体中の回転ばねには別個の特性を与えた．ブロック境界は，初期状態で一定の離

間距離（10mm）があると想定し，構成ファイバーは，その離間距離が詰められたときにコンクリー

トの一軸圧縮特性をもって抵抗し始めるようにした．一方，躯体中の回転ばねでは，コンクリート

を表すファイバーと，長手方向に配された鉄筋を表すファイバーを設け，それぞれ一軸の非線形構

成則を与えた．躯体の非線形曲げ特性については，梁要素の中で考慮する方法もあるが，後述の特

性長さの問題を扱う際に逐一モデル変更（要素長を変える）が必要になってしまうので，検討の便

宜を考えて回転ばねとして切り分けた．梁要素では，せん断変形を考慮し，Y 方向（水平かつ管路

軸直交方向）のせん断に対しては頂版と底版，Z 方向（鉛直方向）のせん断に対しては 3 つの鉛直

壁の断面積を有効とした． 

回転ばねの各ファイバーで規定しているのは応力－ひずみ関係なので，曲率を回転角に，ひずみ

回転バネ
（ファイバー要素）

梁要素
（曲げせん断）

地盤バネ（3方向）

・・・

梁・回転バネ・地盤バネから成る
ユニット×30個で15mの1ブロックを構成

(a) 全体図 

(b) 要素構成 

(c) ファイバーモデル概念図 

鉄筋のファイバーは簡単のため
各部材の中央に配置

コンクリート
の小要素
（実際の解析モデル内ではより細かい）



IV-24 
 

を変位に変換する長さ次元のパラメータが必要になる．線部材で構成された鉄筋コンクリート構造

物の解析では，これを等価塑性ヒンジ長と称し，部材厚の0.5～1.5倍程度がよく用いられているが，

目下の問題で適当な長さは不明であり，これを明らかにするには，実験的な検討が必要と考える．

ここでは，暫定的に，躯体中の回転ばねで0.1m（後述の限界値との対応を考慮して鉄筋径の8倍を

目安に設定），ブロック境界の回転ばねで 0.3m（小さくすると解析の不安定性が増すため躯体中よ

りやや大きめに設定）とした． 

 梁とばねを用いたモデルの妥当性を確認するため，1ブロック分の三次元弾性ソリッドモデル（図

3-24(a)）を別途作成した．双方のモデルについて，一端を固定して片持ち梁の状態にし，他端に鉛

直下向きの変位を与える静的解析を行った（図3-24(b)）．得られた変位－荷重関係が図3-24(c)で

あり，初期段階でおおよそ同等の剛性になっていることが確認できる．梁ばねモデルの軌道が変位

4mmを超えたところで急落しているのは，固定端近傍に曲げひび割れが発生したことを表している．

ボックスカルバートは，一般に長手方向の鉄筋比が小さいため，構造物全体の曲げに対しては，こ

の例が示すように，ひび割れ直後から耐力低下する可能性がある． 

 

 

図3-24 梁ばねモデルとソリッドモデルの基本特性比較 

図3-25 地盤ばね定数設定のための二次元切欠き地盤を用いた予備検討 
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(c) 水平移動時変形状態 
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 3方向の地盤ばね定数は，以下の手続きに基づいて定めた．密度1.8 [ 3t m ]，粘着力 10c  [ 2kN m ]，

内部摩擦角 35  [deg]，静止土圧係数 0 0.5K  という条件下で，深さ毎にせん断強度を設定し，そ

れを参照せん断ひずみ 0.001r  で除してせん断剛性とした．この深さに応じたせん断剛性と，ポ

アソン比 0.4  の下で，二次元の静的弾性解析を行い，図3-25の水平移動（梁ばねモデルのY方

向移動）に対して285072[kN/m/m]，鉛直移動（Z方向移動）に対して415326[kN/m/m]という値を得

た．X 方向移動に対するばね定数は，両者の平均の 1/3 とした．ここでのばね定数の設定方法は暫

定的であるし，そもそも対角項のみのマトリクスで相互作用を表現する（Winkler型）地盤ばねは，

本来は構造物の変形モードの仮定が必要であり，こうした断層変位影響の解析への適用性は確認さ

れていない．この側面においても，今後，検証実験が必要である． 

 

3.4.3 その他の解析条件 

 構造物の両端（左ブロックの左端，右ブロックの右端）は自由端とした．ブロック境界は，管路

軸に直交する方向のずれに抵抗しないものとした．管路軸周りのねじりは拘束して発生しないよう

にした．地盤ばねの端部に1mm／ステップの増分で，500mmまで変位を入力した． 

 本解析は，ブロック境界が接触したりしなかったりすること，また，先の図3-24で示したように，

曲げひび割れ後に曲げ耐力が低下することに起因して，収束性は良くなかった．そこで，解析を安

定させるために，以下の措置を取った． 

・剛性マトリクス作成段階で，コンクリートファイバーに対し，ヤング係数の1%を下限として設定 

・剛性マトリクスの1%を係数マトリクスとする粘性減衰を付与し，時間刻み1秒で動的に解析 

（ただし，このとき質量は与えない[慣性力は発生させない]） 

 

3.4.4 不確定因子 

 

断層の通過位置は
対称性を考慮してこの領域を10分割

断層変位の方向は
水平から鉛直までを10°間隔で10通り

 

図3-26 解析ケース群の設定 

 

 以下の2項目を不確定因子とした． 

・断層の通過位置 

・断層変位の方向 

断層の通過位置は，図3-26に示す領域を等分した10通りとした．断層変位の方向は，断層面が管

路軸方向に直交しているという仮定を設けた上で，水平方向（0°）から鉛直方向（90°）までの

区間を9等分して10通りとした．結局，今回の解析ケースは，都合102通りとなっている． 

 



IV-26 
 

3.4.5 評価項目 

以下の7項目を評価する． 

(A) ブロック境界の回転ばね（ファイバー要素）の曲げ引張縁の開き 

(B) ブロック境界の回転ばね（ファイバー要素）において圧縮ひずみが 0c を超過する領域面積の

全断面積に対する比（ 0c ：コンクリートが圧縮強度を発現するときの軸方向の圧縮ひずみ） 

(C) ブロック境界の管路軸直交方向のずれ 

(D) 躯体中の回転ばね（ファイバー要素）の曲げ引張縁の開き 

(E) 躯体中の回転ばね（ファイバー要素）において圧縮ひずみが 0c を超過する領域面積の全断面

積に対する比 

(F) 梁要素のY方向せん断応力 

(G) 梁要素のZ方向せん断応力 

今回のモデルでは，横断面のせん断変形モード，部材の面外曲げによる3ヒンジの破壊モード等は

評価できないことに注意する． 

限界値の設定について述べる．以下は，あくまで本稿の評価用に設定したものであって，基準書

等で定められているものではない．鉄筋は，直径の 8 倍を検長とする単体引張試験において，20%

程度の伸びで破断するので，(A)(D)曲げ引張縁の開きに対して，8×D16 異形鉄筋の直径 15.9mm×

0.2＝25mmを限界値とした．(B)(E)圧縮破壊面積比に対しては10%，(C)境界のずれに対しては100mm

を限界値とした．(F)(G)せん断応力に対しては2N/mm2とした．コンクリートのせん断強度は，純せ

ん断であればこの程度の値が期待できるが，曲げを伴って特にせん断スパン比が大きい場合はこれ

より大幅に低下する 37), 38)．目下の問題では，安全側の値にすると，せん断スパン比が大きくない

にもかかわらず，不合理に早い段階で限界に達してしまうので上記のようにした．主筋（ボックス

カルバートの横断面と部材面の交線方向の鉄筋）が構造物全体のせん断に対してはせん断補強の役

割を担う可能性もあるので，せん断の限界値につ

いては，今後何らかの工夫が必要である． 

 

3.4.6 結果 

変形の推移の例として，断層通過位置が中央ブ

ロックの中央，断層変位の方向が鉛直のケースの

変形図を図3-27に示す．図は，中央ブロック近傍

を拡大している．最初は，中央ブロック全体が剛

体的に傾斜しているが，途中で断層通過位置寄り

に曲げを受けて折れる箇所が発生し，以降はそち

らに回転が集中している様子がうかがわれる． 

図3-28は，前項に記した7つの項目について，

入力変位と，上記限界値の超過ケース数／全ケー

ス数（=102）比を整理した結果である．評価項目

(a) 入力変位50mm，倍率50 

(b) 入力変位200mm，倍率12.5 

(c) 入力変位500mm，倍率5 

図3-27 変形の推移の例 

中央ブロック 
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図3-28 評価結果 

図3-29 評価結果（地盤ばね定数を1/3にした場合） 

 

毎に見た場合，別項目の指標が卓越して着目項目の指標が抑制されるケースがあるので，必ずしも

1には収束しない．例えば，同図(a)には，境界でのずれが卓越して，回転が増大しないケースが含

まれているため（特に，断層の通過位置がブロック境界に近いケースにおいてそういったケースが

認められた），2つの指標が1より手前の0.8～0.9の辺りに収束している。また，鉛直方向に変位

を与えたケースでは，水平方向のせん断応力が発生しないので，同図(c)の軌道も1より小さい値に

収束する傾向がある． 

7つの項目のいずれかが限界値を超えた場合をもって損傷したと定義し，各ケースの重みを1と

すると，同図(d)のような損傷確率曲線（フラジリティー）を描くことができる．50mmに満たない

変位レベルから立ち上がりが認められるが，これに大きく影響しているのは同図(c)のせん断応力で

(a) ブロック境界関連指標 (b) 躯体曲げ関連指標 

(c) 躯体せん断関連指標 (d) 総合評価 
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ある．すなわち，断層変位入力位置の近傍でのせん断破壊が懸念されるという結果である．ただし，

今回の解析では地盤ばねに非線形性を設定しておらず，これを考慮した場合には，断層変位入力位

置近傍でのせん断応力が緩和される可能性がある．参考として，3方向の地盤ばね定数を一律1/3

に低減して同様の解析を行うと，図3-28(c)，(d)に対応する結果として図3-29(a)，(b)が得られる．

この場合，せん断応力の評価曲線の立ち上がりは右にシフトしている．  

 

3.4.7 今後の課題 

 鉄筋コンクリート製地中構造物を対象に，断層変位の不確定性を考慮した損傷確率評価の事例を

示した．ここで用いた方法は，1ケース当たりの計算時間が短いため，3.4.4項で言及した以外にも

より多くの不確定因子を考慮する，あるいは3ブロックに限らず発電所構内のより広範囲のブロッ

クを対象にする，といった方面に計算コストを配分することができる．反面，地盤ばねという理論

的に限界のある要素を用いているので，精度は相応であることを念頭に置かなければならない．躯

体のせん断破壊，横断面のせん断変形等のモードについては，材料非線形構成則を備えたソリッド

要素39), 40)で構造物をモデリングすることによって検討可能と考えられる（計算時間は増大するが，

地盤連成系モデルの繰返し計算よりはまだ現実的である）．ブロック境界や低鉄筋比断面における特

性長さについては，実験的な裏付けが必要と考える．また，局所的に材料の限界値に達していても，

要求性能への寄与が小さい場合が想定されるので，要求性能と照らしわせたより適切な限界値の整

備が望まれる．この点は，3.2 節末で述べられている「全体としての破壊の評価手法」が必要との

見解と同様である． 
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4. 原子力発電施設に及ぼす影響の考え方および最近の研究動向 

 

4.1 基準類における断層変位影響の扱い 

 断層の種類については，本報告第II編4.1節に記されている．再度簡潔に記すと，主断層は地震を

発生させた断層で，分岐断層を含む．副断層は，主断層から離れた場所で，副次的または従属的に

生じた断層を指す．原子力施設は，主断層，分岐断層の可能性のあるところには設置していないと

判断される．副断層の原子力施設への影響が課題の対象であり，海外と日本とで扱いが異なってい

る． 

IAEAのサイト評価における地震ハザード評価に係る基準では，対象サイトを新設と既設に分けた

上で，後者については次のような内容が記されている41)．断層変位に関して再評価が必要となるよ

うな情報が見出される場合も起こり得る．地表若しくは近傍における様々な断層変位に関する年超

過確率の推定のために，活用し得る全データを用いて，地震動ハザード評価と類似した，若しくは

同様の確率論的手法が用いられるべきである． 

一方，我が国の原子力規制委員会の新規制基準（地震・津波）では，新設，既設を分けずに次の

ように記述されている42)．重要な安全機能を有する施設は，将来活動する可能性のある断層等の露

頭が無いことを確認した地盤に設置すること．将来活動する可能性のある断層等とは，震源として

考慮する活断層のほか，地震活動に伴って永久変位が生じる断層に加え，支持基盤を切る地すべり

面が含まれる． 

 

4.2 最近の研究動向 

国内外では，本委員会の他にも断層変位の構造物フラジリティへの影響評価に係る次のような各

種活動が行われている． 

・日本原子力学会地震PRA実施基準改定43)～47) 

・日本原子力学会断層の活動性と工学的なリスク評価調査専門委員会48),49) 

・土木学会原子力土木委員会地盤安定性評価小委員会50) 

・電力中央研究所の活動51) 

・原子力安全推進協会の活動52) 

・資源エネルギー庁公募研究53) 

・国際原子力機関(IAEA)国際耐震安全センター特別拠出金事業54) 

本節では，上記活動の現状等について整理する． 

 

4.2.1 日本原子力学会地震PRA実施基準43) 

 日本原子力学会では，地震PRA実施基準を2007年9月に発行した．同基準は，近く改定版が発行

される予定である．改定基準には，図4-1に示すように断層変位ハザード評価，同ハザードに対す

るフラジリティ評価，事故シーケンス評価が追加された44),45)． 
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4.2.2 日本原子力学会の断層の活動性と工学的なリスク評価調査専門委員会の活動48) 

(1) 設立の趣旨 

日本原子力学会では，2014 年 10 月に以下の項目を推進することを目的に，多くの学協会に所属

する方々の協力を得て，調査専門委員会が立ち上げられた．  

① 地震，地盤，土木，耐震などの学術分野の専門家はもちろんのこと， アカデミア，原子力

工学系の専門家や規制当局，事業者等のステークホルダーを含めた実り多い公開の討論 

② 現在まで得られた国内外の知見を元に，現時点における最も科学的かつ合理的な判断を選

択するための調査検討 

③ 国際的に蓄積されたデータベースを基に，例えば断層の変位が原子力施設に与える影響と

4.評価手順

5.2サイト・プラント関連情報の収集・分析
5.3サイト・プラントウォークダウンの実施

5.サイト・プラント情報の収集・分析
5.事故シナリオの概括的分析

5.4事故シナリオの概括的な分析及び選定

5.5事故シナリオの明確化と起因事象の分析

5.6建屋・機器リストの作成

7.建屋・機器フラジリティ評価

8.事故シーケンス評価

6.地震ハザード評価

8.2起因事象の設定

6.2東北地方太平洋沖地震等巨大地震
からの知見の反映、不確実さの取扱い

及び地震ハザードの妥当性確認

7.2評価対象と損傷モードの設定

6.3震源モデルの設定

6.4地震動伝播モデルの設定

6.5ロジックツリーの作成

6.6地震動ハザードの評価

6.7フラジリティ評価用の地震

動の作成

7.3評価手法の選択

7.4現実的耐力の評
価

7.5現実的応答の評
価

7.6フラジリティの評価

8.3事故シーケンスのモデル化

8.4システムのモデル化

8.5事故シーケンスの定量化

6.1地震PRA実施基準策定後の地震からの
知見と地震動ハザード評価の流れへの反

映

6.10複合ハザード評価及び地震随伴事象

PRAに用いる地震動ハザード

6.9断層変位及び地殻変動のハザード評価

6.8複数プラントにおけるハ

ザード評価の留意事項

7.7損傷の相関及び免震型原子力施
設・設備のフラジリティ評価

8.6格納容器機能喪失シナリオの分析

図4-1 日本原子力学会における改訂地震PRAの流れ 

4. 評価手順 
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リスク評価，過酷事故防止対策などの知見を集め，標準や規格に反映していくための継続的

な議論とそのための努力 

(2) 活動内容（図4-2） 

① 断層の変位に伴う原子力施設への影響評価について，科学的・工学的な評価手法の確立と

リスク低減に関する基準の策定が望まれる． 

② 万一，活断層が動いたとしても，副断層の変位と原子炉建屋や屋外土木構築物（取水路・

海水管ダクト・トレンチ等），格納容器，重要な配管・機器・計測制御系などに与える影響

を評価する． 

③ そのトータルリスクについての工学的評価や，過酷事故に発展しないようなアクシデント

マネージメントの策定などをあらかじめ検討しておくことが必要である． 

原子力発電所のトータルなリスク低減と安全性向上のためには，重要度分類に基づく，科学的合

理的な対策が必要である．そこで，断層の活動性と工学的なリスク評価手法開発を多くの学協会に

所属する専門家の協力を得て行い，研究成果を国際的に共有する調査研究活動を実施する． 

 

4.2.3 原子力安全推進協会の活動 

原子力安全推進協会では，原子力発電所敷地内断層の変位に対する評価手法に関する調査・検討

を行っている52)． 

(1) 敷地内断層評価手法検討委員会  

・平成25年3月～8月 計6回開催  

(2) 原子力発電所敷地内断層の変位に対する評価手法に関する調査・検討報告書  

・JANSI HPで公開  

(3) 敷地内断層評価手法の検討フロー  

図4-2 委員会の活動内容 
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・図4-3に示す．  

(4)評価手法の検討項目  

① 断層の調査と区分  

② 断層変位の評価方法  

③ 荷重の組み合わせと許容限界  

④ 建物・構造物の耐変位安全性評価  

⑤ 機器・配管系の耐変位安全性評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2.4 資源エネルギー庁公募研究における活動 

資源エネルギー庁公募研究では，公募研究の１つの項目として，断層変位と構造物フラジリティ

への影響評価がある（図4-4）53)． 

 同公募研究の研究計画は，2段階からなり，各段階では構造物への影響評価と確率論的断層変位ハ

ザードの高度化の検討を行う53)．この順番としたのは，後者の研究は前者に比して比較的進んでお

り，前者を積極的に推進する必要からである．同計画では，断層変位に対する対策工について調査・

分析し，検討も行う． 

(1) 第1段階 

1) 構造物への影響評価 

対象構造物は，海水管ダクト等屋外土木構造物，建屋，建屋内設備とする．対象地盤は，硬岩，

中硬岩，軟岩とする．断層変位を，例えば 0.01, 0.1, 0.5, 1.0, 5.0m・・と強制的に与える解析

図4-3 敷地内断層評価手法の検討フロー 
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を通じて，変位応答及び機能喪失の判定指標に対する影響の大きな重要要因を構造物毎に検討する．

また，構造物に影響が現われる断層変位の範囲を概略把握する． 

2) 確率論的断層変位ハザードの高度化の検討 

確率論的断層変位ハザードの高度化の検討では，既存の評価手法を分析し，重要な不確実さ要因

を検討・同定する． 

(2) 第2段階 

1) 構造物への影響評価 

第1段階で求めた概略的な影響範囲を対象とし，変位応答・機能喪失の重要要因の不確実さを考

慮して，フラジリティを求める． 

2) 確率論的断層変位ハザードの高度化の検討 

第1段階で求めた概略的な影響範囲を対象とし，重要な不確実さ要因の高度化を検討する． 

 

4.2.5 国際原子力機関(IAEA)国際耐震安全センター特別拠出金事業における活動 

国外では，国際原子力機関(IAEA：International Atomic Energy Agency)国際耐震安全センター

（ISSC: International Seismic Safety Center）特別拠出金事業（EBP: Extra Budget Program me）

における断層変位の構造物への影響評価が挙げられる53)，54)． 

ISSCでは，2014年1月30日に，会議の一環として，特別セッション1“Evaluation of structural 

influence induced by slope collapse- Application to fault displacement analytical 

consideration -”が開催された（図4-5）． 

 

 

 

損
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(荷
重

・
応

力
・
ひ
ず
み

）

地盤硬さ・不整形性・
不均質性を考慮したバネ

断層食違い変位

断層変位

原子炉建屋

ダクト

現実的応答

中央値

現実的耐力

アスペリティ

震源断層モデル

アスペリティ

・岡田法による地表変位量推定

・地震規模に応じた断層すべり量推定

断層線上の長さ

断層変位の概念図

断層食違い
変位との対応

断層直交方向

断層平行方向

上下方向

海水管ダクト

・断層直行線上で、岡田法で変位計算
・震源インバージョンから震源すべり量設定
・断層線上での最大相対変位算定

図4-4 資源エネルギー庁公募研究における断層変位と構造物フラジリティへの影響評価の概要
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4.3 外国における事例 

ここでは，外国における断層変位が原子力施設に及ぼす影響の評価事例として，スウェーデンの

核燃料と廃棄物管理会社（SKB）による断層変位が最終処分場施設KBS-3に及ぼす影響に関する技術

報告55)の概要を示す． 

スウェーデンは，地震活動度の低いエリアと考えられており，めったにマグニチュード4を超える

地震が発生していない．特に，最終処分場施設の候補者サイトであるForsmarkとLaxemarが位置する

スウェーデンの南東の部分は，他地域に比べて地震活動度が低い．しかし，スウェーデンでは，将

来の氷河期形成サイクルに起因した地震の発生が及ぼす影響を除外できない．北部スウェーデンに

Large Scale Shaking Table Test Equipment
(50m height real slope modeled by centrifugal force test)

3 layers soil model 1 layer soil model

surface layer

soft layer

soft layer

hard layer

hard layer

2 Slopes Model: 4.5m wide, 3.8m height, 2.5m depth

(50m height real slope modeled by centrifuge test) 

Verification of Computing Analytical Methods in 
Comparison with Experimental Data
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0.2

0.0

y

x

変位着目点

1.0

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

y

x

変位着目点

The computer simulation codes based on Discrete Element
Method and Particle Method were verified in comparison with
experimental data, and the codes will be applied for analytical
considerations of slope failure.

Simulation of Large Scale Shaking Table Test (Right side)

Simulation of Large Scale Shaking Table Test (Left side)

図4-5 特別セッション1における発表 
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おける氷河期形成サイクルのうち，最後の脱氷河期（10,000年前）には，広範囲にわたり逆断層が

形成された．従って，その時期に生成された縦ずれ断層（逆断層）が，将来，最終処分場の安全へ

及ぼす影響を潜在的に有していると考えられた． 

最終処分場の地震リスク要因は，近くの震源断層の影響によって誘発される容器の埋設ホールを

横切る弱層に生じる変位である．弱層の変位に沿った変位が大きい場合，岩盤から容器に作用する

力は，周辺の緩衝帯(ベントナイト)を介しても容器に損傷を与える可能性がある．そこで，3次元個

別要素解析コード(3DEC)によるシミュレーションを通して安全性の評価が行われた．この評価では，

容器の埋設ホールに沿った変位が0.05mに達した時点で，容器が損傷すると見なされた．考慮された

地震は，北スウェーデンにある既存の後氷期の断層と同様に，逆断層タイプである．このモデルは，

前述の候補サイトForsmarkまたはLaxemar周辺における断層を再現するためのものではなく，候補サ

イトの安全性を評価するためのモデルである．そのため，想定される規模の断層を包括的に考慮す

るべく，マグニチュード，応力降下量，断層傾斜と破壊の伝播速度などの重要な断層パラメータを

系統的に変化させて解析が行われた．用いられた最小のマグニチュードは5.5である．解析から得ら

れる主要な結果は，所定の破壊伝播速度を有する断層の動きによって誘発される周辺岩盤の破壊に

よるせん断変位応答である．図4-6には一例として，断層から200m，600m位置における岩盤の破壊に

よるせん断変位について，特定の断層モデルに対するせん断変位の時間変化と，全てのパラメータ

に対する断層モデルより得られたせん断変位のピークの累積値を示している． 

予想された様に，断層に近い位置における岩盤の破壊による変位は遠くの位置より大きく，断層

からの距離は，すべてのモデルで有意な感度があると分かった．誘発された岩盤の破壊によるせん

断変位は，地震パラメータ（モーメントマグニチュード，応力降下量，滑り速度など）と震源の位

置や破壊方向に依存し，0～0.112mの間で変化することが分かった．一連の解析結果は，岩盤の破壊

による変位に対して地震のマグニチュードの重要度は小さく，断層破壊速度が最も重要なパラメー

タであることを示している． 

容器破壊閾値0.05mを超えるような岩盤の破壊によるせん断変位が生じる現実的な条件を把握す

るために，非現実的な断層破壊速度を有する地震に対する解析を除くためのチェックが行われた．

文献調査から，断層破壊速度の上限が4.5m/sと考えられたことを踏まえ，現実的であると判断され

た解析結果をとりまとめて断層と破壊中心から0.05mのせん断変位が生じる位置までの距離が限界

半径として設定された．そして，その限界半径を踏まえて，容器の埋設ホールを含む最終処分場の

設計に関する基本的な考え方が提案された．  
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a) 岩盤の破壊によるせん断変位の時刻歴 

 
b) 断層から200m，600m離れた位置における累積滑り変位 

図4-6 断層変位による影響の評価事例 
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詳細な地質調査による対象とする断層の選定

・生起確率付き断層変位に対する地盤変状の評価
(作用変位の評価)

・確率論的断層変位ハザードに基づく複数の断層
変位に対する原子力発電施設への作用変位を求め
るための静的解析

・地盤変状に対する建屋や施設とその周辺地盤と
相互作用を考慮した静的解析

建屋や構造物の損傷評価
・傾斜，施設間の相対変位

建屋・構造物内の機器・配
管系の損傷評価

断層変位の評価に用いる断層の選定，断層変
位の調査

建屋，構造物，機器・配管の損傷評価
(フラジリティ評価)

原子力発電所の安全への影響評価(建屋，構造物，機器・
配管などの個別構造物の損傷評価)

断層変位の調査
・地質・地盤調査，・既往のデータ分析

断層の動きに起因した地盤変状の評価
(断層変位ハザードに基づく地盤変状の評価)

地震動の影響と合わせた原子力発電所の安全への影響評価
(リスク評価)

事故シナリオに基づく炉心損傷頻度による評価(リスク評価)
必要に応じて対策

工の実施

影響の程度の評価

・建屋や構造物などのモデル化
・機器・配管のモデル
・建屋や構造物周辺地盤のモデル化
・各不確実さの調査・モデル化

建屋，構造物，機器・配管の構造，周辺
地盤の調査

断層変位のハザードとそれに対するフラジリティーより建屋，
構造物，機器・配管などの個別構造物の損傷確率の評価

安全目標を目安とした比較

対策工を施した構造
物などの裕度評価

 

図4-7 断層変位が原子力発電施設に及ぼす影響の検討フロー 

 

4.4 原子力発電施設に及ぼす影響の考え方 

断層変位が原子力発電施設の安全性に及ぼす影響を定量的に評価するためには，断層の動きによ

り生じる施設への作用としての地盤変状分布（断層変位ハザード評価に基づく地盤変状の評価），

それに起因した構造物，機器・配管の損傷の程度（施設，機器・配管のフラジリティ評価），およ

び地盤変状の発生に応じた構造物等の損傷が原子力発電所の安全に及ぼす影響の評価（個別構造物

の損傷評価，リスク評価）が必要となる．4.1節から4.3節までに示したように，その評価に向けた

検討やガイドラインの整備が実施されている．また，それらを用いた評価例などに関する情報は現

時点で多くないが，関連のガイドラインや海外における検討事例を踏まえ，各評価過程の基本的な

考え方をまとめ，図4-7に検討フローとして示す．ここで示すフローは，現在の知見に基づく考え方

である．従って，関連する知見の蓄積や，各過程で用いる手法の信頼度や精度の向上に応じて手法

やフローの見直しを行うことが望ましいと考える．また，このフローは既設の原子力発電所を対象

としており，現在保有する各構造物や機器・配管の機能に基づく，原子力発電所の安全性を評価す

るための流れとなっている．さらに，海外において，断層の影響が懸念される地域における原子力

発電所の建設に際して有用な考え方となることもふまえ，保有すべき性能を照査するための考え方
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も合わせた考え方を示すなど，学会としての国際的貢献も望まれる． 

 

4.4.1 断層変位に起因した原子力発電施設の損傷のシナリオ 

検討フローに基づく評価を適切に実施するためには，断層変位が原子力発電所の安全に影響を及

ぼす事故シナリオ，つまり炉心損傷の発生をもたらすシナリオを適切に考慮することが必要となる． 

原子力発電所の敷地周辺の震源断層の動きにより生じた地震動や断層変位などに起因した原子力

発電施設の安全に及ぼす影響のイメージを図4-8に示す．震源断層の動きにより生じる原子力発電所

の安全に係わる施設への作用には，一般的に，地震動による動的な作用と，断層変位による準静的

な作用が働くことになる．断層変位が原子力発電施設に及ぼす影響としては，それらの影響の重畳

を考慮することが必要である．地震動に対する影響は日本原子力学会による地震PRA標準43)をはじめ，

さまざまなガイドラインなどで原子力発電所の安全に係わる施設の損傷シナリオが示されている．

ここでは，断層変位の影響により原子力発電所の安全に係わる施設の機能が喪失に至る事象の例を

以下に示す．例1，2は断層の動きに起因した表層地盤の変状による相対変位や傾斜の影響，例3は地

表に現れた段差を伴う断層変位の直接的な影響に関する事例を示している．図4-8およびこの事例は，

(独)原子力安全基盤機構の技術レポート56)に基づいている． 

 

 例 1 断層の動きに起因した地盤変状による，基礎地盤の傾斜や撓みなどにより，建物や施設間

の相対変位や取水トンネルの軸方向に相対変位等が生じ，重要な安全機能が喪失 

 例 2 断層変位の影響を受け，基礎地盤の傾斜や撓みなどにより原子炉建屋などが傾斜し，建屋

内部の重要な安全機能が喪失 

 例3 断層変位により，断層直上あるいは近傍の原子炉建屋，開閉所，防潮堤，取水トンネルや，

AM対策の施設や設備，搬入路が直接損傷し，重要な安全機能が喪失 

図4-8 震源断層の動きに起因した断層変位などの地盤変状が 

           原子力発電施設に及ぼす影響の概要 
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断層変位を含む地盤変状が原子力発電施設に及ぼす直接的な影響以外に，断層変位による原子力

発電施設の基礎地盤や周辺斜面の不安定化に起因した基礎地盤の変状や斜面崩壊に対する間接的な

影響も考えられる． 

原子力発電所の安全に影響を及ぼす施設の事故シナリオは，ここで示した地盤変状がその安全を

損なう作用を踏まえ，以下のように考えられる．その際，震源断層の動きにより生じる地表近傍の

地盤変状や地震動は，その動きに応じて地表近傍の地盤変状が生じた後に地震動が到達，また両者

がほぼ同時に到達することになる．このことから，両者の重畳を考慮することは必要であるものの，

両者をそれぞれ評価し，断層変位が及ぼす影響を評価した上で，必要に応じて重畳を直接考慮する

ことが必要と考えられる．このことから，断層変位に起因する地盤変状の影響に関するシナリオ（ⅰ，

ⅱ，ⅲ）と地震動の影響 (ⅰ,ⅱ’,ⅲ’)に関する以下のシナリオを前述の重畳に関する間接評価，

および直接評価の考え方に基づいて適宜考慮する． 

ⅰ 対象とする主断層又は付随する副断層が活動する． 

ⅱ ⅰの活動により，当該原子炉建屋，熱交換器建屋などの重要建屋及び重要な屋外施設のある

領域で地盤変状が発生する． 

ⅲ ⅱの地盤変状の発生により，安全機能の一部が喪失する．安全機能喪失のメカニズムとして

は，次が想定される． 

① 建屋直下の地盤変状により建屋が損傷又は崩壊する． 

② 建屋の傾きにより建屋内のSSCs（Structures, Systems and Components）が損傷する． 

③ 建屋間の変位により渡り配管，ケーブル，タンク等が損傷する． 

④ 屋外に設置された配管，ケーブル，機器が損傷する． 

⑤ 敷地外の送電鉄塔等の安全に係わる構造物が損傷する． 

ⅱ’ⅰの活動により，地震動が発生する． 

ⅲ’ⅱ’の地震動により，安全機能の一部が喪失する． 

ⅳ ⅲ及びⅲ’の結果，炉心損傷に至る． 

 

4.4.2 断層の選定と各種調査 

 フロー中の断層の動きに起因した原子力発電施設周辺の地盤変状の評価について示す．まず，対

象とする主断層，または副断層は，2011年東北地方太平洋沖地震後に改訂された原子力発電施設の

規制基準・ガイド，またⅡ編で示した方法などに基づいた地質調査によって敷地内の断層分布，性

状，活動性を把握し，将来変位する可能性が否定できない断層を選定する． 

 また，国内外で生じた地震について，断層変位が地表に現れた断層の特性，例えば断層変位，断

層機構，地盤，地質などを調査・分析し，発現の可能性のある断層変位量の範囲を推定する．あわ

せて，対象敷地における解放基盤までの地盤構造や物性に関する詳細な情報を収集する．必要に応

じて追加調査を実施することが必要である． 

 断層変位に関する情報のみならず，原子力発電所の建屋，構造物および機器・配管の構造や物性

について，断層変位に対する影響評価を行うための解析モデルの作成に必要な情報を収集する．こ
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れについても，必要に応じて追加調査を実施することが必要である． 

 さらに，敷地内外の地盤や地質，建屋，構造物および機器・配管などの安全性評価に必要な種々

の不確実さについても調査を行うことが必要である． 

 

4.4.3 断層変位ハザードに基づく地盤変状の評価 

 選定された断層を対象として原子力発電所の安全に及ぼす影響評価に用いる地盤変状の評価を行

う． 

 まず，対象とする断層に対して確率論的断層変位ハザード解析を実施し，得られた解放基盤表面

における断層変位と超過頻度の関係に基づき，複数の断層変位を既往の断層変位に関する資料を勘

案して選定する．評価対象とした断層変位とは，解放基盤表面に現れた地盤の段差量を表す．また，

対象断層の動きの超過頻度は，断層変位の発生頻度の評価方法【断層変位ハザードの評価】を用い

て評価する．  

 次に，敷地内の建屋や構造物周辺地盤について，その断層変位に起因した地盤変状を評価するた

め，それら断層変位が生じうる弱面なども含む基盤上の地盤をモデル化し，3章で示した有限要素法，

個別要素法および粒子法などを用いて解放基盤表面に断層変位に起因した段差などを静的に作用さ

せる解析を実施する．地盤のモデル化は，それに係わる種々の不確実さを考慮して適切に行う．こ

こで，断層変位を含み，その周辺地盤の変位を施設等への影響評価に用いる作用変位と呼ぶ．対象

構造物が硬質岩盤上，また中に位置している場合には，解放基盤表面上の段差を地表における段差

などの断層変位と等しいとしてもよい．また，対象構造物が比較的軟質な地盤上，また中に位置し

ている場合には，断層変位が構造物へ及ぼす影響は地盤との相互作用を適切に考慮することが必要

となる．ここで，断層変位を含む地盤変状の評価に用いる解析手法は，(独)原子力安全基盤機構の

技術レポートに示された地盤構造物の破壊挙動に関する実験などの評価解析により，その精度など

についての検証が行なわれたものを用いることが必要である． 

 

4.4.4 原子力発電施設，機器・配管の損傷評価 

 フロー中の原子力発電所の安全に係わる建屋，構造物，機器・配管の損傷評価について示す．あ

わせて，断層の動きに起因した原子力発電所の安全に影響を及ぼす施設の基礎地盤に関する安定性

の評価を用いて行い，基礎地盤が建物・構造物の支持機能を保持することを確認する．ここで，機

器や配管の安全機能喪失のメカニズムとしては，4.4.1項の①～⑤を考慮する． 

 建屋や構造物の断層変位に対する影響評価にあたって，評価の対象とする建屋や構造物とその周

辺地盤は，その構造的な特性などをふまえ，3.2節に示した建屋とその周辺地盤の有限要素モデルの

ように一体としてモデル化する方法，3.4節に示した地中ダクトとその周辺地盤の梁-バネ系モデル

のように建屋や構造物を地盤バネで支持し，前項でもとめた地盤変位を作用する方法のいずれかで2

次元ないし3次元のモデル化を行う．それら地盤-構造物系のモデルに前項で得られた複数の断層変

位，また構造物周辺地盤の作用変位を静的に与え，建屋や構造物などに生じる傾斜を含む変位や応

力等を算出する．3.2節には，地盤変状に対する地盤-建屋系の一体モデルに対する応答解析例が示
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されている．その解析を種々の不確実さを考慮して実施することにより，断層変位が建屋や構造物

に及ぼす損傷の可能性としてフラジリティ曲線の評価を行う． 

断層変位を含む地盤変状に関する1次評価指標と，それに関連する施設の例は以下のとおりであ

る． 

・地盤の変形に伴う基礎底面の傾斜や撓み：原子炉建屋，開閉所，津波防護施設，取水路，AM

対策に用いる搬入路など 

・地盤の変形に伴う基礎地盤の相対変位 ：建屋と周辺施設の接続構造物など 

・サイトの沈下量         ：津波防護施設など 

 

こうした地盤変状指標に加え，建屋や施設の傾斜や変位に起因した機器・配管系の損傷を評価する

ための指標も合わせて適切に選定することが必要となる． 

損傷の可能性は，1次評価指標に対する応答値と限界値の比較に基づく間接的な評価，また対象構

造物，機器・配管などの応答値とその耐力の比較による直接評価を応答値，また限界値や耐力，そ

れぞれの不確実さを考慮して行う．ここで，地盤の傾きや撓みなどの変形による建屋や構造物の損

傷限界を表す値は，機器・配管を含む構造体の損傷限界と分けて，限界値と呼ぶ．機器・配管系の

断層変位に対するフラジリティ曲線の評価は，建屋や構造物の形状が全体として保持出来ることを

前提とし，断層変位による建屋・構造物の傾斜，変形及び建屋・構造物聞の相対変位ならびに，断

層変位の評価に用いた複数の地震による地震動に対する慣性力，地震時相対変位および運転時の荷

重をそれらの不確実さとともに考慮する． 

 損傷評価を実施するためには，各評価指標に関する限界値や耐力をその不確実さとともに設定す

ることが必要となる．基礎地盤の変状による建屋や構造物自体の損傷については，構造物自体の断

面力や変形に関する耐力値を援用できるが，基礎底面の傾斜などの限界値は，それらと建屋や構造

物内の機器・配管の機能低下，また損傷の耐力値のいずれかの限界に達する状態に対応する値とし

て設定することが必要となる．ここで，機器・配管の機能低下，また損傷の耐力値については，そ

れらの損傷の直接評価においても必要となる．配管については，支持物の損傷に起因した損傷とそ

の構造体としての損傷があり，後者に対する耐力値や限界値の評価は関連の技術基準を援用するこ

とができる．また，基礎地盤の相対変位については，異種構造物の損傷，また配管やケーブル類の

損傷のいずれかの限界で，原子力発電所の安全に支配的な要因に対応する限界の状態に対して限界

値を設定することが必要である．サイトの沈下については，津波防護施設のうち，防波堤等につい

ては必要な標高を下回る状態に至る沈下量が限界値となり，明確である．このように，断層変位を

含む地盤変状に起因した建屋や構造物，機器・配管などの損傷を評価するための限界値には，1 次

評価指標のような間接指標や，断面力，応力またひずみのような損傷を直接評価する指標がある．

建屋や構造物を構成する部材，機器および配管などの損傷については，それらに関連する技術基準

類を援用することが可能と考えられるが，その適用性についての専門家間での精査，また3章で述

べられるように部材の破壊に伴う構造全体への影響やその挙動を評価する技術の構築が必要と考え

られる．さらに，建屋や施設などの傾斜，また傾斜を伴う損傷に起因した機器の損傷，機能低下や
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喪失に対する限界値については，明確な値を設定するには至っていないため，関係技術基準の調査

分析やそれに係わる専門家間で検討などを実施することが必要と考えられる． 

 また，原子力発電所の安全に及ぼす影響評価により，対策工が必要とされた構造物などがある場

合には，対策工を設けたことによる効果として裕度を評価することが必要となる． 

 

4.4.5 地震動とあわせた原子力発電所の安全に及ぼす影響評価 

 フロー中の原子力発電所の安全への影響の評価について示す．まず，断層変位の影響を考慮する

ために選定された断層を対象として，断層変位の評価に用いた複数の生起確率に対する地震に対し

て地震動の評価を行う．その評価には，断層変位ハザードの評価結果を踏まえ，日本原子力学会の

地震PRA標準43)等に示された地震ハザードの評価方法を用いる．地震動とあわせた原子力発電所の

安全に及ぼす影響評価は，断層変位の評価に大きな不確定性が含まれることを踏まえ，次の2段階

の評価のうち最初の評価をまず行う．次に，必要に応じて次の段階の評価を実施する． 

 最初の段階では，種々の不確実さを考慮して求めた断層変位に対する建屋，構造物および機器・

配管の損傷確率の関係であるフラジリティ曲線と断層変位ハザードより，建屋，構造物および機器・

配管などの損傷確率を個別に評価する． 

 次の段階では，建屋，構造物および機器・配管などの損傷確率の評価結果より，炉心損傷に及ぼ

す影響が大きいと考えられる建屋，構造物および機器・配管がある場合には，地震動との重畳を考

慮したリスク評価を行う．ここで，断層変位に対する事故シーケンス評価は，地震動に関する事故

シーケンス評価のために作成したシステムモデル（イベントツリー/フォルトツリーなど）を適用す

るものとする．評価対象断層が動いた場合の条件付き炉心損傷確率は，断層変位のレベルに応じた

評価結果と，地震動による構造物，機器・配管の損傷に基づいた既存の地震PRA標準43)による評価

結果とを統合することにより算出する．その際，断層の破壊過程の不確定性などを含む種々の不確

定性を，日本原子力学会の地震PRA標準を踏まえ，断層変位ハザード，構造物や機器・配管のフラ

ジリティ，システムのイベントツリー/フォルトツリーの中で適切に考慮することが必要である． 

 得られた炉心損傷頻度が安全目標注)より大きい場合には対策を実施し，その効果を確認する． 

 

注) ここで安全目標とは、旧原子力安全委員会にて決定されていなかった安全目標の検討を原子力

規制委員会にて検討をすすめ，平成25年の4月に委員会の合意に至り，｢原子力規制委員会が原子

力施設の規制を進めていく上で達成を目指す目標｣として示された数値を指す． 
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5. まとめ 

 

 ここでは，既往の断層変位評価技術（Ⅱ編）と解析技術（Ⅲ編）を利活用して，震源断層の動き

に起因した断層変位も含む原子力発電施設の周辺地盤の変状が，それら施設に及ぼす影響を工学的

に評価するための考え方を示した．2 章では，地表近傍に震源断層の動きに起因した地盤変状が生

じた地震による構造物の被災状況とその分析事例について報告した．3 章では，有限要素法や粒子

法などを用いて断層変位による構造物の影響の評価事例，断層変位に対する対策事例と効果，さら

に断層変位に起因した地中構造物のフラジリティ曲線の評価事例などを示した．ここで示したフラ

ジリティ曲線はあくまで評価事例であり，2.5 節に示したように構造物周辺地盤の特性と構造物の

剛性に応じて構造物の損傷状況が異なることには留意が必要である．4 章では，旧原子力安全基盤

機構や原子力安全推進協会，さらにスウェーデンにおける最終処分場の安全性評価における断層変

位の影響評価事例などを示した後，原子力発電施設に及ぼす断層変位の影響評価の基本的な考え方

を示した．  

 その考え方では，津波が原子力発電所の安全に及ぼす影響と同様に，地震動との重畳を考慮する．

また，地震動との重畳を考慮するにあたっては，断層変位の評価に大きな不確定性が含まれること

を踏まえ，次の2段階の評価のうち，最初の評価を実施し，必要に応じて次の段階の評価を実施す

るという手順で断層変位が原子力発電所の安全に及ぼす影響を評価する．ここで，最初の段階では，

断層変位による影響と地震動の影響を別に評価し，断層変位が及ぼす影響を把握することにより，

間接的に地震動との重畳を考慮する． 

・ 種々の不確定性を考慮して断層変位に対する原子力発電所の建屋，構造物および機器・配管の

損傷確率の関係であるフラジリティ曲線を評価する．得られたフラジリティ曲線と断層変位ハ

ザードより，施設，機器・配管個別の損傷確率を評価し，地震動に対する施設，機器・配管の

損傷確率との比較を行う． 

・ その評価結果より，炉心損傷に及ぼす影響が大きいと考えられる建屋，構造物および機器・配

管がある場合には，リスク評価を行う．得られた炉心損傷頻度が安全目標(4.4.5 の注参照)を

目安とし，必要に応じて対策を実施し，その効果を確認する． 

 

 断層変位に対する建屋，構造物および機器・配管の損傷を評価するためには，その限界状態，限

界状態の評価指標を求めるための方法，さらに断層変位に対する限界状態の条件付き発生確率を求

めることが必要であり，それらについての事例や課題を 1 章，3 章に示しているが，今後の課題を

整理し，以下に示す． 

 断層変位に対する建屋や構造物自体の損傷や破壊などを評価する方法として，地震動に対する損

傷評価手法として高度化が図られてきた有限要素法の適用事例を示した．しかし，有限要素法は，

施設を構成する部材の損傷また破壊についての評価を行うことは可能であるが，1999年台湾集集地

震における石岡ダムの破壊のような構造体全体が破壊後の全体挙動を定量的評価することは困難で

ある．例えば，建屋や構造物の基礎の損傷後の上部施設，また機器，配管に及ぼす施設の挙動を精
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度良く評価することは困難といえる．有限要素法を用いた簡易な推定法，また粒子法などのように

弾塑性挙動から破壊後の挙動までシームレスに評価できる手法の適用とその精度向上が必要不可欠

と考えられる．さらに，Ⅲ編で示された解析法に対する指摘と同様に，実験などによる妥当性確認

と，材料特性や構造のモデル化などの解析モデルに応じた解析結果の安定性を含む結果の検証とあ

わせて，それらの体系を整備することも必要である． 

 さらに，建屋や構造物などの傾斜，また傾斜を伴う損傷に起因した機器の損傷，機能低下や喪失

に至る限界状態を評価するための指標として，間接評価に用いる指標および直接評価の指標の事例

を示した．しかし，それら指標の妥当性およびそれら指標の限界値として関連する技術基準類を援

用が可能なものについて精査を行うこと，それ以外の主要な指標について関連する地震被害や実験

などの研究事例より限界値を設定するための検討を早急に実施することが必要と考えられる．その

検討に際しては，関係技術基準の調査分析やそれに係わる専門家間で検討などを実施することが必

要と考えられる． 

 また，断層変位に対する建屋，構造物および機器・配管が限界状態に至る可能性を表すフラジリ

ティ曲線の評価を前述の数値解析法を用いて実施する際，生起確率に応じた断層変位の不確定性を

含む種々不確定性を考慮することには計算時間も含めて，多くの困難さを伴う．このことから，断

層変位に対するフラジリティ曲線を合理的で精度良く評価する方法の構築も急務と考えられる． 

 最後に，ここで示した考え方は既設の原子力発電所を対象としているが，海外において，断層の

影響が懸念される地域における原子力発電所の建設に際して有用な考え方となることもふまえ，保

有すべき性能を照査するための考え方も合わせた考え方を示すなど，学会としての国際的貢献も望

まれる． 
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